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中小金属機械工業Kおける工場集団化と企業内教育の燥鰯過程に関する実証的研究

中小企業の「近代化Jと企業内教育(その 2) 

一一中小金属機械工業における工場集団化と企業内教育の

展開通程に関する実証的研究一一

開I 井 輝 久

概 要

今日、職業技術教育の課題は学校教育における機業教育あるいは技術教育の問惑にとどまらず、

労働者を中心とした国民全体の問題として存在しており、ことに技術革新と企業合理化が我国産業務

分野で急激に進展するなかで、このような構造変化に適応いより職業技術教育を効果的に遂行させる

ために労資格方の震嬰な争点になっているO

しかし現実に実施されている職業技術教育は各産業分野あるいは大企業と中小企業によって著し

く義異があるばかりでなく、これらの教育訓練の大部分が各企業の内部によって実施され経営合理化

の一環として実施されているが故に、教育訓練は労働者の広い意味での技能・技術の向上、労働条件

の改鋒と結びつかず、時には技能の社会的通用性すら閑ざされる傾向にある。

本研究は実証的研究として冒頭に述べた課題意識のもとに対象を中小企業と定め、さらに我国産

業の根幹を形成し広汎な拡がりをもっている中小金麟機械工業に焦点をあて、昭和 30年代以後の政

府ー独占資本の中小食業の近代化再融支の過程での技術進歩・企業の形態変化が中小企業労働者にど

のような影欝を与えているか、叉OJTを含む教育訓練が企業内部においてどのような機能・役割を

果しているのか、そのメカニズムの解明にあたってきた。

前半の部分のアウトラインを示すと、第 1に、 中小企業近代化政策の重要な柱である「工場

集団化jも、券系列企業集団団地においては、協業化・共開化などが意図還り進行せず、技術的構成

の高度化の度合いも企業捕においてかなりの格差がみられ、むしろ団地内部において食業の階層分解

が進展していること。

第2に技術進歩と労働内容についてみると、まず技術進歩という点で、は‘業種によって異なるが

系列化あるいは本州方面の専門工場との技術提携が進行し、そのもとで新製品開発あるいは生産品目

の大型化がなされていること。工程の機械化の酪では、イ申鉄業における位上庄延の密動化、鋳物にお

ける‘ンエルモールディシグマシ γの導入などを核とした手作業から機械作業の全節的移行、製缶工場

における大型機械の導入、曲げ加工の機械化など、鉄骨組立工場においては、リベット工法から湾接

工法への変化、それにともなう溶接技術・機器の高度化が進展している。機械工場においては旋盤な

ど機種の多様化が特徴である。以上のように中小食業の代名詞であった手工的作業は金属機械の分野

では機械操作作業に移行しており、生産過程の統合と分業体制の確立が一つの特徴をなしている。

このもとで既存の熟練は変質した。金属機械工業では6つのタイプに分けることができる。第 1
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のタイプは既存の手工的熟練が機械化により機械の操作・運転・調整などの新しい熟練にかわったも

の一-EE延工、鋳物工、ブラックス塗装工なと事。第 2のタイプは機械化により不熟練化したもの一一
溶解工、砂処理工など。第 5のタイプは、工法の変化により消滅したもの一一鍛訴工など。第4のタ

イプは験種としての独自性が失われ、個々の作業が職務として独立したもの一一圧延工、第 5のタイ

プは基本的には変化がないもの一一組立工・溶接工、機械工など。第 6のタイプとしては全く新しい

職務を担う労働者群一一分析検査工など。

以上のような既存の熟練の変質はかつての熟練工のもっていたヵ γやコツあるいは f作業の段取

りJなどの機能の分化してあらわれ前者は作業標準の設定、後者は工程係、管理係などの管理的職能

をもっ専門労働者が育成され配置されるようになった。

第5に、以上のような既存の熟練の変質、分業化の進展は、中小企業における労働者の単能工化

を促進させた。このような単能工化は機械化にともなう熟練の質的変化によるのみならず、作業量の

橋大、人員の増加、そのもとでの新規学卒労働者の早期戦力化に対処した経営労務機構の拡大強化に

起践していることが多い。

第 4に、零細企業を除く、中規模化しつLある中小企業では云わゆる「渡り敬人jと呼ばれる移

勝しつL腕をみがいた熟練工が減少し、基幹工になる新規学卒者(中学・戦誇11・高卒〉と弓現L練労働

者としての中高年労働者という云わば 2極集中的な労働力編成を特徴としている事である。

第 5に、以上のことをベースにして企業内教育の特徴をのべると、

中小企業においても大企業におけるがごとく、従来の移動しつ L技能を習得するこれまでの技能

習得方法から、企業内において各企業の分業システムや技術的特性に対応した単期的養成がある程度

系統的になされるようになり、技能習得過程の企業内封鎖性がでてきている事である。このような技

能養成の変容を反映して新入社員教育が定着性対策として強化される一方、職場秩序の再編にともな

い絞督者教育がなされるようになったD しかしこれらの教育(特に監督者教育、管理者教育)を企業

内で実施している企業はほとんど 10 0人以上の企業で、しかも大企業の系列企業や技術指導をうけ

ているところに銀られており、他は団地協同組合で実施されている訓練に参加する形態をとっている。

中小企業における教育訓練のもう一つの特徴は、他工場研修制度など、より上位の技術水準をも

っ企業への技術研修が活綴であることである。新製品開発など新しい生産技術に対して企業内で研究

し開発する余力をもたないこれらの企業では新しい学卒労働者を中心に本州方面の技術先発工場へ派

遣し技術、技能を習得させるとともに、古い先輩労働者にかわる末端殺剰としてもこれらの労働者に

期待している。技術研修制度は験制教育の一端としても機能している。

最後に共同職業訓練についてみると、建設業などでは技術進歩と徒弟鍛jの崩壊などと結合し一定

の成果をあげているが、金属機械工業を対象とした今回の調査範簡では成果をあげていない。その原

因は、熟練工不足と L、う状況のなかで新規学卒者に重点宏おく各企業が、早期戦力化を狙いとした単

能工的企業内養成を強めていることである。特定の機械さえ使用できればよいとするこのような企業

内診11練は、 5年間の共同戦謬11による教育プランとは一致せず、企業主は共同級訪問存在理由をもっぱ

ら集部求人の材料として捕えているに過ぎないケースが多かった。第 2には労働条件とのかねあいで

ある。待問外の夜学は訓練生も疲れさせるだけでなく、時には繁忙期を中心に残業によって欠席が多

くなり、教科の進燥についていくことができないのである。第 3には、施設と自治体の補助の貧弱さ

である。

しかし訓練生は欝通教科・専門教科の云わゆる基礎的技術教育に対して期待しているし、叉基本
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実技などの習得を希望している。応用実技とされる企業における生産主労働が片寄った一面的な技能指

導という実情である限り訓練生は共同敬訪11を職業技術教育として勝場での労働と結合してとらえる事

はできないでいる。共同職識は学校における投手酔}教育と呉なり、験場における生産労働と密着しさ

らに生産技術の転変に労働者、がたえず直閉しているだけに、間態は深刻で、ある。

中小企業の「近代化jと企業内教育(その 2) 

一一中小金鼠機械工業における工場集団化と

企業内教育の展開過程に関する実証的研究…一
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第 5主主 食業内雇用構造の変動

今日、 「技能工不足jあるいは「若年労働力不足jと云われ、そして叉全面的な f労働力不足j

とまで鉱大された労働市場における需給関係の変動は、特に中小企業分野において顕著にその影響が

あらわれ、その結巣として独占的大企業と中小企業の「賃金格差を縮少」させ、さらにはそれが中小企

業の存立基盤を変え、中小企業の近代化達成の著書図となったと説明することが一部の人達にあったこ

とは事実であろう。しかしながら po年代jを見通した如く思われるこのような説明もその後の現

実の進展のなかで独占資本の下請中小企業あるいは社外主企業で働く労働者への過激な収奪が一層強

化されているという事実の報告によって象徴的に明らかなように、低賃金・長時間労働を基盤とした

中小企業の非近代的状態が依然として中小資本の存立条件をなしていることは明白である。

けれども、 「労働白審jなど官庁あるいは独占サイドから出される f労働市場構造の変容jを素

材にした中小企業労働者への収奪強化を隠蔽する論に対して調査研究の立場から正しく現実の労働市

場における中小企業労働者の存在形態を押えなければならないと考える。
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その場合、 60年代の「高度経済成長過程jを通しての独占資本の強蓄積過程における若年労働

力の大震吸収と中高年労働力への反媛、そして、 「雇用対策基本法jを軸とした全図的労働力流動化

政策が、偶有の中小企業の生産労働の変化にどのように対応;し、雇用構造のなかに(相対的過剰人口

を含めたところの)どのように低賃金基数を貫徹しようとしているのかをtr視しなければならなL、。

ところで上に述べた事柄のなかに731111即こ検討すべき諜慾があると思われる。それは一般に公われ

てきた「大食業の労働市場が、企業別封鎖的であるのに対し、中小企業におけるそれは開放的であり、

横断的性格をもっ労働市場であるjとし寸認識についてである。このことの正否はひとまずさておく

として、というよりはむしろこの事例研究で云いうる範由を超えているからであるが、それにしても

仮に「開放的jあるいは「横断的Jと中小企業労働市場の特徴を拶定するにしても、今日的段階にお

いては、験前からの特質の一つである移動が熟練の習得を媒介にした移動とし、う性格は積めて薄くな

り、むしろこれらの殺人的熟練労働者が中小企業からさえ反援されるという傾向を見ぜていること、

つまり少数の!習を除いて、全般に半熟練労働が中小企業においても支配的になりつLあるなかで熟練

を身につけている中高年労働者も極めて不安定な地位におかれていることであるO こうした中で中小

企業庁の勤労者意識調査(3 -1図〕によっても、むしろ大企業労働者よりも中小企業労働者に向一

企業への定蒼希繋が強いことが結果としてしめされているO これは中高年令層労働者を中心にみると

その傾向がもっと高くなることが向調査から窮い知ることができるO このことからも「熟練Jをもと

3-1爵 労働者の毅続・転敬意志(男子) (単位:%) 
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造 中小企業勤労者

業大企業勤労者

すろがるあかれもばし転れな車措)、を考えているノ

~~↓ kそ「伶)
5 0.0 42.7 1 1 

//マ:---2.4

51.7 34.9 iω16.51 
¥ ¥ 

5 0.2 3 9.1 1 6.21 1 4.5 

35.3 3!id 111.81 1 7.6 1 

/ / 

48.9 34.0 1 7.5 1 9.6 1 

¥¥、二?¥¥

34.3 4 7. 1 I 12.8 I I 

普請サ 小規模企業勤労者

ピ中小企業勤労
ス
業業
大企業勤労者

( 0=  2 0係) ち8

資料・中小企業庁「勤労者意識調査j昭和47 i手11月

(中小企業主審 4 8年版より)

にして f上向jあるいは「水平j的な移動がほとんど期待しえず、現在の企業に勤めざるを得ない中

高年令腐を中心とした中小企業労働者の状態をみることができるのである。この点についてつけくわ

えるならばそれは「中小企業白書Jなどでのべられている如く、中小企業には「生きがし、iがあるの

で「労働条件の格差を是正し、魅力ある職場づくり jをすればよいと云うほど現実の労働者に隷せら

n
y
 
to 
つ
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れているものは甘くはないのである。 70年代に入り、ますますこのような傾向が強まっていくなか

で、中小企業労働f問題の重要な課題として、いし、かえるならば中小企業労働者の組識化の客観的条件

(あくまで客観的条件としてでtまあるが)を明確にするためにも、一般に云われた労働市場構造変動

の内実をよりインテシーブに解明しなければならないと考える。これが本軍において明らかにすべき

第 2の課題である。

第 1節需要労働力の酎礎化と労働力構成の特質

すでに第 2寧で詳細に明らかにしてきた如く、熟練の稀釈化が対象企業の全業種に亘って多かれ

少かれ進展してきた。そのなかで旧熟練によってたった労働力の序列も解体し、半熟練を基底にした

基幹工の養成、対極としての耳環練工の鉱大、更に新たなる生産管理機能を担当しあるいは生産量工程の

調整、成品の管理などにたずさわる管理工・検査工などの構成による序列z 陶治集成の再編成が進

展してき丈コ口

この再編成の展開の道筋をのべると、まず機械化の進展、経営規模の拡大通程での資本による

f計画的jな分業体制!の形成などによる殺人的熟練の持憾・新しい労働分野の登場は、基幹工におけ

る半熟練労働力の需要階大とともに不熟練労働力への需要犠大をもたらした。このような変化は、出

来上った「熟練J労働者、出来の職人的熟練労働者に対する需要を減少させ、新規学卒者を基軸とし

た若年労働渚に対する f補助的労働者Jではない新たな「自分jのところの「戦力Jとしての需要を

治大させた。そして問時に対照的な存在としての中高年不熟練労働者、 at婚婦人労働者に対しての需
要をも犠大させた。さらに「新しい労働分野jとしての新たな綴種とも云いうる f検査工J• r整備
工J• r運転工J• r c工程)管理工jあるいは設計、管理事務などの技術的労働の拡大は、この層
への高卒会中心とした新規学卒労働力に対する需要増加としてあらわれてきている。

以上のように対象工場における労働力需要は、云わゆる f渡り職人J型の熟練労働者の比議低下

をテコとしてこ極分解的傾向を強めているが、そのなかで注目されるのは、熟練労働者の一部分が

(特に溶接工に多いが〉、熟練労働者集部として「綴jを形成し、議負工として、これらの中小金業

(例えば4ii8、必15企業)に専属あるいは長期的に下誇作業をおこなっていることであるO このよ

うな例は団地企業のなかでも成長型の企業にみられるわけだが、溶接工など比較的通用度の高い熟練

職種において賃金の頭打ちに対する職人の俄からの自立的方策として作業の請負を行い、企業の側か

らは年令給的な給料の伸び、待遇などについての関難性からまぬがれるというメワットと臨時工的な

存在として景気変動上のバッフア的役割をになっているのである。

以上鉄工問地の需要構造の変動について概観してきたが、具体的な労働の質の変容と労働力構成

の関係、労働者内部の序列明梅治z 集成の関係について、第 2主主で明らかにしてきた熟練の変震と職

種の分解の 6つの類型と関速さ伎ながら以下事例を中心に検討することにしよう。

イ 単能工化と新規学卒労働者の基幹工化

一一一J仮 11企業の事例一一一一
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(18 )製缶工一一γ→(新)製缶工 〈新規学卒〉
~一一一切一一一一，

(手作業を主と | 機械加工が中心 中 卒

して全ての作 t ~ l， 嗣 11修了
業をやる) l 

I 高卒

」ー+ ξ 1<中途採用〉
浴接工 ζ 3 リ

」ーーをててご熟練工

(本浴接) /太線は増加傾向 ¥ 

、・・・・線は減少傾向 J

tI'O 1 1企業は、前主主でも述べたようにボイラ一、圧力容器、クレーンなどを製作する従業員数

7 5人の企業である(昭和 45年)0 tI'O 1 1企業は昭和 41年→ 45年に従業員数も 57人から 75 

人に犠加した。この企業は 30年に倒産し、別会社として 30人の人数で再スタートしている。団地

の工場が稼働したのは 39年からである。この間の従業員増加の内容について検討するために、在籍

する者の入社年次、学療構成について集計したものが 3-1表であるo 3 0年一 34年は高小卒、即

ち戦前に学校を出た中高年令者のウェイトが高いが、これは熟練工のヰ強t票用が多かった事を組起させ

るo 3 0年代の後半は労働力不足が顕著になり、これら熟練工の入験数も減少している。これが大巾

に矯加に転じたのは 40年以後で、ここではそれまでとは逆転し、中卒・験謬11卒:・高卒・大卒の犠加

が著しい。このように、向社の場合、 30年代前半から 40年代前半にかけての労働者の質的転換が

行なわれ、かつての熟練工の採用から中卒・秒訓卒を主体とした見習工あるいは半熟練工の採用に変

化するとともに、高卒・大卒者への需要が高まったことが一つの特徴といえる。

このような特徴をもっ同社の労働力構成をみると、まず年令措層別1学歴BIJ構成(3 - 2表〉にみ

られるように、全体的には 30才以上の若年層のウェイトが涌く、ついで40才以上の高年令者で、

3 O~ 4 0才台が比較的低い。ところで若年者を形成しているのは、主として中卒・高卒、そして職

議11卒の労働者であるが、中卒者の場合は、先の入社年次別の表と合せてみると、新規学卒者ばかりで

なく中途採用の中卒若年表であり、この層の移動があることがうかがわれる。いずれにしろ、後述す

る鋳物業ほどではないが、若年層と高年令層のウェイトが高く、中年層労働者の比重が低いこのよう

な年令構支は、賃金管環をはじめとする労務管理などの変化させた一因をなしている。

次に章表種別学控室別構成(3 - 3表)をみると、集団求人の傾向のなかでみられた事が

体的にみられる。郎ちtI'O1 1工場の基幹工には、製缶・溶接・機械などの職種があげられるが、熟練

工である高年令者を除けば、これらの粉種は中卒・験謬11卒・高卒によって占められ、最前には庄倒的

である。注目されるのは高卒者で、彼らは営業・総務の事務労働!や設計などの技術労働!の他に、むし

ろ量的には現場労働者として前述の職種に従事している事である。このような傾向が顕著になったの

拭 40年以後である。これに対して大学卒は、 3-1表でみたように、 40年以降 4名場加したが、

これらは設計 2名、営業事務 2名とそれぞれ配置されている@このことはまた、 40年代に入って、

必 11企業の技術部門、営業事務部門が強イとされ、第 2A震でみた技術進歩に対応した労働力構成合形

成してきたことを示している。

以上、4f1 1企業の労働力構成の特徴についてみてきたが、ここでは次のようにまとめることが

できょう。まず、 40年代に入って、これまでの求人難が集団求人など労働市場の広域化 によって
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3-1表 入社年次・学膝別構文

入社年次 高小卒 中卒 !日中卒 言語 卒i 職訪11卒 そ養の成他所の 短大 大学 計

人 人 人 人 人 人 人 人 人
3 0-3 4年 7 4 2 一 1 4 

35-3 9年 1 2 一 5 

4 0年以降 2 ? 一 7 6 5 4 32 

計 1 0 1 5 1 0 6 5 4 51 

3-2表 年令階層7JIJ学歴構成

~士三 1 6才~ 21- 26- 31- 36- 41- 46-
5 0- 計

2 O::t 2 5 3 0 3 5 4 0 4 5 5 0 

品

中
卒卒
2人 6人

151Z 人
2人 1人 4人

15?Z 人
5人
2?d6人Z 

新 7%  23%  7%  3%  1 5 % 1 1 % 

高i日卒〈内中工高卒卒 2(1) 5 (2) 52(25 ) 2(1) 1 2 (6) 
1 6 4 1 1 6 98%  

敬訪I~ その他の 5 2 1 2 

養 E空 所 ヰ? 8 B 8 1 6 8 8 97%  

短大・高専
1 

1 0 0 100% 

大 学
1 一 1 4 

2 5 2 5 2 5 2 5 100 % 

計
? 1 2 5 7 5 6 6 5 5 5 
1 6 2 1 ? 1 2 ? 1 0 1 0 ? 9 6.% 

3-3表 職種別学皇室7]IJ構成

7古里ゴて 検事撃て 機械工 仕機上械主 製缶工 溶接工 設計 営業事務 計

旧小・高小卒 5人 一人 一人 5人 1人 一人 一人 ?人

事行 中 卒 1 11 1 15 

l局卒(内・工専~) 3 (3) 3 (!) 一 2 (2) 2 11 (6) 

i日 中 卒

戦 訪11 卒 5 1 2 一 7 

その他の養成芳昨 一 1 ろ

短大・ 1島等卒 一 一 一 1 

大 学 一 一 一 2 2 4 

計 4 d 4 21 4 5 5 ヰ?

大量まの学卒者(中卒・験謬11卒・高卒〉の採用が可能になり、これらの労働力が収引されるにいたる一

方、かつての熟練工である中高年令層労働者の採用が大巾に減少している事である。就中、験謬11卒が

次第にや卒者にかわって犠加しており、このことは職業訓練校で一定の技鮮を習得してきた労働者が

労働内容の変化一一単能工化などの傾向の中で半熟練工として位置付けられつつあり、郎戦力化(あ

るいは早期戦力化〕の経営合理化に大きな役割を占めつつあることを想起させるものである。次に高

卒者が事務・技術部分のみならず現場部分に進出していることであるO 更に、経営組織の拡大、技術

あるいは事務管理部門の鉱大強化がなされる事により、大学卒労働者がこれらの部門を担うようにな

ったことであるo 4 0年代に入つてのこのような傾向は、4ii.1 1企業のみならず団地の中規模工場に

門
ノ
ゐマ，，qr-
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多くみられるが、このことは労務管理の近代化、技能習得方法の変化などの基盤を形成した。

ロ 熟練工の企業内養成と専属下請熟練工集閣の育成-Jfo:8企業の事例

旧製缶工 r--?製缶工A ←一一一一一一一一
く新規学卒>

中卒

(手作業を主と 機械加工な変わった 織郡|卒

高若手
していた) 以外は全ての作業

i を行う) 々

製缶工 B ~.---専属下融) I 
(溶接が主体だが独
自に全ての作業を
行う)

く中途採用>

熟練工

仕上工 仕上工

ぐ昇進序列〉

織訪11卒 1年 材料切込み
仮溶接(仮組み)

U2年 本溶接

" 2 - 3年 マーキン

4-5年原寸

組長

NO ・8会業の場合、喜望f行工の作業!台宗は育Ii述のN

011企業と異なり、原寸、溶綾などを含む、全て

工務をマスターすみことが昇コ伎の名件になっている。

このことは、敬人的な養成方法がとられているとい

うことではなく、むしろ若年労働者の概職の原因を

「仕事にあきやすい」と云うところに労務対鋳とし

て主監視し、ローテ…シヨンや行いながら昇殺させる

という方式をとっ十のである。その場合特徴的たの

は、車産副i体を基車告にすえでことで、そのローテーシ

ョγは友のようになっている O

Jfo:8企業は創業年次が昭和 39年と新しく、団地に工場建設がそのスタートとなっている。当初

は f審開広告jや「縁故関係jで採用した「ある存度技術を身につけたもの Jr前の会社で製缶の経
験があるjという労働者の編成でスタートしたが、 「手ド常tこ定着性が悪いj、 「資質に問題がある j

というような理由で、操業後 3.4年後からは、 f毎年、職業訓練所を主体にとっておりまして、前の

ようにどっかの会社に勤めておったものが入るというのとだいぶ違うわけですよね、考え方がo Jと

いうようになった。

現在の製造部門労働者の入社年次別・新規中途53IJ.学歴53!J従業員数を示したのが 3-4表である。

この表からも明らかなように、創業当詩人社した経験工(約 23名)の半数以上が残っておらず、

4 2年以降、新規中卒を中心に補充され、 45年からは新規験謬11卒と潟卒に主力をおいているO この

ような傾向は、後述するように同社の教育訓練が、表年者の比重が圧倒的に多くなり(3 - 5表)こ

れを企業内養成しながら定着性を高めるという事を目的にした新入社員教育を中心として活発化させ

る要閣をなしており、他方験謬11卒という一定のJ基礎知識と技能をベースにした技能序列が形成される

にヨきっている。

Jfo:8企業のもう一つの特徴工、熟練工を主体にした専属下請(社外工)を導入育成していること

であるO 第 13園(再掲)にみられるように製造部門で 2つの専属の総(8人)を使用しているが、

これらは溶接工を主体とした組で、導入されたのは 41年頃からである。このような熟練工の組集団

= r専鱗下請Jが導入された契機は労働力不足(技能工の)であるが、同社の場合、受注の土勢力日の中
で外住に出す際の管理面であるいは主詳細のデメリットを防ぎ、 「下請をうまく利貯ずることによって

コストを非常に安くすることができるjことも狙いとしている。その下請の形態も f仕事がなくなれ
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3-4表 製造部門労働者の入社年次BiJ.新規中途採用別構成(4 6年〉

年 度
中 Z手 I気 卒

新規 中途 新規 中途
新規敬訪11卒 その他 計

3 8年 2人

3 9年 5 4 

4 0年 1 2 

4 1年

4 2年 5 5 

4 3年 5 5 

4 4年 2 5 

4 5年 1 5 5 1 P 

4 6年 3 3 

計 1 0 7 5 2 6 4 3 2 

3 - 5表 奇襲種別王手令7]IJ構成(4 6年)

年令階級 製缶工 仕上工 旋盤工 計

1 6-2 0才 1 5人 1人 一人 1 6人

2 1.....， 2 5 3 5 

2る.....， 3 0 

3 1 四~ 3 5 2 5 5 

3 6 - 4 0 5 5 

4 1-4 5 2 5 

4 6-5 0 

5 0-

計 2 7 4 3 2 

第 13関 Mi8企業の企業組織と人員(再掲)

営業部 5人

設!計部 12人

工事部 7人

第 1工場(職長)一組長一製缶工
(製缶)1人 5人 2 4人

製造課 5 5人
第 2工場(職長) 機械工

工場長
工務課 1 1人

総務部

(仕上) 1人 4人

6人
苫小牧出張所 企業内下請(専属〉

東北出張所
2人

製品検査係 1人

ば他のところへ行ってもらい、仕事ができれば来てもらうという考えではうまくいかないjし、常時

i (下請が〉来たり出たりしてくれるかという問題が出てくるJので「これではとっても下請は育た

ないj、 「従って下誇といえどもうちの本工と同じような考え方でいかないとJといわれるように、

現在の零総事業所・組を育成し、 「ここが (I拓B企業が)社会保険関係についても加入できるような
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事業所Jになっている。(本州、!方聞で一人親方叉はアンコと呼ばれるものを類似している〕
このように導属下請に溶接作業などを請負させることによって労働力不足に対応する一方、既存の

熟練工の採用上の困難さあるいは管理上のマイナス面をさけることができるわけである。しかしこの

ような熟練工の専属下誇(あるいは下請)の導入は、ぶ8企業のみならず製缶・鉄骨の他の中規模事

業所にも見られ、もう一つの不熟練工を中心にした専属下議(社外工)の導入とならんで、中小企業

の新しい動きとして注目されよう。

ノ、 勝種の分解と不繋線部門の形成

一ー鋳物業における新基幹工層の養成と中高年令不熟練労働者の導入

鋳物工
工容管理係~ー ぐ新規学卒〉

， ~~高卒・(一部大学卒)
製造工品

、宇¥ 中卒・敬訪i卒
(砂処理品工) ¥¥、、¥¥ くや途採用>

務解工

中子工

分析検査工

溶解工
t不熟練化した)

熟練工(渡り職人)

未経験(不熟練)工

既婚女子労働者

木型工一一一→木製工
(外注) E外$) (太線は増加傾向日目線は減少傾向)

鋳物業種における工場組織は、 !Vr:4企業を事例とすると 3-2間のようになる。すでに第 2寧で

みたように鋳物業における職種分解の進行は、鋳物工をいくつかの験穆に細分化するとともに工移管

埋、検査分析などの新しい作業分野をも形成した。このような組織になったのは昭和 40年以降であ

るoMi 4企業の場合は現場部門は工場長が統糖するというようになっているが、 !vr:5， !vr: 6企業の場

合は、後処理、溶解作業は事務部門が直接管理し、造型など基幹部門では犠長がこれを統轄するよう

になっているが、一般的にはこのような形態が多いとされている。

ところが，fo4企業の人員配置をみると、造型i部門が 21人と他に比して多いが、これは !Vr:4工場

に綴らず、一般的にそうなっている。このことは、造型機などにより機械化されたとはいえ、多種少

食生産で三子工的労働が依然として主体になっていることが一つの理由であるが、いま一つには、 「い

わゆる仕上の分野(後処理)であるとか何とかいうものはどうにでもなるわけでして、造型というの

は(養成に〉時需がかかるわけで、す。そのために現在造型が非常に人数が多いということは、克習3ご

で新中卒で入ってくる者は全部造翠jにいれる。それを主体にしてその造型の中から不適格な、あるい

は老令な者を配置転換J(，fo 4企業社長)するというように、造型工は若年労働者を主体とした養成

工を育成するとともに、他方では老令者、不適格者を不熟練部門に移掛させることを伶の理由として

L 、る。

3-6表および3-7表は!Vr:4、!Vr:5工場の職種別年令構成をみたものである。この 2つの表に

ほぼ共通していえることは、造型工とそれ以外の斡績の年令構成の対比では、中子工、砂処理工、溶

解工、後処理(仕上)工がほとんど中高年令層に依存していることと、造型工に若年者が多いことで

ある。造型工に若年者と高年令者の比震が高く中間が少ないことは、団地入唐前は「ほとんど鋳物工

R
J
 

7
'
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3-2関 Jfii4企業の企業総織と人員(昭和45年)

社長「一工場長
中 子 5人

造 型 21人
営 業 1人

~廿h 解 2人
経理 1人

仕 ーと 5人

工程 1人 検査・分析 1人

管理 1人 砂処懲 1人

3-6表 tr:4 企業に紺十る職積7JIJ年令構成

ぷ日Jて造型工 中子工 溶解工 砂処理工 仕上工 雑 役

1 6-2 0才 5人

2 1-2 5 5 

2 6-3 0 

3 1-3 5 

3 6-4 0 2 

4 1-4 5 5 

4 6-5 0 5 5 

5 1才以上 3 (糸) 1 

i口b、 計 1 8 5 5 

のなり手がなかったJ( Jfii 5工場総務課長)ことによるもので、 40年以降、集団求人の中で再び充

当が可能になったことによるものであるo このような綴向について一層詳細にみるために、職種別経

験年数別人員構成をみたのが、 3 8表、 5ー?表であるO これによれば、中子工、溶解工について

は、Jfii4工場では経験年数は高いが/伝 5工場では少なくなっているO しかし共通していえることは、

中子工の場合、女子労働者が進出しており、また年令も高令化しており、溶解工の場合も高令化して

いる。この部分は機械化と分業化の進展により、これらの女子あるいは中高年労働者の担ろベき労働

になってきているのである。

この点がもっと明解になるのは後処理(仕上)工、雑役工である。これは中高年令者によって構

成されており、持時に経験年数も短し、。後処竣工、溶解工などの労働者は「あまり若い人ではケース

はありません。中高年令者になりますoJ (Jfii 4工場)、 「新開広告などで常時。本人自身が移動牲

が激しいですからJ(Jfii 5工場〉というように、その都度、補充される中高年不熟練労働者からなっ

ている。

これに対して、基幹部門である造型工は現在「集団求人だけJ(Jfii 4、ぶ 5工場)といっている

ように、中途採用者は新中卒、敬訪|卒に限られ、 「職人としては募集採用はしていないので、す。熟練

工は採用していませんJ(fti 5工場総務課長〉とされているO その理由とは、 「職人はなかなか自分

の思う通りにしかしませんO 使いづらいで、す。あ Lせいといってもなかなかしまぜん。経験にたよる

んですねJ(仮 5工場開〉というように、労務管理上のマイナス箇だけでなく、機械化の進展の著し

いこの分野では手主的熟練を身につけたかつての熟練工は次第に排除されてきているO 鋳物工の場合、

金繰機械工業の中では「渡り職人jと呼ばれるような「職人かたぎjが一番強い方とされていただけ

に、このような熟練工の排除、渡り職人慢の消滅のi母親が注目されるO
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5… 7表 /仮5企業における験種別j年令構成 ( 4 5年)

年~令~階~級験種 造型工 中子工 砂処理工 溶解工 後処理工

1 6 - 2 0才 5人 人 人 人 人

2 1 - 2 5 1 

2 6 - 3 0 

3 1 - 3 5 2 

3 6 - 4 0 2 2 (女1人)

4 1 - 4 5 2 

4 6 - 5 0 4 

5 0 -以上 2 (女1人〕 2 2 

計 1 7 4 5 4 

3-8表 ;Vo'4企業に余ける験種別l経験年数構成(4 4年)

¥経験~¥年数草~寺----種 造型工 中子工 溶解工 砂処理工 仕上主 雑 役

5年 5人 人 人 1人 2人 1人

~ 6 2 

7 ? 2 

1 0 - 2 0 2 2 

2 1 - 3 0 8 

3 1年以 上

1 8 5 2 5 

3-9表 ;Vo'5企業における験種別経験年数構成(4 5年)

孟清里空 造型工 中子工 砂処理工 溶解工 後処理工

5年 6人 4女子2人) 人 1人 4人

ヰ内W 6 3 

7 ....， ? 

1 0....， 2 0 4 

2 1 ....， 3日 2 

3 1年以上

計 1 7 4 5 4 

一一 一 薗幽幽--'-嗣薗

以上のようなことから、鋳物工場における職種と労働力の種類についての対応関係を図示したの

が本項腎頭の留であるO この図からもわかるように、基幹工部分の芳年学卒労働者の自家養成と!日熟

練工の排除、不熟練部門の中高年令関あるいは女子労働者の傾向は、今後も一層進展するであろう。

また、前の方ではふれなかったが、工程管濯などに最近では大学卒、高卒労働者が採用されるように

なっており、験設"卒(機械科)も上積加している。企業規模の鉱大と機械化の進展がその基童撃を形成し

ているといえる。

部地の鋳物事業主工場では、このような変化のなかで、三社で共同の「後処理工場lをつくって、

別会社化し、自社から切離すことによって、メザアトをあげようとする動きもあり、注目されるO
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エ 庄延部門の新設にともなう炭鉱離験者の大量麗用と社外工の導入

一一 ftil企業の事例一一

製鋼工・圧延工 製鋼工・圧延工「基幹工

」主幹能工(工程工)

分析・検査工

(工作・繋備工〕由 (工作・整備工う

結束・後処理工

クレーシ運転 エクレーン運転工

(太線は主要労働力)

く中途採潟〉

未経験工
(炭鉱坊拘夫 etc)
関連技能工
(炭鉱電気係・運転手)
く新規学卒〉
高卒

職議11 卒

社外工

必 1企業の製鏑・圧延工場では、炭鉱難事説者あるいは自衛隊除隊者を中心とした中高年労働者が

大震に需用され、他方では社外工が年々糊目している。

第 2章でみたような労働内容の変化は、この工場において三つのタイプの労働者を形成した。ま

ず圧延機の運転'ロール調整など多能的熟練を必要とする庄延工と、ケース修理・ロール旋蝶工、機

械工などのメインテナンス労働者、あるいはクレーン運転工が第 1のグループを、第 2のグループは

一定の科学的知識を必要とする分析、検査工あるいは整備工がみられ、第3のグループとして、製鋼

工場における炉前工、造塊工、取鍋工、圧延における加然炉操炉、精整、切断、検数、結束などの単

能工的職務を担う労働者群が形成されているO そしてこれに対応する労働力も、第 1のグループは高

卒叉は一定の経験者、第 2のグループが工業高絞卒叉は大学卒、第 3のグループでは一般不熟練労働

者(中途採用者〉の区分が生じた。しかも設的にみれば第 3のグループが全体の労働者数の 6割以上

を占めることになる。このことはまた、向社の労働力編成と労務管理に規定的な意味が与えられ、こ

の層の労働者の管理支甑が労務政策の中心になるといし、うるのである。

ところで、上述の変化は基幹部門を明確にするとともに、他方では第 3のグループへの社外工の

導入の基盤を形成し、運搬・結束などから次第にライン部分まで、その数と範関は矯大していること

である。

炭鉱離験者についてみると、昭和 44年を例にとれば、彼らは 150人採用されており、全労働

者(4 0 9人)の約 36%を占め、製鋼、圧延部門では 85人で約 6鋭を占めている。自衛隊徐隊者

は圧延職場に 5人おり約 1答ijになっているo 3 -1 0表にみるように学卒・中途採用共に定着性は惑

いが、なかでも中途採用者の定着率は低く、 3-1 1表のように 43年 4月-8月の期間でみると 4

2人採用者がいたのに対し、自衛隊除隊者のように 4ヶ月以内に 3人選織するのを含めて 25人退職

するという状況である。間社の場合、炭鉱離職者を積極的に採用する理由として i3交替制勤務に対

して比較的慣れている jとしているが、いずれにせよピ、ルトアンドスクラップ政策の中で流鞍化させ

られた労働者を積極的に吸引することにより、若年労働力不足に対応し、地主主下層労働市場に依存し

つつ低質金設嘩の労働力安確保するそデ、ルケースといえよう。叉、自衛隊出身者についても、労務管

理上の効巣を考えたものといえる。

このような中途採用者を基盤とした現揚労働力編成は 3-4図、 3-5留のようになる。若年労

働者は、製鋼部門ではクレーγ翠転などがいるが、全体としてはEE延部門の方が多く、なかでも整備ー
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3 - 1 0表 4'01企業における学卒・中途採用者別採用・離職者数

3 -1 1表 JYo:1企業における採用・離験者の内訳

学校新卒 自衛隊 一般募集 計 民

4 3年 4月-8月採用者 1 2人 6人 3 6人 5 4人

退 4 2年までの採用者 。 1 8 1 9 

職 1月-3月 見γ D D 1 

者 4月-8月 fI 5 5 
¥ 

7 

数 計 2 5 2 2 2 7 

旋盤部門に多L、。次に製鋼部門で、勤続 10年前信の 40才台の組長と勤続5年以上の伍長というよ

うに、年功・勤続年数によって編成されており、年功的な験場序列が形成されているのに対して、 fr

延部門では前の鋳鋼時代の労働者を配置し、短期養成のうえ、伍長に格付けし、他方では若年者を機

械・整備部門に担当させる一方、将来の職制j腐として各部署で養成しており、圧延設置後5年たった

現在、高校卒労働者が新しい伍長!習に進出してきている。しかし全体として圧延部門を中心に験制層

の確立を含め験場秩序を形作る必要があり、それが課題とされているといえる。

次に指摘しなければならないことは、社外工の導入とその矯加である。当初は 15人前後の社外

工数だったのが、 5年後の現夜では 50人以上場加しており、その作業範囲も次第に鉱大し、庄延で

は切断、検数、結束と、ライ γ部分にまで一部入り、製鋼では鋼塊整獲の他、成品の工場積み、構内

運搬を担当しているO 筑在の社外工はH鋼材、 I組からなっているが、日銀材が現揚労働者数 47人

(うち女子 5人〕、 I組が 6人程度で、日鋼材が専属の組として育成され、筑在では資本金も 200

万円の企業になっているo 3 -1 2表は日鋼材の配麗筒所及び人員を示したものである。圧延はライ

ン部門のため、本工と並んで 2交替備がとられている。当初は職制組織もはっきりしなかったが、現

在は本工の組織と問様tこ職場長(庄延・製鋼各 1人〉制度をとりいれ、波長、話IJ班長という職制でや

っている。班長、副班長は「役付工に対する不満が多いjということで 47年から 6ヶ月交替の投票

制がなされている(技能面で格差のないことが投票制の一回となっている)。

3 -1 3表はH鋼材労働者の年令構成をみたものである。ほと必どが鞍業経験のある中途入験者

だが、現在は 35. 6才の妻帯者にウェイトをおき、 「独身者はいれないjということであるO これは

仕事自身が単純で、不熟練労働者向きであり、若年者の定着率の低いことにもよるようだ。 3-1 3表

のように 45年をピークに学卒者が増大する反面、一般採用者(中途採用者7の減少という数字にみ
られるように、ライン部門にも肱大された社外工の役離は、必1企業η新しい経営管理の方向を示してい

るものとして控目されよう。

以上、JYo:1企業の製鋼、圧延工場の労働力編成形態について述べてきたが、企業内教育との関連

で次のようなことが指摘できょう。

第 1Vこ、圧倒的に中途採用者が多く、しかもその多くが 30才台の労働者で占められていること

である。このことは間工場における技能養成との関連でいくつかの問題を提起している。これらの中
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教場長

44-2 
44 
14 

3-4図

甲総長

1 3-1 0 
-u一
一一τ十

乙組長

丙総長

12-10 
44 
一寸τ一

組長

14-2 -τγ 
30 
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製鋼課労働者の勤続年数 e年齢

務 解

5-2 
一一 9--9 1--1 d町長A・τ"2'B ・寸

'-一一 A'
自角--3 (.... ~尚-2
マ百ーしす吉一

造 塊

5-4 
係ー伍長 34 A. 

4 

8・2二五 c・主こ.iユヱ1.E・旦ヱ土。
40 39 33 33 、ダ

12-11 
一一一一 3-3

係一一伍長 39 A・一一 B・
一一百一一 46 

鍋耳立

5-5 3-8 
係一一一A司戸市目 白・司"町

37 43 
料材

8-5 一一 11--10 _ 4__8 ~ 1-1 
クレー γ 係一蹴・ A・寸r B'τγc '2'"4 

機 餓

溶 解

1 3-、-1
係一一一 A'一一-

48 

5_4 ムー

ベ伍長 34 A 二 B-τ:.... 34 

係長
1-3 1_0 

A'一一一- B ・A ーωー
26 29 

C. '';-，6 ._-
23 

5-8 4-0 _ 12_11 3-3 1-3 _ 1_1 0-9 
係ー伍長一子 A・39"-B・寸4 C'~D'τEτF ・τ塊造

耳主 鍋

材 料

係一ー一一一A B' 

5-8 _ 1-4 
係一一一-A也一一一 B'一一一一ー

39 34 

O 

クレー γ 係
B S内-4
・ーす， C

機 械

溶 解

4-8 
係自白山一A一一一一

34 

5-5 2内-10 角...1 0 ..... ・4a込
r伍長 29 A'一一一 B'-;-::- C ・一一0:"0j 寸ー 39 32 甲

係吋
しA 5~54~11  
」 ・寸， B・寸涜'-'- C 

8-6 
8-3 3-3 角-1 _角、~1 0 _角-3d、

係ー伍長-一千 A・τγ B'""3γC'35'"D'マγE・ττ0塊造

取 鍋

材 料

5-8 _ 4-11 
係一一一-A・ 。ォγ 8・一ττ-rg 

8-8 _ 6-4 
係y一一一一A・司r官::.. B'ーすτ一

11- 5-6 _ 1-4 _ 1-10 
クレー γ 係叩ー伍長・ 35 A・一一一 B'一一一 C・司T宅一

一一τ一時 31 22 25 

機 機
1-1 

係一一一A'一一一一
43 

1 4-2 _ 1 3-1 0 _ 1 - 5 
樺瓦はり係一一一一A'一τγB・一寸す C・ーすτ一

14-2 
3-3 

ケース修理係一一一伍長・ 46 A.7守-
12 

3-3 
クローラクト端、一一-A'ττ一

4-11 
錫塊整理係一一時A・ーすす一

註1竺世主
年齢

但し、畿場長総長伍長の場合

勤続年月

年動

向一穂積経験年数

資料} 陪社提供資料および従業員名簿穂取調査より作成 2， 0ま究員を表わす
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fE延課労働者の勤続年数および年齢3-5~書

1-10 
係一-A・マγ管一一一一一一一一一機

0-8 ~ 1......4 
8・一一一"・一一一30 32 クレーン係-A・

O c. 0::-.7 ._-
26 B' A' 係叩伍長・整椅

甲組長

1-8 
32 
8 

B G~70~41~7O  ~9  
・τT c.τγD'τγE'ττ 

D' '::-_4 ・-28 
。-11 1-4 
A'一一 B・ ド・
21 32 

係一一一A'延圧
挺荷5--10-
27 

係員

圧延3-8

29 加熱炉係-A長・

係ー伍長・守十A-1-8
2( 2) 

い・151O O 

~A'τγ 

備聾

J.-

職場長

2-0 
60 
一吉吉一

~32

亡守
気電

ヲ-10
係ー伍長・寸す一.-A'よろム
万台了| リ

し A.1::4 -"~--
20 

費量旋

J
L
 

小

B'--C.~ D.O~5 '一一一-c・-..- u ・…吉γ一

5-11 
7-10 _角...10 ~ 1-10 

係司伍長_:~3. A'寸 γ B ・寸y:- C・マr D'一一一
2( 4) 

13-1 
一一一 8-3 _ 1-4 係叩ffi長・ 40 A'一ττ-'-B・…一一一司でーヂきで 29 31 
2 (4) 

経圧乙組長

2-0 
ーすす一

一ττ一 O 整椅

D -a ~?  一ττ一
1-7 _ 0-ヲ

クレー γ 係ーーA・ーす百一 B'ττ'-C

注1唱互
億し験鵠の場合は

年

経

伍長( )内は鋳物戦場勤続年数

2. 0は究員を表わす
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3 -1 2表 日鐸材のYc1企業における配霞箔所および人員

配置部門 人員 作 業 範 閤

圧 延 行方'154g人人7 切断→検数→結束

運 輸 4人 -成構品の工場積
内運搬

製 鋼 1 3人 鋼塊務理

3 -1 3表 日鱗材労働者年令構成

計

4 3人

途採用者が不紫練労働者であることからくる問題である。炭鉱離級者をや心とするこれらの一般労働

者t士、採用と同時に配属され要員fとされている。中高年令層を含むこれらの労働者が如何なる呂的を

もった技能養成がなされているのか、そしてそれは新規学卒者とはどのような違いがあるのかという

問題で怠る。

第 2に、系列化の進行により、続企業の意図する機産主体制を篠立するために、管理泊では験制の

管埋能力の矯強と一般労働者のそラール向上が急がれたのに対し、いわゆる一般労働者(炭鉱離験者

を中心とした中途採用者〕の企業意識の薄さと定着率の惑いことがネックになっている現状から、定

着率の向上と企業意、識の育成→生産意欲の向上宏犯いとした労務管殻 t 精神教育の実施を必然的にし、

同時に笠金弱でも、能率給などの導入をみることになる。

第 5に、ライン・アンド・スタップの導入により作業体制jの整備をはかるために、特に験号訴j教育

の比重が高まっている事である。糸経験なこれらの一般労働者を駆使して 2交替、 5交努体制を遂行

し、生産を円滑ならしめるためにも、あるいは労働条件に対する不満を抑制し、 「人間関係、jの円滑

化をはかるためにも、職昔話j権限の明確化と能力の犠強にむけた第一線監督者あるいは管理者教育の要

求が資本の儲から出されることを必然とする基燥が、労働力構成の特質と結びついているといえるO

第 4t;こ、加日数の増大は、これらの社外工の昔話率の向上が次第に強く要請されるようになり、

社外企業の中での管理体制を強化させるとともに、/お1企業でおこなう教育訓練あるL、はQCサーク

ルのような自主管理活動にも総み込まざるをえなくなる。かくして/伍 1企業の社外工は、本工と同様

な生産競争に、本工よりより劣悪な労働条件の下でかりたてられるというように、本工における中途

入験者と問様にあるいはそれ以下の条件で働く義彦IJされた労働者としての一群を工場内で形成してい

ることにあるo

ホ 男子労働者から既婚婦人労働者への転換 ー/仮5企業の事例ー

/伍5企業の溶接稼工場の労働内制主、昭和 35年の第 2次合理主化により、主要工程がほとんど機

械化されるとともに労働の単純化がすすんだ。他方でな 37年に検査・-分析を担当する研究室が設置

され、それまで工業試験場に委託していたのを自分のところで行なうようになった。

j拓3企業溶接棒工場の労働者配置を図示したのが 3-6菌である。この工場の特色は 42，3年以

後、フラックス配合、芯線材の切断機、成型機、自動塗装機の運転を除いて、ほとんど婦人労働者に

よって遂行されているoそれ以前は「包装関係そのものは女性jといわれるように、包装を除いては

中卒男子労働者によって担われていたが、 40年代にはいり、中卒男子労働者の採用がむずかしくな
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ったこと、とくに「この作業自体が機械化され単純化しましたから、長くいても技術が身につくわけ

でなし、ということで中卒は製缶部門にまわすことにしましたjというようなことから、 「高年勝、

女子の採用ということJを実施し始めた。 rまあ、 5、 6年前からですか、機械にも少しずつ女性を
配置するようになったJとされ、現在は 20名の労働者中 10数人が女子労働者によってなされ、例

えば塗装機であれば、運転調整を行なう男子労働者1人に対し、女子労働者5人というようになり、

班長層にもこれらの既婚婦人がなっている。いずれは「女で間に合うところは全部女性にするJ(専

務)というように徹底的に労働力の転換をはかっている。

1人

1人十 1人

1人十 2人

1人十 6人

1人

1人十 6人

1人

涯

護

班

班

班

班

rVo3企業溶接棒工場の現場作業組織

合

型

線

装

燥

操

配

成

志

塗

幹

包

謀産生

3-6図

溶接棒工場

工場長

1人

1人十 1人

係

係

送

売資材倉轍 1人-c:
課 1人究研

また、芯線機の運転なども、若年労働者から高年令層男子労働者にかわっており、全体的にみれ

ば、若年男子労働者はほとんどいなくなり、既婚婦人労働者と高年令慶男子労働者から験場が織成さ

れ、他方、研究、分析分野は大卒技術者が配置(2名)されるようになっている。

1 9 6 0年代を境にして本道においても中小工業をめぐる労働市場の機造t吠きく変動してき

た。この変動についてはすでに数多くの報告がなされているので、くりかえしてはふれないことにす

る。ここでは先に述べてきた労働力編成と関係して、主に労働力の供給部について最近の供給市場を

特徴づけるいくつかの事態について報告することにした。

集団求人の役割と提起している問題

「集団求人jこれは企業側あるいは職安サイドからの用語であり、むしろ「集盟就験jと云われ

る言葉の方が一般には知られている。この集団求人は中卒・高卒あるいは験談卒など新規学卒労働者

を対象として、全閣的には昭和 32年煩から実施されるようになり、特に就草寺先として大E去に集中し

た東京対方では昭和 33年から 35王手が原点となって拡った。町工場や商!古など業種別あるいは地域

別の団体が勝安とタイアップした求人方法であるO

集団求人は、特に若年層の労働力不足に悩む中小企業が集団的に募集を行うことにより、学校・

家庭への募集活動をより拡大するとともに、労働条件、その他念協定し明示することにより学校側や

求験生徒の中小企業に対する不安を解消する事を狙いとしていると云われる。しかし集団求人が実施

された事による霞接的な効果は、なによりもまず f縁故採用 jが主だった中小企業の募集、採用方法

供給構造にみる新しい特徴第 2節

実
J
V

Q
υ
 

n〆』



教育学部紀要第23号

だったことから、職安ノレートを経由する非縁故的な募集・採用に変化した率、それとともに比較的問

一地域内か地滅的に特定的に片寄っていた市場範囲が拡大され広主主化した事である。集盟求人の本質

的特徴は、大企業によって大量の若年労働力の吸ヲiに対する中小金業の不足を、政府が労働力政策の

一翼として行政的に補完しながら、云わば「落ちこぼれたj若年労働カを農漁山村からしらみつぶし

にさがし集め、都市に集中される境関皆における労働力流動化政策のー形態という点にあると云える。

とは云ぇ、このような集団求人も、労働条件をとくに賃金面で初任給協定が集団求人団体内で決定さ

れ、形式的ではあれ行政当局からの教育訓練・休暇・定着指導などが該当中小企業団体になされるこ

とにより、中小企業の労務管理のあり方を変化させた要因のーっとして注目すべきであろう。

このような集団求人活動も、 「高度経済成長過程jの大企業の急激な労働力吸引の過程で、求人

に対する充足率の低下がすでに 19 6 0年代のはじまり、昭和 35年には急速に進行し、例えば東京

都でt土昭和 34・5王手ピ…グにして充足率は次第に低下し、集毘求人団体も減少傾向をたどるように

なれ 「集団求人活動が一つの曲り角にきたJ( r賃金と雇則昭和 43年 5月第 17 4号より抜粋〕
とLヴ声が業者団体や行政当局から出るにいたった。

3 1 4表 東京都における集団求人取扱いの推移

λぐ 間 体 数
求人数 充足数

充足率

計 業種別 地域別 その他 C%  

昭和32年度 59 33 26 。 4.380 1.502 34.2 

1/ 33"  1 0 1 64 3 6 8.393 3.294 39.2 

1/ 3 4 1/ 1 26 87 38 1 3.661 3.032 22.1 

1/ 3 5 1/ 1 1 2 77 35 D 1 4.302 2.088 1 4.6 

1/ 3 6 " 96 68 28 B 1 6，7 2 5 2.836 1 6.9 

1/ 3 7 1/ 99 65 34 D 1 5.625 4.403 28.1 

1/ 3 8 1/ 94 67 27 。 1 8.406 3.444 1 8.7 

1/ 3 9 1/ 84 61 23 日 1 4.781 2.992 2 0.3 

1/ 4 0 1/ 72 54 1 8 。 1 0.51 1 3.387 32.2 

" 4 1 1/ 64 52 1 2 。 1 0.229 3.252 31.8 

東京都関働局職業安定局調べ

3 -1 5表 北海道における集団求人実路伏況

みて If*~ 
中 卒 高 卒

求人数 就験者数 充足率靭 求人数 就職者数 充足率靭

40年 5月卒 67 3.575人 1.805人 50.4% 207人 1 1 9人 57.4% 

4 1年 w 80 4.240 2.351 55.0 257 1 04 4 0.2 

42年 u 92 4.673 2.501 53.5 94 43 45.7 

43年 ν 97 4.961 2.093 42.2 226 36 1 5.9 

対前洋精減率 5.4% 6.2% l:¥ 1 6.3% ふ 11.3% 240% と¥ 1 6.3 l:¥ 2虫B

ヰ臨描労働部戦業安定課調ままより作成

北海道の場合、東京など大都市地域とは少し傾向を異にしているo 3 -1 5表のように業者部体

数は矯加し、求人数、就職者数においても、犠加傾向を示しているということができる。ただ高卒者
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に対する築関求人はこれとは異なり、求人数も就職者数も少く、叉充足率も低ャi'.傾向を示している。

このことは集団求人の対象が、好むと好まざるとにかかわらず大金業の「落ちこぼれjをさがし集め

るとし、う性格を強くあらわしている事、特に大企業においても高卒採用が一般化するに従って、中小

企業側にも fあきらめJのような認識が強まり、むしろ高卒者に対しては縁故的採用を強化する方策

が各企業によって採られたということができる。

しかし中卒者についても、この表の年度以後、充足率は全体的には減少傾向を示すようになり、

これにしたがって集団求人の実施方法もその後変化してきている。

さて、鉄工団地における集団求人活動は、昭和 39年度の新卒者の採用からスタートした。団地

協同組合の共同労務管理事業の一環として始まったこの集団求人活動は、組合内に専任者を設けると

ともに参加事業所(4 5年度で約 4 0企業)の労務担当者による集部求人打合わせ会が毎年行われ、

学校訪問、 PR活動などがなされてきた。これとともに新卒者についての初任給協定、団地企業内の

f引抜き防止のための紳士協定jなどとともに労働時間、休日、保険、共同独身寮などの諸別原生

顕を含む労働条件について一応統一された。次章でふれる事業内共関職業訓練所もこの求人活動の条

件整備、つまり集団求人活動を有効ならしめる条件として昭和 4 0年度から発足した。(この問題に

ついては次章で述べる〉

集盟求人の実績についてみると、開始された 39年には求人数 22 8人に対して採用数 37人、

充足率16 %と低かったが、次年度には採用数が求人を上廻り充足率 107%、 41年についても

1 0 0克と好調な実績を上げたが 43年には一挙に 43年度には 49克まで低下し全体数としては

4 7年まで一貫した低下傾向をたどった。 43年以後の集団求人の内訳にq 、てまとめたのが 3- 1 

d表である。これによれば集団求人の充足率低下をもたらしたものとして中卒、高卒の低下傾向をあ

げることができるが、公共職謬11卒業者についてはむしろ矯加傾向を示している。そして叉求人数にお

いても、 46年度を壌にして中卒と職議11生の数が逆転していることが注目される。それとともに高卒

者の充足率が極端に低いことも目立っている。中学卒から署長謬11卒への転換の理由として団地組合の専

任者は「中卒者の絶対数が減少した事Jとし金業主側は「中卒者の程度が余りにも{尽くなったlと

云っているが、 1節でのベた如く、 「平期戦力化jに対Jtした験謬11主主への転換が主因であることは疑

いなL、。

この集団求人活動が果してきた役割についてみると、鋳物、鍍金、板金など若年者がほとんど採

用出来なかった業種を含め、従来の新聞広告、縁故採用という従来募集方法の占めるウエイトが集団

求人に移ったことを特徴のーっとしてあげることができるO

3 -1 7表は昭和 42年末に団地組合が調査した結果であるがこの表をみても集部求人という募

集形態が労働者の募集方法の主力をしめることになったことが理解されるであろう。

3 -1 6表 鉄工団地における築田求人の推移

内三: 中 A寸hザら 卒 験謬11 卒 (男子)

4 3年 4 4 4 5 4 6 4 7 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7 

求人数 1 78人 1 45 1 03 50 39 67 84 40 39 

採用数 1 1 4人 75 39 23 1 0 29 32 23 40 41 

充足率
64% 52 37.9 46.0 25.6 43 38 57.5 1 02.6 53.2 I 

奪新自 36所 31 34 11 1 5 1 3 1 8 1 7 1 6 1 5 
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、学校
高 校 E手 〈男子〕 高校卒〔女子)

年度 4 3年 4 4 4 5 4 6 4 7 4 3 4 4 4 5 4 6 4 7 

求 人 数 6 5人 61 48 35 56 4 / 8 / 8 
採 用 数 1 2人 2 7 ? 1 1 7 5 7 
充 足数(%) 1f% 1 3 1 4町5 25.7 1 7. 1 25 / 37.5 / 
参加事業所数 1 9所 18 1 8 1 6 1 5 4 / 1/ 5 

i口L 計

4 3 4 4 4 5 4 6 4 7 

31 5 290 1 99 1 24 1 80 

1 56 1 1 5 72 73 62 

49 39 36.2 58.9 34.4 

37 34 26 1 7 (団地組合事業報告各年次より作成)

3 -1 7表 労働者の募集方法

コ訴と 験 安 品ナゐ 絞 掲示方法 集団求人 縁 故

? 事業所 事業所 事業所 事業所 事業所

1 0 - 2 9 B 。 1 8 

3 0 - 9 9 。 D 1 7 

1 0 0人以上 1 

計 。 2 6 2 

団地組合 42年君主計五日事業所につL、て

集団求人活動の果した役割のもう一つの特徴主、雇用条件に関する団地企業関の協定である。労

働時間、福祉厚生、教青訓練などについて話し合われたこれらの協定は、これまでばらばらであった

団地内企業の労働諸条件の均一化の方向を促す役割を果すと同時に、それにしたがって就業規則・賃

金規則などの整備をも促し労務管理の面での近代化を促したともいえる。さらに新規学卒者がほx毎

年継続して採用されることにより、企業の労働力構成変容の主要国となり、労資関係の酪でも新たな

事態を生みだす役割jを果したと云うことである。

この他、労働市場圏が肱大し、留務・岩内・稚内・網走などほX全道に亘って広域化するととも

に、その出身階層においても農・漁民がほ父半数を占め、従来比較的札幌近郊であったものがこれら

郡部の農漁家子弟を主要な給源とすることになったこともあげられよう。

しかし集団求人は、その実施過程においても、多くの問題を有している。

まず実施方法については、充足率の低下をめぐっては、企業主のなかの一部から「組合の PR方

法が悪いj、そして逆に「企業がもっと理解してくれなければ察盟求人ということだけで人が集まる

と患っている jと組合担当者が強調するという内部の不一致が続いたのち、最近では組合はPRパン

フレアトを作って学校におくりつけるのを主として、各企業が独自に職謬11あるいは学校、家庭訪問を

して人数を確保するというように変ってきており、集団求人とは云え実質的は、企業個別i求人に変質

してきていることである。

叉、集団求人の果してきた役割についても、労働諸条件の整備などについて述べてきたが、現実

にはそれらは「看板jであって工場内部の生活を正しく反映したものではない。中卒・高卒別就敬ガ
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イドは年々美麗なものになったが、共同験設11の生徒達への Yンケートのなかで f会社に入る前の条件

と、入った後でくい遠いがあるかjという質問項目に 43%の生徒が「あるjと答え、その理由とし

て「休日が不安定Jr残業jなど年少労働者に対する労基法上の保護規定からみても問類があるよう
な内容をもっているのである。

とりわけ共同職識が集団就職した年少労働者達の教育訓練機関としての役割を全くといっていし、

ほど果しておらず、企業主の大部分が調査のなかで共同職謬11の設立動機として「集団求人に必要だか

らjと脅す半面、内容・運営には無関心であることである。この点については共同敬訪11が集団求人の

「道兵jにすぎないのが現状であることは強調されなければならないだろう。

集間求人は、先にのベた通り政府の労働政策の一環として行政当局の肝入りです Lめられてきた。

そして求人企業に対しては「年少者に対する敬場適応が努力されているかJr労働条件がきち該地媛、
開業種に比べ水準より低くないかJr健康管理・福利厚生の配慮は充分なのかJr定持制j・通信教育
等への学習の機会が与えられているかJr金品贈与などの求人秩序を乱す求人活動を行っていないかj
などこと高齢、に(註1)条件付汁をおこないランクづけを行うなど行政指導を強化しているというO そし

て学校側に対しては「正しい職業観の育成jと f適格就職指導jを要請し、世論には「技能尊重lの

ための各種の広報活動を積極化すると云い続けてきた。本滋においても知事自らが若い技能労働者と

の対談など行い一般新聞などにのせ「技能尊重Jr定着jなどを強調している。これが如何に皮相な
ものでしかなL、かは今ここで言語じないにしろ、前述のアγヶートにあらわれたような筑実の問題に対

して若い労働者逮が「企業を辞めることなリこ」、企業のなかで労働条件に対する司噛を自分違で解決

していく事については、ほとんど無視されているということを指檎しておこう。学卒就験者の早期転

職者を、 f勤労青少年の職業意識の欠如J(臼本機械工業連合会実態調査報告昭和 45年)などとら

え非行などの問怒とからめ社会問題として把握される限り、企業を退職することによって自らの要求

を糠そうとする行動を止め得ないと云える。

集団求人出築関就職の対極に位置する学校教育における職業教育・験業指導の開欝はこの調査研

究の範簡を越えているので、íJlJの機会に問題点の解明を行いたいと考えているが、た~ r高校全入運
動jなどをすLめる前提として一足先に生産過程に組織される特に中学卒、験謬11卒労働者の問題を教

育運動の解明すべき問題として位寵付けない限り、 f全入選動jの棄の目的を見失うと考えられる。(註2)

2 中途入職労働者の性格について

イ 熟練工(経験工〕の職業経歴とその特徴

これまでの考察のうちからもわかるように「中小工業における労働市場の構造は熟練形成を移動

過程における階梯としながら熟練工相互が自由に移動しうる横断的・開放的労働市場であるlという

通説が少くとも 60年代以後変化してきたのではないかという問題を残してきた。そこでここでは、

職業遍擦を重さねながら熟練労働者のうち特に職人的労働の色彩の強かった鋳物工を主としてとりあ

げそれに他の事例!として庄延工の例も加えて移動の態様と今日における問題を明らかにしてみよう O

3 -1 8表は調査労働者のうちでも比較的移験軌跡のはっきりしている労働者について表にした

ものである。

この事例中、鋳物工D、製鋼工F.Hを除いて、企業開移動によって熟練を形成したことがわか

る。

ところで、この表で注目されるのは、いずれも現在の会社に対しての勤続年数がかなり長い年限

であるということである。郎ち各工場な渡り歩くことによって一人前とされる熟練工になった後は、
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3 -1 8表熟練工の音寺犠および移動

年令
現在の会社

移
での毅続年数

鋳 物 工 A 4 9才 1 5年 A鋳物工場一( 3 ヶ年)→M~春物 -5年→

鋳 物 工 B 4 9才 2 5年 A鋳物工場一(1年〉→T機械一(4ヶ月)

鋳 物 工 C 4 3才 2 3年 兵隊一(昭和 20年〕→H産業機械

鋳 物 工 D 4 0才 1 8年 C鉄工一(7年〕→SKi鋳物(現在〕

EE延工(組長) E 3 4才 4年
営林署一(1. 5ヶ年)→運搬請負自営
→Tラッシユー(8年)→T製鱗(現在)

製鍛工(総長) F 4 5才 2 5年 兵隊→T製鋼(現在)

造型工〈鋳掛) G 4 2才 1 5年 S炭鉱一(1 1年)→T製鋼(現在)・・・・

製鋼工(組長)日 6 0才 3 5年 T製鋼(当時はN鉄工〉・・一現在にき5る
一

3 -1 9表 Mi1企業における中途採用者の職業

氏名番号 年令 最終 Z震 職 業

3 0才 中 卒 国策パノレフ。貨薬害著作業→木材原木加工→木工場工場→

2 3 5才 水産高検定時制l 建設会社事務→家事手伝→中小炭鉱坑内保安係→北炭ボ

5 3 3才 中 E手 農業

4 3 9才 国民学校高等科 木材調場→(前の会社の下誘〉木材議場→開拓入農→

5 3 4才 中 卒 水産加工場発送係→運送業運転手→建設会社→タクシー

d 3 2才 中 卒 家事手伝→木材運搬→運転手

7 3 4才 農業高校定時制j 製薬会社連転手→タクシー運転手→自動車弱電機技手

8 3 1才 中 五存 洋服屋外交→自動車修理工→自衛隊

? 2 8才 中 Z手 左官 → 配管工

1 0 4 0才 E議 炭鉱坑内夫
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の事例

動

兵隊→M鋳物-1 1 年(工場閉鎖)→ S~寺物(現在)

→様太T炭鉱鉄工-6}j→S鋳物(現;(E)

年〉→T機械(1年)…SK鋳物(現在)

1年〕→W圧延工場一(7ヶ月)→S金属一(1. 5年)→工製鋼一(O. 5年〕→ 1D製鋼…1.5年〕

鋳鋼部門廃止により圧延工

経歴

経 歴 現職および毅続年数

左官手元 製鋼・溶解係 1年 1ヶ月

ーザング作業 か fI 

民V 1年 2ヶ月

北海製紙仕上工 fI 5王手 4ヶ月

運転手 圧延・圧延係 6ヶ月

fI 1年 9ヶ月

fI 1年 8ヶ月

圧延・加熱炉 1年 4ヶ月

fI 年

圧 延 . 精 整 3年 1ヶ月
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f工場調鎖J(事例A• C )あるいは「兵役j、敗戦による「引揚げJなどを徐けば、熟練工になっ

た後はほとんど詞じ工場で働いていると云うことである。これらの熟練工が現在の工場に就職した理

由については、 「工場長が友人だったのでJr会社に知人がいたのでJr兄にこないかと云われてJ
など大半が縁故の関係で入験していることである。このように熟練工か「定着Jする理由として、本

道における特殊事情、専門工場ヵ:少いということによるところが大きいが、同時に「移っても条件はよ

くならないし、今だったらむしろ悪くなるじゃないですかj というように移動によるメリットが労働

者にとって全くなくなっているとL寸状態があることがあげられる。だからといって同一工場にとど

まることが必ずしも条件がよくなるわけではなL、。これまでの事例からみて例外ともいえる圧延工E

の場合、京浜工業地帯にあるEE延工場としては中堅的な規模のTラッシュに 8年間も勤務しながら本

道企業に移動した理由として r(Tラッシュでは)年功序列のため上に古い人が沢山つまっているん
です。それで工場を新設するから来ないかと云われて総長で来たんです」というように、必 1企業に

おける圧延工場の新設にともなう経験者の優遇という事態が、 E圧延工を移動に踏みきらしたのであ

るo しかし先にも述べたように熱練工として閉じ工場にとどまることか彼らに何か見通しを与えてい

るわけではないっ賃金は「頭打ちJ(A労働者〉である。以前のように職人としての自分の技量だけ

では仕事の最は決めるわけにはいかない。 f仕事はきっくなりました.労働農がふえたから……能率的

になったからね、機械化のせいではないですかJ(B労働者)、 「体がつらいんです。(将来の見通

しについて)。停年60は重労働だからつらい。 60才まで続くかどうかの(停年後の生活設計につ

いて)停年退職後もここで働くつもりです。できればね、はたして体がもつかどうか、楽な仕事につ

きたいがはたしてどういう具合になるかどうかJ( B労働者)r働けるうちはあそこ(現在の工場)で
中子でも何でもやれる仕事舎やってみたいの不安はありますねJ(D労働者)r心ぼそい、先が賂い、
政府が援助してほしいJ( A労働者)、 4 0 才~5 0才台の熟練工にとって自らのおかれている状況

は職人としてではなく賃労働者として自らの状態に大きな不安を感じているのである。

ロ 中途採F有者(未経験工)の性格と状態

中高年令労働者を主体とした云わば主主業予備軍の中核をなす不熟練あるいは同一職種に対する未

経験労働者は、本選においては農漁山村から臨職者の他に炭鉱離職者かその中核となしているが、こ

れらの労働者群のうちの高年令腐を除く 30代前半までの労働者の大半は、独占資本およびこれと直

接結びついた社外工、臨時工として吸引され景気変動のバッファーとしての役割を担わされているか、

これに対して高年令者層は停滞的な過剰人口としてa麗あるいは土木現業労働者として最下層の労働
市場に滞留する傾向が強L、。従って「中高年令労働者の有効活用jと中小金業の「労働力不足対策J

として積極的に宣伝されている程にはこれら、町工場クラスの金属機械中小工業には緩用されていない

と考えられる。

今回の鉄工団地内の企業においても最も規模の大きな必 1企業(製鋼・圧延)か大量にこれらの

労働者腐を雇用しているがその年令上限は p5才までですねJとされている。その他の企業では同

じ業績に属するJ伝 2企業、鋳物業 (j鉱4--j磁 6企業)における後処理、雑作業などに麗用されている

のか目立った例としてあげられる程度である。叉、女子では必 5企業(熔接棒)か主婦労働者を主力

としているのが注目される。これに対して、中途係用者(未経験)労働者をほとんど採用していない

と答えた製缶・鉄骨組立て・機械主業などの業績ではその理由として次のようなことをあげている。

「余り麗う気はたいし、震った毒事はないしたとえば炭鉱離職者の場合とかは。結局余されてしまうん

で、す。うちでは大体 3年Tょっと大体間部も読めるし、 も8分で采配ふってやれるようになります
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しね。 20才前の若いニ子かLっかりやっているのに、年取った人か来て片付けをやるというのは抵抗

かありますし、おぼえるのは遅いレ…..J (必 20企業社長〉、この他に共通しているのは「余り者

い人(3 0才台〉は来ないですね、炭鉱離験者の方なんか特に本州、!の企業かいい部分をとってしまっ

ていっているからJ(必 8、 11企業〉というに年令層の希望か合わないということがもう一つの理

由と想、われる。しかしこうした企業においても f今のところそのつもりはありませんが、もっと入手

、不足になればJ(必 13企業)という意見もある。

ところで、これらの中途採用者の単能工的作業あるいは鋳物における f後処理工程lなどの単純

肉体磨耗的労働に配置されていることはすでにのベた返りである。ここでは/仮1企業の 10人の労働

者を事例として(3 - 1 9表)云わゆる未経験工のタイプとそこに在る問題についてみよう。

3 - 1 9表をみてもわかるように事例10人中 8人までが，f[1企業に就職する以前に 2間以上の

転職を経験している。しかしこの中にも大きくわけて二つのタイプがあることがわかる。つまり C1 
2 • 3・4・9・10 )の事例労働者と C5 - 8 )の労働者である。前者は農業・坑内夫・手元など

ほとんど現験務に関する技能をもたない労働者であり、後者は転織の過程で自動車運転などの技能を

身につけた労働者である。後者は圧延運転などの基幹作業にも配置されるが、技能習得をもたない前

者の労働者は「肉体頑健Ji交替勤務になれているJ(，f[ 1企業の話)という理由で肉体磨耗的作業

に配寵される傾向が強く、離職の度合も前者より高い。この事例からだけでは云えないが、高年令層

になればなるほど「技能Jをもっているかいないかが君主要であり、そのためにも「職業訓練Ji再教

育jの過程が震視されることは容易に考えられることである。

最後に女子労働者についてみると、第 1節で述べたように片付けなど雑役などばかりでなく生産

部門にも進出しているが、いずれもほとんど既婚婦人が中心で平均年令も 40才以上が多く、このよ

うな婦人労働者の生産部門への進出は昭和 40年代に入ってから急速に場加しており、その出身階層

も「近所の主婦jから札幌市周辺の生産労働者、国鉄などの主婦に鉱っている。

く戸夜> 1)機械工業労働力実態調査報告審 昭和 45年、社団法人日本機'l，¥l工業主事合会縛からヲi用
2 )技術教育・職業部練に関心のある有名な先生に筆者がおめにかかった時「学校教育で職業指導は必要

なのかJと反詩的に計オもたが、筆者の認識との高轄では「それ務職業指導の問題は学校教官の中でど
のような毅隣市民の形成として、叉労働をどう位置雪付けるかとし、う問題として重姿な事なのだjとし、う

ようにうけとめTょ。筆者にとっての今後の研究課題であるO

第 3節 鉄工白地企業の雇用構造の特徴

技能労働力不足という今日的状況は、本論で対象とする工場集部化企業を事例にする繰りその労

働市場構造を変容させてきたO 即ちこれらの企業では熟練工不足に対Jtして、機械化などによって、
労働力の質的転換をはかりながら企業内において既存熟練工にかわる労働力を確保養成しなくては

ならなくなった。

ところでその方向は事例でも検討したように、新規学卒者と未経験工としての中高年男子労働者

および既婚女子労働者というように年令措層としてとらえれば、南極に集中するような編成をとるに

いたった。ここに一つの特徴を見出す事ができる。

しかしその内容はー撲ではなく、業種によっても企業規模によっても異った形態をもっている。

ここで柱、団地企業をほぼ5つの類型に分けた。

まず第 1に新中卒・高卒・絵訓卒の比重が場加している場合一一このような形態は、団地企業の
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中でも最も多くみられるが特に製缶工場や製缶機械工場に多く存在するO このように新卒者が犠加す

る一方、溶接工・旋盤工などではj郎、熟練工が溌在しているが、養成されている労働者は!日熟練工と

苛ま臭ったタイプの労働者である。

第 2の類型は、新卒者の中でも職説11卒が主流を占めるグループである。これは鉄骨、製缶機械の

業種の内でも上位企業に多く、これらの企業では基幹工事事種に験談卒を採用し、験設11卒を慕調にした

養成計画をもっている。叉、これらの企業では溶接などの作業に企業内下請(社外工〕としてかつて

の熟練工を導入しているが、彼らは「請負いjとして企業内の賃金管理などの体系とは別個に維持さ

れているの力、幣徴である。

第 5の類型は、手工的熟練に基づくカンやコツが機械に代替される過程で、!日い熟練工が不要に

なり、基幹工は新卒者など若年表によって占められるようになるとともに、機械化の進行でできた不

熟練部門に、中高等E労働者が雇用されている、鋳物業に典型的にみられるものであるO ここでは企業

内養成が重視されるとともに労務管理の簡でも 2極的管理が行われる。

第 4~類型は、小形俸鋼など鉄鋼二次製品企業にみられる、中高年令層労働者の矯大であるO 彼

らは炭鉱離職や農漁業の離験者として不熟練労働市場から吸引される。彼ちは、企業内において、極

く短期的な訓練をうけ生産工程の 1部に固定された部分労働者としてその企業にいる綴り生涯冨定さ

れるo ，ff 1の企業での炭鉱離職者の採用懲由として r3交替勤務に慣れているからJ(総務課長〕と
いうように他産業できたえた頑強な肉体こそが彼らの労働力の質を表示しているのであるO

第5の類型は、第 4 の祭器!が中高年男子労働力であったのに対して既婚婦人労働者が主体になっ

ていることである。彼女達は「機械化されたことで女でも出来るようになったjと云うように短期間

の養成で単純労働を遂行しているO

以上のように技能労働力不足を基調にしながら、各企業の合理化の進行は、さまざまな型の労働

力構成をとりながらも、旧型熟練工への依存度の低下としてあらわれた。このような構造変動をシエ

マ化したのが 3-7図である。これは供給労働力不足ということが深刻化する傾向の中で、団地内

の金金業についてみても、むしろ量的には矯加していることである。勿論、それは食業の必要人員を

下廻っており、可能な限り中高年令労働者などによって充用するという事を両立する事である。町工

場時代に比べての企業規模の上昇、福利厚生聞での一定の改良、特に陸地集団化に伴う集団求人の実

施はかつての狭い範潤の縁故採用から北海道全域に直るレーバ…マツケットの拡大としてあらわれ、

その質の如何にかかわらず一定量を確保する事が出来たのである。

新規学卒者について学際別にみると、大学卒は陣地内の上!替部企業の事務・技術部門で増加して

いるが一部は中層部食業の事務部門に採用されているO 高卒は全食業の事務部門に採用されているが、

一部は、上層部iE業の基幹工の主要労働力として採用されていて、最近では中層部企業でも少しづっ

基幹労働力として婚加している。中卒は最近では量的にも減少しているがむしろ下層部企業に集中す

る傾向をみせ、上層部企業ではむしろ減少{傾向ともいえる。これに対して 40年以降矯加したのが験

部卒である。器内・留萌など農漁村の験謬11卒は中層部企業の基幹工をはじめ全体的にみて増加傾向を

示している。この様な職業訓練校で1年学んだ卒業生逮がどの様な労働者として養成されているか、

職業技術教育のかね合いで問題となろう O

一方中途採用者についてみるとかつての職人的熟練工ら上間部企業へいく程減少傾向を示してい

る。これに対して炭鉱勝戦者、農漁村離験者などは、一つは単純労働者、部分労働者として、他の一

つの全くの不熟練労働者としての雇用傾向を強めているが、いずれにしろ技能をほとんど持たない労
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3 -7図 鉄工団地企業における労働力供給構造のシzーマ

〈上層部企業〉

事務・技術部門

基幹工

保全・検査工

社外工
(不熟練工)

<7中}務部企業〉

事務・技術・検査工

主主幹工

不熟練工

総(熟練工)

ぐ下層部企業〉

事務部門

熟練工

不熟練工

i日型(殺人的)
熟練工

ー~，I，r弐lア寸

A 

線(太い線)は増加順向をあらわず

一線 は事前少額向

↑ 印上向きは中途採用者の流れ

↓ 印下向きは新卒者の流れ

上}欝部企業:資本ゐ 1，50 0万""2，0 0 0万円tA上

従業員数 7 0人ιu:
鉄錦之次鎚弘、鉄誇工場など

中!務部企業:資本ゐ 500万-2‘000万円

従業員野 3 0人以上

鉄骨・製缶・機械・祭場均・その他工場

下層部企業:資本ふ 200万-500万円
従業員数30人前後
機械・鋳物工場
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以上労働力構成の特質について明らか

にしてきたが、企業規模の拡大と職人的熟

練工の比重の低下は、雇用労働力の質的変

化という状況の中で、技能養成方法を変容

させるとともに、これらの労働者を統轄す

る新しい労務管理の必要性を婚した事であ

るO

第 4需主 労務管理の形成

とその機能

すでにみてきた如く企業規模の上昇

(生産技術の高度・従業員数の拡大)、そ

して叉閉地集団企業における雇用構造の変

容は、労務管理の菌でも、従来の「家族的

経営主義J• r親方一子方的j労務管理、
あるいは「うちうちjなど呼ばれたこれま

での中小企業の労務管理を変容させるだけ

の要国を形成してきた。加えて中小企業再

編成を稜機的に推進してきた政府・独占俊

本の中小企業政策における経営労務管理の

「近代化jへの要求の奥常な強さとその多
(主主1) 

様さには驚くべきものである。 他方こ

れに比べればその及ぼす影欝は比較になら

ないほど弱L、ものであるが、組織労働者の

未組労働者への働きかけ、全体な労働条件

向上への諸斗争も、個別企業における経営

労務管理体制に影響を与えてきているO

ここでは中小企業の工場屈地集団化と

いう過程で、在来の町工場資本の資本家的

機静の発展と団地協間組合を中心とした金

融活動の活機化や受注関係、の変化などにみ

られる資本の社会イヒの拡大とし、う対象中小

金属機械工業資本の南部での変化。他方に
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おいては技能工不足と若年労働力への依存の精力日にもかかわらずその流動性の犠大、という雇用労働

力の依存形態の変容。ここにおける資本および賃労働の変賢という視点から境局慣における労務管理

の特徴とその機能、そしてそれが労資関係をどのように特徴づけているかを解明する。

くおう 1)詳細にはふれないが、現象極だけでもヂIJ拠すれば中慕法を中心とする務立法行政樹係機号、外部・当士宮

司王民団体、日経連、自衛、生産性本部、日産訪日、日労協そして氏隙のコンサノレタ γト会社を添しての

f診断J. r指導J. r助言j・日間査jなどその影害事は中小零細企業のほとんどの業績に及ぼしてい
る。叉独占の下請・系列管野についても同様である。

第 1節 経営労務管理体制jの発後と労務統轄方式の現段閥的特質

1 経常形態の変容と経営管理組識

すでに第 1章でも述べたように、札幌綜合鉄工団地は「中小企業援興資金等助成法Jに基くとこ

ろの助成田地であり、ここ集団化した企業の大半は云わゆる f助成金業jとして建設資金等の幼成を

うけている。問地内工場の操業後、昭和 4 1年→ 45年度の 5年間の推移でみると、資本金規模では

約 60%、従業員規模においても 50%以上の企業がーランク上位の企業規模に上昇しており、その

結泉資本金規模でみると、一千万円以上の企業が 41年度の 27. 3 %から 45年度には 51. 5 ~五と全

企業の 50%を超えるにいたり、資本金 200万円以下の企業は 41年には 91%であったのが 45 

年度には全て 200万円以上に上昇しているO 以上のように集由化企業のほとんどが経営規模を拡大

し、全鴎レベルの中小金業範時からみても中位から上位の様相を示しているということができる。次

に企業形態についてみると 46年度において問地企業 60社中、 55社が株式会社形態をとって、残

りの 5社が有限会社の形態で、株式会社における資本金競模の上限は 5億円(愛知時計機械の水道、

ガスメーター製作工場は除いた)で下線は 200万円、有限会社においてはそれぞれ、 1.0 0 0万円

および 20 0万円となっている。これを従業負規模から区分したのが 4-1表で有限会社は相対的に

4 -1表従業員競模からみた会社数 小規模事業所に区分される。経営管理組織の特徴

」従¥業~員規~模〈品会¥社形¥態 株式会社 有限会社

2 9人未満 1 8社 3社

3 0人~ 4 9人 1 2 2 

5 0人~ 9 9人 1 7 D 

1 0 0人-2 9 9人 7 。
300人以上 B 

i口h 言十 5 5 5 
」自由

47年度E型地概況から作成

に入るまえに、 f資本と経営jの実態についても

う少し述べると、有限会社については全てが閥族

出身者が経営スタブフとなっていて、第 2号室の業

種別事例工場としてとり上げた鋳物専業の“ 5事

業所を除けば、他はまったく個人営業的な色彩が

強い。これに対して株式会社組織の事業所につい

ては必ずしも「資本と経営jは問ーで、はない。

4-2表は調査対象企業について、その経営形

態についてまとめたものである。これによれば、

2 6企業中 17企業、約 65 %~までが当初個人営

業として創立され、その多くがその後 30年代以後になってから株式会社残りの 9企業が創立操業と

問時に株式会社として発足しているが、その大半はこれらの小企業においても株式会社が一般化した

昭和;， 0年代以後に設立されたもので、当初より外部資窓の集積をもとめて株式会社形態宏とったと

は云えない。偶人営業が株式会社形態を採用した理由として、 「経営規模が大きくなったからJr個
人企業では受注上、社会的にうまくないj等が調査のなかで経営者!替の総合的見解であったことから

29ヰー
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して、この転化が外部資本の動員を目的あるいはそのものとは云えず、調査対象企業分野においても

個人営業的な性格が経営形態に実質的に残っていることを示していると云えよう。

とは云え、団地企業の全てが億人営業的と規定されうるわけではなL、o~、むしろこれらの個人

営業的な性格も形式的にも株式会社形態をとることによって、全ての企業について、徐々にではある

が外部資本の動員は進行している。前述の経営者の言葉からも理解しうる知く、独占資本の部品加工

下議製作という性格をもっているこれら企業では独占資本の要求を満しうる設備弓技術の補強のため

にも金融商を透しての資本増加をはかっているし、また今日においては株式会社と L、う形態において

その方向が可能にしているからである。

調査対象企業の資本としての性格を明らかにするために、 「資本と経営jの関係についてここで

は、 4-2表のように「社会的Jr非同族的Jr同族的j という三つの段階に区分しながら実態と
その特徴についてみることにするO まず第 1に云えることは、 「社会的jという範騰に入りうるもの

として 26企業中 6企業、約 23%があげることができ、資本の性格、経営と資本の結合という点、か

らして、 「同族的jとされるものが 27企業中 15企業、約58%でしかないこと。しかもこれらの

同族的企業においても資本としての性格をみると社会資本の導入が徐々にではあるが進行しているこ

とは先に述べた通りである。第 2に云いうることは、「向族的j企業においても、経営者の性格をみる

と云わゆる験人的熟練労働者としてたたき上げた親方的経営者は隷査企業中 2企業しかなくそれ以外

は経営担当者として登場した2代g社長であったり、主として経営の面にのみ専念するために技術者

あるいは熟練労働者を経営幹部に迎えいれたりしているところが多い。このような実情は同族的企業

においても、経営機能が生産機能と人的にも分離し、経営的職務の拡大、云いかえれば経営管理由に

却する鋭次強化がなされうる基盤を形成していることである。第 5に、 「社会的iとし、う範礁に区分さ

れた企業について詳かにみると、これらの企業の資本金下限が約 1.0 0口万円であることの他にいく

つかの特徴が指摘できる。つまり「社会的lとされる企業にもその発展形態からみて段階的区分があ

り、そのもっとも発展した段階として位置付けられるのは、 tVo1およびYr3企業のように独占資本の

系列企業に転化したところであるo tVO 1企業についてみると、昭和21年会社再発足した以後、道内

の炭鉱大手の資本参加をうけながら、炭E容を中心とした産業機械部門を主力にしながら発展したがそ

の後、営業不騒におちいり会社更生法が適用されるとともに富士製鉄(現新日鉄)の系列下に入り、

創立者一族の影響は経営、資本の再開でまったくなくなり、更に昭和41年!日鉄系列下に再編される

ことにより、 JII鉄グループの子会社的色彩が濃く、社長他主要役員構成もJII鉄商事の派透ずるものが

その任についている。この待点でのtVo1企業の株主構成を示したのが第 4 3表であるo<<3企業に

おいても資本金こそ1.3 0 0万円と少ないが北海道・東北を含め唯一の溶接棒製造メーカーとして発

展してきた。もともとは昭和 14年に国鉄積穂工場の専属工場として溶接棒の製造を開始し、戦後に

おいても業務を拡張し、現在では神銀轄接俸など大手メーカーの進出があるなかで道内において約 2

5%のシェアを占めるとともに道外にも出荷している。，fri3企業の特色のーっとして第 4-4表に掲

げた如く、技術繍発に対する積額的な経営方針を挙げる事ができるが、特に昭和2 7年に富士製鉄の試

験工場に指定されたのちJさらに積極的に害関製鉄所との技術交流が活溌になり、同製鉄所での溶接

棒用芯線材の生産と合わせて、 Jfd3企業への寝土製鉄の資本投入の素地を形成、そして昭和 35年の

設鱗増強をともなう増資にあたっては(5 0 0万円→ 1.3 0口万円〕、矯資分 800万円のうち 50 

5万円分(全体に対する割合は約38.5%)を富士製鉄が取得、筆頭株主になり <<3企業は富士製鉄

の系列子会社として位積するようになった(第 4-4表の株主構成を参照)0 <<3企業の戦後を築い

k
d
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創業年次

株式会社に 資本と 経
経営者叉は企業の特徴持読む47 (帥47年〉 なった年次 営の関係

/仮 50，000 600 昭和 13年 戦前 社会的 !日鉄系列子会社

/伝 2 5，000 83 昭和 12年 昭和 24年 向 族的 現社長 2代目

/伝 5 1，300 73 昭和 14年 昭和 16年 社会的 新日鉄系列子会社

4'ii ヰ 4，000 45 昭和 24年 昭和 24年 同 族的 現社長 2代目

4'ii 5 1， 000 44 昭和 ?年 昭和 20年 同 族的 m社長 2代包
ぶ 6 200 18 昭和 30年 昭和 32年 (雇非わ悶れ経族営的者) 昭和 33年創業者選在し4'ii5工場社長が兼務

/伝 7 3，080 1 44 昭和 20年 ? 向族的 2代目

4'ii 8 3，00日 1 05 昭和 39年 昭和 39王手 社会的 機械商社の系列会社

j仮 ? 4，000 72 昭和 30年 昭和 30年 同族的

/伝 10 5，000 83 昭和 12年 昭和 30年 社会的 4'ii2 に同じ

/阪 11 2，500 1 05 昭和 30年 昭和 5年 社会的 樹ilFにより樹立者退任、労組委員長の社長就任

4'ii 1 2 1，000 42 昭和 22年 昭和 37年 同族的 別会社あり

4'ii 1 3 350 1 9 昭和 29年 昭和 29 社会的 機械問屋の製作部門への進出

4'ii 1 4 400 24 昭和 11年 ? 同族的 初代社長(職人から転化〕

4'ii 1 5 3，000 1 37 昭和 4年 昭和 19年 間族的 現社長 2代自

4'ii 1 6 1，700 60 昭和 29年 昭和 34年 同族的

/仮 17 30 昭和 40年 昭和 40年 社会的 /仮1企業の子会社として分離した現在，ff1企業に再び吸収
4 3年〕 ( 4 3年〕

/“1 8 マfi年) 1 52 昭和 42年 昭和 42年 非同族的 現在倒産消滅

/伍 19 2，50日 52 昭和 14年 昭和 年 間族的 子会社あり

4'ii 2 0 700 52 昭和 14年 昭和 41年 社会的 創立者退任4'ii3企業兼務

/仮 2 1 200 26 昭和 36年 昭和 36年 同族的

4'ii22  800 58 。 ? ? 

4'ii 2 3 3，000 1 20 昭和 5年 昭和 30年 同族的 初代社長(銅器験人の転化〕

/筋 24 500 75 ? 間族的

/仮 25 2，000 40 昭和 13年 昭和 29年 向族的 現在初代社長

4'ii 2 6 500 25 昭和 36年 昭和 38年 向族的

インタビューから作成企業
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中小金属機械工業における工場集団化と企業内教育の展開過程に関する笑証的研究

たとされる現社長O氏は 5代目の社長にあ

たり創立者との関係は希薄であり、この点

でも間社の性格として問族的性格は全くな

く、現在の役員構成についてもそれが反映

している。以上のベてきた向社の資本・経

営の性格は経営管理問でも早くから近代的

管理手法の導入工場として知られるところ

となり、すでに昭和 27年には対立されて

間もない中小企業診断制度のもとでの経営

合理化技術向上表新工場、北海道・札幌市

の中小企業モデル工場に指定されるなど積

極的な経営管理の展開を可能にしてきたと

云うことができょう。上述してきた系列化

企業とは少し異なるのが1/f9企業で、この

企業は設立年次も昭和 42年と新しいが、

すでに機械・ブラシト撰係を販売する N社

の兄弟会社として主にプラント関係を製作

し、 N社を経営するN氏一族の兄弟が設立

したものであるO 従ってN氏一族の同族会

社のように思われるが、 N社自体が証券市

場 2部に上場する地場大手に成長しており、/釘?企業内部においてもN氏は社長としてマーネジメン

トに専念し、生産その他の管理機能の分化は設立当初から明確にされていた。社内報の発行、教育訓

練の徹底など労務管理面における異色さなどにもそのような経営形態が可能にしていると云える。以

上のように「社会的jと夜分された企業においては、親会社など企業外部からのさまざまな要求一一

「合理化j要求を可能にする経営管理組織の拡大と経営管理の「近代化jが急速に進行してきた。こ

のような f資本と経営の関係jからみた企業間の相違は労務管理の諸機能の沼でも、 「社会的jとさ

れる企業とそうでない食業の大きな差としてみることができる。

次に経営管理総織について館地企業の実態を把握するために、経営管理綴織への人的配置がどの

ようになっているかを検討しよう。第 4- 5表および第4-6表は田地内企業から 15企業抽出し、

全従業員数に占める管理職および事務系級負の都合(従ってここでは直接生産に従事する労働者およ

びその監督者は分子のなかに含まれない〉を示したものである。これによれば、対象企業群の生産現

場を除く、経営管理・営業部門に従事する者の全体に占める比率は 24. 5克で、ほ立総従業員数の%

にあたっている。この内訳をみると、 「事務系、一般職jの女子の占める比率がもっとも高く 8.4克

を占めている。これらの女子事務職員の仕事の内容をみると、 「経理jがもっともウェイトが高く、

ついで、 「総務Jr受付Jr設計の補助J(1/f1 2企業)となっていて、 「経理 jを除いて「補助的
な職務jが多いとされている。次に比重が大きいのは、 「管理験(男)Jとされる都・課長以上の者

で全体の7.2%を占めているO これに対して事務系一般男子労働者の占める都合は 3.2%と低く、ま

た同じく係長・.:t任クラスの者の占める割合もかなり低い。このような傾向は調査企業の一つ一つに

ついて全てに一様というわけではないが、それでもほど同様な構成比を占めしていることには違いな

第 4-3表 4'ii1企業の持株状況

名称叉は氏名 持株数 主体損対芸

川鉄商事 1，100，000 23.91 % 

住友石炭鉱業脚 457，500 9.95 

T氏(冗社長〉 390，000 8.47 

大平洋炭鉱脚 2 7 5，0 0 0 5.98 

三井三池島彰特売掛 1 7 5，0 0 0 381 

丸和鋼業耕 140，000 3.04 

ニ菱鉱業脚 1 37，50口 2.99 

ニ井鉱山脚 137，000 2.99 

日商岩井脚 1 25，00 0 2.7 1 

K 氏 120，000 2.61 

合 言十 3，057，500 66.46 

第 4 4表 i伝5企業の持株状況

名称叉は氏名 持株数
全体に対す
る割合

新 日 鉄骨射 100，000 38.46% 

O氏(現社長〉 60，000 23.08 

富安時刻(鉄僻品展〕 1 0，000 3.85 

メ口与 計 170，000 65.38 

守
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従業員数にしめる事務系職員および管理

企業 従業員数 管理験及事務系職員数 {内管理職〔男7 約l事務職 軍主餐敬 内事務系一句補佐曜ま 内事務ー一一子般) 4均等務一 般 内技術係、監餐験系(男 系 (女子

番号 (人) 実数 比率m 宮尾数 lt $ 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率 実数 比率

A 1 46 28 1131 1，え 2 6 4.1 2 14 日 。 5 五4 1 5 8.9 2 14 

B 1 40 28 181 20 1 3 93 む 。 2 14 5 2.1 1 0 7.1 日 E 

C 90 1 3 i21 1 4.4 6 6.7 む 。 E 2 2.2 4 4.4 1 1.1 

D 89 25 191 28.1 5 5.6 4 4.5 在 4 4.5 ? 1 0.1 5 3.4 

E 80 20 161 25 2 2.5 Zミ 6.3 日 4 5.0 6 7.5 5 3.8 

F 72 1 7 161 236 る 8.3 1.4 1 1.4 6 8.3 1.4 

G 66 1 0 141 1 5.2 5 4.5 ;ト与 日 3.0 4 6.1 。 4 

日 65 1 9 151 2玖2 自 1え4 1.5 5 4.6 5 7. 7 2 五B

I 56 1 2 141 214 5 8.9 1.8 G 〆ん〉 3.6 4 7.1 世 自

J 53 1 2 141 22.6 3 5.7 1.9 D 日 。 4 75 4 7.5 

K 53 19 191 55.8 る 1 1.3 日 日 1.9 2 五8 9 1 70 1.9 

L 52 6 111 115 1 19 19 む 19 1.9 2 3.8 

M 48 1 4 111 292 B 1 6.7 日 B 。 5 1 0.4 1 2.1 自 む

N 48 20 181 41.7 8 1 6.7 2.1 5 6.3 口 日 8 1 6.7 日 。
O 46 百 121 1 7. 4 2 4.3 日 E 。 む 3 6.5 2 4.3 2.2 

合計 1.日24 251 24.5 74 z 1 7 1.7 B 0.8 33 五2 86 8.4 20 2日

R自殺 48年度験者の比嘉(下段は規模jJljに集約したもの)第 4- 5表

N 

対コ
αコ

〉内は女子''fJ働者数

1 0 0人以上

5 0 - 9 9人

4 9人以下

補佐織・・主任・班長

局地企業賃金実態潟査察から作成

管漂織・・・課長・部長以上 監督毅・・・係長(係長なきところは課長を含むケ…スあり)験主主(班長を統綜ずるものとして)

尊重務分類・・・技術・技能・事務全ての系列につき

管現職及事務系教員数問主j二言Eの管理職・事務職の他に、技術系の監欝署長が含まれている。 出所;



中小金属機械工業における工場集団化と企業内教育の展開過程に関する爽証的研究

く、これらの中小企業における経営管理組織の要員配置構成のきわだった特徴を表示しているものと

云うことができょう。叉、さらにこれを従業員規模別に区分してその特徴をみるため、 10 0人以上

企業、 50人--9 9人、 49人以下と三段階に区分すると(第 4…6表〕、管理機および事務系職員

の占める割合は企業規模が小さくなるほど大きくなり、 49人以下企業ではほ X従業員 10人につい

て5人が事務職員であることがわかる。このように経営規模が小さくなるほど管理系あるいは事務系

験員の比重は増加しているが、第 4-5表にある企業別の職員比の高いMoN企業の実態を見ると管

理職にあたる!習が相対的にみてきわめて大きな部分を占めていることがわかる。このことは披出した

1 5企業全てについて云えることであるが、云わゆる事務埋ま員と区分される経営管理部門で従事する

従業員配置が、管理職と一般労働者(特に女子)の両者に集中し、中堅的な男子労働者の占める観合

が非常に小さいと云うことである。

ところでこのような事務・管理部門の要員配置の特徴は、経営管理組織の機能としての観点から

みると、経営管理部門におけるいわゆる「部jあるいは「課jの新設一一部・謀総織の拡大一ーが工

場集団化以降の経営規模の上昇によって顕著であったということができるO しかしその半面、多くの

企業においては「部課長jはいても部下はいないというような紹織の形式的な肥大に比して具体的な

経営管理機能については、社長あるいは専務などの一族あるいは経営者の患のかかったごく少数のも

のが遂行するというように職務権限の分化は実費的にはほとんど進燥していないことが特徴である。

「経営が大きくなった、従業員もふえたということで、専門の人もつくらなければというので、炭鉱

にいた労務の人とか社会保険労務士なんかをいれた企業がかなりあるんです。ですけどそういう人達

ほとんど辞めたのが多いです。社長が古いというか何でも自分でしょうとする、社長の考えにあわな

いということでしょう。はっきりできないんですねそういう人の仕事が。社長とうまくいっていると

ころはいいんですがJ(団地総合業務課長〕という話もこのような状況を説明していると云えよう。

一般に云われてきた f管理由糟務的労働の分化jという傾向も機能としての分化という点では必ずし

も進展しているとは云えないのである0

2 役付工の変翼と労務統轄機構

すでに第 2尊重で明らかにしてきた如く、既存の熟練の変質を基軸にしながら作業遂行上の事実上

の管理者でもあった!日熟練工は自らの内部に体現していた機能を外化していった。調査の中でも明ら

かになったように少数の小規模工場の場合を除けば、棒芯的熟練工は単なる先輩労働者として存在ず

るようになり、作業管理上の諸機能は、新しい職措牲に基ずく監督的労働者と工程管理係などの職員

獲労働者がこの機能を強うようになった凸さらに作業量の増大、人員の増加そのもとでの新規労働力

の竿期戦力化に対応した経営労務機構の再編成の…喋としての企業内分業体制の形成は、他方におい

ては作業管理上の諸機能を掌握した経営管理部門による原価管理・時間管理の導入と L、う労働者管理

の近代化をも進展させた。こうした中で役付工は経営管理部門の末端級制として、経営管理部門から

細かな指示をうけながら作業能率の向上と円滑な遂行、部下の指揮監督・教育を担うことを職務とし

た新しいタイプの第一線監督者安意味するようになっていきつ Lある。しかし必ずしもこのような変

化は一様ではなく対象企業のなかには、その発展段階に応じてそれぞれその役割・機能を異にしてい

る。ここではいくつかの事例をあげながら現段階での特徴を明らかにしてみる。

-299ー



教育学部紀要第23号

イ、もっとも分化が発達している事例

一-J1o.1企業における験場長制度について一一

(各部門〉製造部長一一課長一一{一一職場長一一総長一一伍長一一一般労働者

スタップ

/阪 1企業では、 4 4年の会社機構の改定により部門別独立採算術jが敷かれるとともに、工場部門

でも工程管理、技術などを分離し、ライシ・スタップ制度が導入されたoこの組織は上閣のような形

態をとっており職場長制度と呼ばれている。職場長制度は交替制j勤務を支える労務統轄組織としての

意義をもち、課長待遇の験場長はラインの長として「生産第一主義Jを貫く職場秩序の形成を包的と

したものであるo倒身の職制についてみると、職場長は与えられた人員・設備をもちいて、 「定めら

れた枠内で生産を遂行する幕、課長の製造原価生産に従ってコストダウ γをつくす事jとされ、総表

は夜勤の草寺は「ラインの長jとしての役割も担い「作業員管理Ji生産の遂行jの直接の責任者とさ

れ、伍長は、一つの験種グループの長として「生産に従事しながら、管理的任務を行う jとされてい

る。このような職昔話!機構も発足当初は年功的な労働者の検すベりという傾向(特に伍長層)が強く、

職務権限も明確ではなかったが、最近では伍長に高校卒の若手労働者が多くなり、 QCサークルなど

にも効果をあげるなど、次第に定着してきている。

ロ、管濯機能の分化が進行している事例

一- Ao. 1 5企業の班長制度について一一

γ 鉄骨組立諜長一製作係長一-~一一一製作戦長 (1 人)一一波長(各班)一一般労働者

し設計課長一一一一設計係長一-~一一一現す職長 一般労働者

鉄骨組立工場の場合、 「かしめj作業の消滅と務接作業への移行にともない、原寸作業を頂点と

した技能序列は崩れていった。更に建築大手の下識として、下請企業管理が導入されることにより必

1 5企業のような下請企業に対して「工郊の短縮Ji高能率化Jが婆求されるようになり、その結果

経営管理のみならず労務統轄方式の衝でも近代化がはかられた。作業組織も大手企業のそれをほx向

nu 
nu 
スJ



中小金属機械:D業における工場集部化と企業内教育の展害者過程に関する笑在的研究

じように導入し、工場作業の徹底した分業化〔第 2章第 4節参熊)が進行し、個々の作業に労働者を

掴定させる「単能工J化の方向と、榛芯として工場作業のj質点にあった原寸作業を製作部門から分離

し、設計課のもとに独立させる等大巾な再編成が進行した。この結果、特に班長層に対してその役割

として fまあ古い職人タイプでは困るわけで、すO これからの班長は人間関係・人の扱い方ということ

でjと労務担当者が諮るように、管理能力をもった役付工として期待されるにいたった。個々での班

長はあくまで「自分の工場でそだてあげたものjを原則として 7--8年の経験者を一つのメドにして

し、るO

ハ、名称は飯長にかわったが職人的機能を今だ部分的に内化している事例 一“12企業

製造課長一一工場長一一}一班長 ー般労働者

!vr 1 2企業の場合、経験年数の古い熟練工が作業の管理、段取りなど作業上の権限もかなりの部

分残されている。勿論、 「図面作成、作業指示票、見積雲iなど元議会社の総括見積りに基いて作成

され、工場長が資材の発注権を有するなど、班長は与えられた材料に作業指示等に基いて生産を遂行

する。しかし部下の人数、作業の組み方などについては班長の経験と判断で実施されている。もちろ

ん班長は技能と経験がその第 1の基準になるが、班長の中にもクラス区分があり、約る年で班長にな

ると工員を1入、 1日年たつと 2人、 1 5年で 3人など能力によって工員をつけるなど、職人的な性

格が濃厚である。

次に役付工の生産現場における比重についてみると(4 - 7表)、鉄工団地企業中 100人以上

の企業は工員に対する役付工比が30 %でそれ以下の企業でもほとんどが 20%を超えているO これ

を他地減と比較するため、岡本氏のモデル企業調査(4 - 8表〉と比べてみると、鉄工団地企業の方

がはるかに役付工数が多いことがわかる。

実際 4- 9表のように生産部門における労働力構成をみると、そのことは一層兵体的であり、王子

均すれば全級制IJ1人当りの工員は 3.5人でM長など直接部下を指揮する末端職制で 1人につき約 4人

となっていて、補佐織 1人当りの工員数がもっとも多いところで7人弱、少いところでは 2人に 1人

は役付工であるということになる。しかし役付工の数が多いということは必ずしも労働統轄機構が近

代化されたということを直ちに意味しているとはいえない。むしろ先にのベた役付工の仰の形態、即

ち/仮1::rD業のような事例は少なく、一つの作業クソレープの長を続長としたり(，jf 5事業所)、勤続に

合わせて励みのために役付工扱いをするという例(tfii 2 0企業)のように経営管理機能の末端験制と

しての役付工とは云えない場合カ事い。

では役付工への昇進、つまり役付工に対する資格としてはどのような事が重視されているのか0

4 -1 0表は各企業の役付工に昇進させるための基準についてまとめたものである。この表によ

れば半数以上の企業が「技能Jとして何よりもまず腕が礁かなことが役付主としての必要性であるこ

とを物語っている。団地企業の大半が機械化されたとはいえ、{間企の労i勤者の熟練に負うところが多

い事がその背景にあると考えられる。 r技能jに次いで大きいのは「指導力jあるいは「統率カjで

-301ー



教育学部紀善寺 第 23号

4-9表 生~部門における労働力編成

守L
総従業 技能系職務

員数 !lf管理職 (2)監督職 (3)補助敬 (4ト般開 (5)一般お t1H-(2トト(3)

A 1 46人 T人 7人 1 7人 74人 11人 3.4人 5人

B 1 40 5 26 67 5 2.4 2.7 

C 90 5 57 7 21.3 

D 89 2 7 43 5 5.1 6.6 

E 80 ? 43 8 5.7 5.7 

F 72 ? 36 3.6 4 

G 66 2 ? 33 4 3.1 4.1 

日 65 2 5 27 五5 5.6 

I 56 5 4 5 26 ヰ 2.5 6.0 

J 53 6 2 7 五? 4‘5 

K 53 2 7 1 3 7 2.7 2.9 

L 52 7 3 0 2 4 4.6 

M 48 2 7 24 1 2.8 

N 48 2 8 1 0 4 1.3 1.8 

O 46 5 d 25 2.8 4.2 

Total 16 34 1 21 535 55 3.5 4.1 

出所: 鉄工団地協同総合調査より作成.昭和48年

4 -7表 生産部門における験能別機成

規 模
役 付 工 / 工 員

企業数 。 -10% -20% -30% 30%- 不明

30人- 99人 1 3 23% 46% 23% 8%  

1 00人-199人 、2 50 50 

計 1 5 20 47 27 る

t台所 4-9表苛再構成

4 -8表 経営組織の級官~BIj構成

規 模
役 付 工/工 員

回答会社数 。 -10%  -20%  -3  0%  3 0%- 不 号尽

そ 30- 99 30 -%  40 % 30 % 13% 10%  7 % 
ア 1 0伊-199 45 4 38 40 6 4 4 
/v 
20伊国499 30 50 1 0 

:if ι 
40 

業 500以上 5 33 67 

言十 1 08 3 42 36 11 5 4 

S 
30- 99 ろ? 28 33 33 3 ろ

地 1 0口-199 1 8 22 39 22 1 0 5 

区 20日-499 1 5 20 33 4 0 7 
f長 500以上 1 2 8 58 1 7 1 7 
業

計 84 23 38 39 5 5 
判 rω " . ..沖-~ 亀高押 .....， ，，~ザ・.--_.. . . 必，持 、 " - • ~ 

内
ノ
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市小金際機械工業における工場集団化と企業内教育の展務過程に関する実証的研究

4 1 1表 役付工の選考

模
役付工選考の重点基準 (% ) 

規
技能 勤続 態度 統率力人物 その他 不明

モ 30- 99 63 37 20 7 0 53 7 5 

ア 1 0日-199 64 33 24 57 73 1 2 

/レ 200-499 57 47 33 77 83 5 1 5 

企 500 以上 57 1 00 1 00 

業 計 63 37 25 69 7 1 3 29 

S 30- 99 28 21 8 33 28 23 

地 1 0 0-1 9 9 72 1 6 22 39 50 5 1 0 

区 2 0 0-4 9 9 47 33 20 33 53 6 

s ι 500 以上 58 4 1 58 58 8 25 

業 計 46 26 1 3 39 44 5 1 8 

(注)向前議(2 6 5頁)

4 -1 0表 役付工の昇進基準

番金 号楽 項 自

/伝 人事考課(1統率カ 2.態度)

/伝 2 1.技能 2.経験年数

!vo: 3 実力主義(若い人を抜てき)

/桁 4 積機性

!vo: 5 技{雨

/伝 6 1.出製庫 2.技能

/伍 7 総合力

!Vo:1 1 技能

Mi 1 2 技能

!vo: 1 3 1技能 2指導力

!vo: 1 5 1技能 2指導力

/阪 17 1.指導力 2櫛F

!vo: 1 9 技能

ぶ20 1指導力 2.技能

!vo: 2 3 指導力

ィγタビュー調査から

これも 15企業中 7企業と約半数の企業で重視さすf

ている。これに対して「人物・勤務態度jの側面が

あげられているのは4(， 1企業・4f3、 4企業など比

較的労務管理が活援なところに多L、。このような結

果を先の縄本氏の調査と比較すれば(4 - 1 1表)

モデル企業というよりは一般(S地区)金業の

100-199人の層と似た傾向を示めしているO

以上鉄団地企業の経営管理組織変容とそのもと

での労務統轄機構の特質について明らかにしてきた

が、一般には業種をとわず、確実な認織方針がある

とは云えず、経営者の権限分散などでは模索の状態

であるということである。部地内で組合の後押しで

「経営者教育Jをたびたびもたれるのも、経営者自
らが労務統轄についてさまざまな経験が必要である

ということを意味している。経営者が「労働者対策j

を含め金業内教育なE労務管理について確闘した見

通しが持ちうるかどうかが一つの鍵を担っていると

云えよう O

第 2節 労務管理の「近代化jとその特徴

経営管理組織・労務統轄機機の再編成は、外的要因を多く含みながらも、募本的には不安定な経

営管理、特に労働力編成の変容にともなう労働者支配に多くの新たな問欝が生じたからであるO そし

てそこに労務管理の「近代化jと云われる多くの手法が導入されることになるのである。
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下の表にあるように団地企業の労務管理の重点をみると、ほとんどの企業が、 「定着性Jr人
間関係Jrモラールの向上Jrチームワーク jなど、労働者を如何に掌援するかに大部分の経営者層
が腐心していることがわかるO そして、この f人間関係j管理とも云うべきこれらの困難をのりきる

思想として、 「経営家族主義Jr企業ぐるみ主義jが経営者の俊ijからうちだされ、日常的なミーテイ
ング、朝礼、さらには経営協議会(Mi 4企業など)、青年重役会議などの管理技術が導入されること

になる。

そしてこの「人間関係j管理と表裏一体をなすものとして「賃金管理Jが導入される。ここでは

f人間関係管理jが登場した背景としての定着性の問題、そして「賃金管理J~こしぼって現在の労務

管理の特徴を考えることにする。

sz 労務管理の量点課題 企番 号業 労務管理の重点課題

J/'e 2 
賃金体系の変更

。閤定給 C5 0克〕と生家報償金(50%)

人間関係・モプールの向上

人間関係

/伝 1
。指揮系統の確立

各職場で長を中心にして対策

/“1 0 
。月 1回社表談話「我らの歌jコ鳴

。経営協議会

。社内教育

1チームワーク

。青年重役会議 0ニム連動

1厚生施設(寮〉
Mi 4 

。人間関係 。ミーテイング

。全体会議事(月 1閉)

/阪11 
Z人間関係

。新入社員教育。 HR
2経営委員会、 「企業のためには

どうすれば良いのかj

。一般従業員懇談会 1賃金問題

1.定着性をf筒める

Mil 2 
。中卒者の難織防止

。特殊制度

/伝 5
体系の組替え

2人間関係

不平・不満(労働条件〉が把握

2技術講習、閣内研修制度 l 出来ない

J/'e13 
1.新入社員の定着性

会社聴き取り調査より作成

1厚生施設(繋・社宅〉

Mi15 2精神面〈モラ ル〕

。成人式 。アイデア賞 表 団地i企業の労務管理の重点
1人間の教育

/伝17 
。人関尊重「利益をあげる→みんなの生活

を重量かにするj

。社説Ir反省を促すj
。偲7.1IJ面談・社長訓示、朝会

Mi1 9 
1.厚生施設の充実

2.社内教育(技術指導)

Mi2 0 
1.対人関係

。社長との接触を深める

1.定着性、人間関係

Mi23 
誕生会

社長と話し合う

2賃金、能率給の導入
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1 労働者の離織と「入手不足論j

第5章の集毘求人のところでは集団求人における充足率も昭和40年-42年をどークに減少傾

向を見せ、鉄工団地企業にも「入手不足jが深刻になりつつあるように一応みることができた。しか

し謂査対象企業の「入手不足Jはむしろ定着率の悪さということではないかとも思われる。その点か

らまず検討してみよう。

4 - 12表は昭和 43年の掴地企業30社について措層別、学療別に採用・離職の状況について

調べたものである。この表からみてもわかるように高卒の 30-9 9人規模企業を徐けば、採用予定

者に対する採用者数が、予定数を上廻っている。特に中高令層の場合その傾向が強い。ところが離験

者についてみると、もっとも需要が強い高卒の約14 0 %を筆頭に中卒 33%、中高卒}脅 40%と離

職者の数はきわめて高いのである。特に「虎の子jとも云われている高卒が採用者を上廻る費量験者を

出していることは、大きな問題を提起していると云える。

4 -1 2表 新規学卒者及び中高年令隠労働者の採用および離職状況

lみ央 中学卒 高 校 卒 中高年!欝

採定用者予数 者採 用数 離者 数職
採用予 採用 離職 採用者 採用 離職
定者数 者数 者数 定者数 者数 者数

人 人 人 人 人 人 人 人 人
1- 9人 39 。 。 一
10-29人 39 35 20 8 1 1 3 5 1 0 4 

30-99人 94 91 21 28 5 1 9 26 26 8 

1 00人J立 7 7 5 2 2 。 6 d 4 

計 140 1 33 44 38 16 22 37 42 1 6 

昭和43年鉄工毘地協同組合調べ

4 -1 4表 1/o1企業における学卒・中途採用者別・採用者・退級者数の推移

~ 
4 3年 4 4年 4 5年 4 6年

採用退社 採用 退社 採用 退社 採用 退役

人 人 人 人 人 人 人 人
学校新卒 1 2 7 30 1 5 22 5 30 4 

一般採用者 1 3 0 76 1 08 68 1 20 65 66 75 
一-L一 ー一一一ー一 一一一一一一

同社調べ

次に早期戦カ化という企業の要請で量的にも年々採用者数が増加している公共職訓終了生につい

て検討してみようo 4 -1 3表は鉄工閤地企業の訓練生の中でももっとも多く送りだしている岩内専

修験業訓練絞修了生の採用・離験状況についてみたものである。この表によれば 38年→46年の簡

に就曜ましたものの総数 19 2人のうち 12 2人が離職していて、定着率は 36.5%という{尽きである。

昭和 45年以後、離職者は減少傾向を見せてはいるが、それにしても、居地内全業では労務管理のモ

デル企業的な定評のあるtYo:8、ぶ 11企業においてすら、 33.3%、 42.2%と穣めて低い。もっと

もtYo:8企業においては「依然は定着性が非常に悪かったけどここ 2-3年はほとんど辞める人はいま

せん。中卒から敬訪11卒にかわって資質もわわったからjときわめて楽観的であるO 叉I/o1 5企業は

「入りたてが悪いんです。それが5年苦手棒するともちますねJrだから新入社員の受入れには非常に

只
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4 -1 3表 道立岩内験訓修了生定着状況一覧

年 度 思IJ 採 用 数 定義
採用企業

3 8 計
率(%¥

i年度
3 9 4 0 4 1 4 2 4 3 4 4 4 5 4 6 

4ii. 1企業
人 1 5 5 1 

5 0.0 
人 2 2 5 

/伍 5企業
1 2 

5 0.0 

j伝 8企業
2 5 2 5 2 5 1 5 

33.3 
1 2 2 2 2 1 0 

4ii. 9企業
2 3 

66.7 

/伝 11企業
4 2 2 1 0 

1 0.0 
4 2 ? 

/阪 13企業 0.0 

4ii. 1 5企業
6 d 5 ろ 7 5 る 4 5 45 

42.2 
4 6 4 5 5 5 2 26 

/伍 16企業
d 5 4 5 2 3 25 

44.0 
4 2 5 4 1 4 

4ii. 20企業
2 1 4 

25.0 
1 5 

/仮 23企業
3 2 5 

4 0.0 
2 3 

K 製缶
2 5 

0.0 
2 5 

C鉄工所
4 4 

0.0 
4 4 

T 工機
2 2 2 7 

57.1 
2 5 

N建設工業
7 5 5 5 4 2 27 

1 7. 4 
7 2 5 5 1 5 23 

日ホーロー
4 8 6 4 3 5 30 

46.7 
5 6 5 ..2 ムム

M 機械
1 0 0.0 

製作所

計
31 2 0 21 21 20 20 20 1 8 20 1 92 

3 6. 5 
E 

25 1 4 1 7 18 1 4 1 6 1 0 6 2 1 22 

(注) 上段~採用者数、下段~費量識者数務地組合調

気をつかっているんですjとこちらは定着性の悪さを認めて、その対策として「新入社員教育、受入

れ教育jをやっているということであるO

これに対して中高年令!替の場合はどうであろうか。

4 -1 4表は4ii.1企業の採用者・離職者の推移についてみたものである。学卒者がまがりなりに

も定着牲を高めているのに対して、中高年令!欝の場合、離職者の割合は大きい方にはりついたま Lで

ある。同社の場合炭鉱離験者の占める比重は製鋼圧延工場においては全労働者の 64%を占めるが、

r (炭鉱難験者は)3交替昔話に強いJC総務課長〉ということが積極的に採用する理由にしているが
炭鉱離験者を核として向社の中途採用者の費量級者の大いさは、 r3交替制に強いj等の炭鉱労働者で
さえ定蒼出来ない程、車業揚環境が患い事を示しているとみることができるのである。

以上いくつかの例をみながら、 「入手不足jという問題の実態をみてきたが、このような離織の

事態は、若年労働者の場合「予想とは違ったJというような「思い違いj的なものと片付けることは

できない、むしろ労働諸条件あるいは定着性を高めるための労務管理上の問題、中高年令嬢の場合は
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中小金属機械工業におけるヱ場集団化と企業内教育の展開過程に関する実証的研究

f労働条件の劣悪さ jがこうした原因になっていると考えられよう。

「入手不足論jの実態にむしろ中小企業の労務管濯の問題点が、提起きれていると云うことが

できょう。

'1. 熟練工賃金の崩壊と賃金管理の特徴

イ 熟練工賃金の崩壊

第 5主主で述べた雇用構造の変容は当然のことながら、賞金形態にもいくつかの新しい傾向を形成

した。

中小企業労働市場、なかんずく金属機械工業の分野において、熟練工が渡り職人として移動を可

能にしていたのt工、勿論より高度な技能を身につけるという側聞はあったにしろ、移動による賃金の

ダウンがなかったばかりではなく移動後の工場内部における昇給についても経験がものをいうだけで、

勤続罰からくるデメザァトはほとんどなかったからである。そしてこのような事情を可能にしていた

のは、いわゆる f誇負給J["出来高給jという賃金形態であり、時代の変化によるいくつかの変形が

あったにせよ、経験によって身につけられた技伺が作業能率、作業の正確さ・精密さとして賃金と直

結していたということであった。更には労働組織そのものが熟練をもとにして職人によって統轄され

ていたので、役付かそうでないかという賃金面の絡付けの差はさほど大きなものではなかったという

こともある。しかしこれは 19 5 0年代の終りまでの状況である。 60年代に入り事情は急激にでは

なかったが次第に変っていった。

[" (中途採用者経験工の場合〉、まあ事務所の人間と違いまして工場の人間は敬人という考え方

がありまして、一応その人の腕をみてということで5ヶ月罰位の関試用ということでやっています。

ふつうであればどこの会祉でも前の会社よりは安くなるというのが一般的でございます。(本採用は)

使いものになるという場合は在籍している関年令の同職種の人聞と比較しまして、大体決めます。そ

れより高いということはないのですが、大体その潟辺できめます。 j(;f(8企業)言葉こそ違うが

「職人jの採用時における賃金の格付けは識変企業のほとんど同じ方式をとっている。なかには、は

っきり割り切って ["O.8-0.9jというに自社の賃金等級に組みいれる係数を決めているところもあ

る。更に年令規制jがある。["やはり高年の方だと家族もたくさんいらっしゃる、といってそれに見合

だけのものをすぐ払うわけにはいかないo 4 0才以上はとりませんO まあ 35才位まででしょうか。

できたら 30才前後のところに止めておきたいのですが。 j(rlt: 1 1企業〉シピアーなところでは 5

8才以下、ゆるやかなところでも 40才であるO 年令が重ねれば重ねる程、入社後の賃金査定はより

低い基準に押し下げられる。各企業における賃金体系の繋僚はこの傾向を一層強くした、勤続給、人

事考課、身分あるいは職階にもとずく定昇制度の導入がこれにあたる。第 3章でのベた如く若年!替の

基幹工、企業内への抱え込みという企業方針は、 「何年裂統したら、!向ぽj(;f(5企業〕というよう

に勤続を奨励するためには一応の昇給テーブルを用意しておかなければならなかったoさらに企業抱

えこみの体制!として、これは熟練の稀釈化・平均化ということもかかわっているがこれらの学卒者中

心の昇進体制をつくりだし、定着罰でも不安定な若年層に対しそラールの向上をはかるとともに、こ

れらの層に戦傷j教育を実施することによって技能序列の再編成にともなう不安定な職場秩序を新たに

確立しなおそうとするものであった。このためにも職階給の導入がなされたのであるO これらの事情

から、熟練度別賃金にもとずく「横断市場J的なかつての熟練工賃金は企業の枠のなかから締めださ

れ、崩壊しつつあるというのが今日の状態であるo (企業内労資関係の成立の一婆因を形成する)
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では企業内の職種別〈熟練度別〕賃金はどのような特徴をもっているのか、これをみるため鋳物

工場の事例をとりながら考察してみよう。

留地内の鋳物工場の場合、造型機、砂処理機など機械化の進行したのは昭和 36年頃からである

が、前号室でのベた造型工を基幹工とする現在の作業組織ができたのは昭和 40年前後である。このよ

うな職種の分解および新作業組織の形成と賃金との関係をみると、まず「織人一手子jというワシセ

ットの作業体制jをもとにした職人言者負給はすでにこの作業体制の変質とともに昭和2日年代後半に消

滅したが、昭和3 0年代に入っても出来高給的な験人的熟練度別賞金と見習工的賃金、そして見習工

からの雑役・後処潔作業の分離による不熟練工賃金が次第に形成された。これがさらに変化したのは

昭和 40年以後で、その形態は偶人能率給ではなく総合能率給の要素を加味した年令、勤続年数にも

とずく賃金と後処理などの不熟練工賃金の二本立にする賃金規定の明確化である。この背景には f集

団求人および学卒者の初任給協定Jr陣地組合の賃金規郎作成指導jに負うところが多い。
これを昭和 4 3年 12月の時点で各人の基準内賃金をもとに作成したのが4 3表である。この表

のなかで造形工がAおよび Biこ分れているのは、 Ai土田地入居後主として集団求人によるところの新

しい基幹工グループで、 Bとの簡の途絶は 30年代にほとんど新規学卒者の入織がなかったからであ

る。

向i

80，000 

- 造型工
× 後処理工

ム中子工

品溶解工

ぷご?

この表にもとずいていくつかの特

徴をのべるとまず第 1に、 Aグループ

郊ち新規学卒者を核にした造型工につ

いては一応基幹工としての年令・勤続

絵的賃金が形成されたが、その他につ

いては、むしろ仕事別賞金という性格

が強いことである。これを笈金水準か

らみると、造型→溶解→後処理→砂処

理→中子という綴になるが、これは熟

練度別というより肉体的摩耗度(特に

後処理ーについては厳しい労働である〉

が加味された仕事別笈金ということが

できる。第 2に、しかし総体的にみれ

ば、ここでは三つのクソレープとしてと

らえることが出来、それぞれの特徴を

もっているo Aグループについてはす

でにのべたが、 8グループ、これはか

つての鋳物工としての熟練工集団であ

4-3 鋳物語Eにおける滋種別年令別賃金水準 (43if-12月)

Nn4およひ'Nn5企業労働者賃金の分布(資金総額)

70，日00

60，000 

50，000， 

40，000， 

30，000 

J
A名
(
才
)

(問
)

J

一
6

F

一
F
3

ニペ

一

日

才

一

時

才

叫

才

国

才

羽

才

出

才

る。このグループの労働者は「移動j

の頃でのベた如く一人郊の熟練工となった以後はほとんど転機しておらず従って年令と勤続は一致し

ている。しかし表をみてもわかるように 35才位から 40才位までは賃金は上昇するが 40才合にな

ると全くといって頭うちになっているのが特徴をなしているo Cグル…プは後処理・溶解・中子工の

労働者群であるが、このグループの特徴は停滞的賃金水準である。そして高令化するに従って賃金曲

線は下降する。このグループの特徴は 4-1 5表のようJζ勤続弔設が非常に短い事である。従って肉体
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4-15表 tii5企業労働者の職種別賃金(昭和 43年 12月)

験 積 勤続年数 a平均賃金 b (平均〉基本給 b/a 

造型工 1 1. 2年 5 3.8 6 9円 5史164 7 2. 7 克

中子工 1 5 5司473 30.853 7 8.2 

溶解工 5. 3 4司276 3 5.457 7 2日

後処理工 2 46.609 31.527 67.6 

砂処理工 3 4 4 4.84 4 36.364 8 1. 1 

'No5企業主重金合格より作成

-後処野工の基本給比率の{g;t、ことに注目

的摩耗度の激しさのなかでたえず入替り一定の賃金水準のもとで次々と中高年層不熟練労働者が補充

される。但し砂処理工、中子工はかつての熟練鋳物殺人の併]摩耗後の仕事となっておりあてがい扶

持的賃金で、、このうち中子工については一部は既婚婦人にとって変り、最低の家計補助的賃金となっ

てし、る。

以上、鋳物工場を例にしながら熟練工賃金の崩壊と新しい賃金形態の特徴をのベてきたが、これ

も云わば完成した形ではなく過度的な賃金形態である、と云える。しかしこの過度的な形態は、その

中にAグループにみられる年令・勤続的な-Jt安定的な賃金をも引下げるさまざまな諸要閣が内包さ

れており、全体として低賃金構造が再生産されざるを得ない特質をもっていることに注視しなければ

ならないと考える。根本的な賃金変革は労資の賃金交渉の成立と成熟を待たなければならない。

ロ 賃金管理と賃金水準

調査対象企業のほとんどが年令・勤続給を基礎に、能率給や人事考課を加味した綴級による犠能

給などを主著書な柱として賃金体系を構成している。このうち半数近くが団地協同組合が作成した賃金

体系を導入したり、それを勘案して独自の規定を設けている。この賃金体系は組合の労務担当者が

「賃金管理のす Lんでいる必 1企業や業界の規患を参考にして、自分の〈炭鉱での)経験を生かして、

鉄工団地に合うように作成したjと云われている。作成されたのは昭和 4 2年 5月である。従ってこ

こではこの賃金体系をもとに検討していく事にしょう。

この賃金体系を作成した意図として次のように同担当者はいっている。 r(それ以前は)いろい
ろ問題があったんです。毎年毎年勝手に賃金規定をつくったり、まったく規則らしい規則をもってい

なかったりして。やはり人を雇うんだと。雇った人が気持ちよく働く事が経営なのだ。という事を社

長達にも説明しましたJ。道や労基局の指導もあったが大企業(炭鉱)の労務を経験した担当者から

みて集団求人や労務改善事業をおし進めるうえでこうした実態はどうにもがまんできないものであっ

たという。

この貸金体系の思想、は、1.rC一度雇用したら〉将来ともに従業員であるjと思うな、 2町「入手
不足jを深く経営者はみつめ、労働条件が整備・明確化されているかが労働者の「企業の選別 jの鍵に

なっていることを知るべきだo 3. r従業員は賃金について作業の重量や、他の者と比較したり、物価の
値上りjなど「賃上げを著書求するjことを知っている。だから a、賃金の合理的な決め方、 b、賃金

制度の近代化が婆請されているのだとしている。

そして賃金計画作成にあたっては、経営計闘を「従業員に周知徹底lさぜ、雇用計画を立案し、

。，nu 
ヲヘ



tfii 1 1企業の人事考課表4-1 7表

地
沖
掛
川
判
務
訪
湖

総
叫
同
制
湘
山
γ

日

言平 占 区 分 得点合計

所属
秀 優 良 i1J 

考
不可 成 績

課
軍最種・曜襲名 ul 19 0 18 5 50

1 計 序 7'U 

聖書 索 |評点 震み 得点

作業態度 性 {匂

2 協議性 1視野が広い Z視野が狭い 5慎重 4軽卒 5自制心がある d感情に走る

5 積極性 1意志強固 8意志薄弱 R公1'1-を知る 1 0公私を混同する 1 1他人の震も聞く
4 確実性

5 速 度
1 2，うぬぼれる 1 3快活明朗 1 4，陰気偏屈 1 5きちょうめん 1 6，だらしない

6 理解カ 1 7.堅 気 1 8うっかり調子 1世折衝がある 2 0折衝がない

7 企画カ

B 管理カ 将来の見込み 現在の仕事への適否

9 体 カ イ非常に伸びる 望ま由 イ全く適する 理由 本人に向くと思 j 

10 安 全 ロかなり伸びる (ニ・ホの場合〉 ロかなり潰する (ニ・ホの場合) われる仕事と将

11 設備保持 ハどちらと云ない ハどちらとも云えない 来性

12 人 杯i ニあまり伸びない ニやや適さない

苦十 ホもう伸びない ホ適さない

指導監督上に留意した事 本人を参加させた研修会 本人b滑に興味深く研究した初 管援者としての索賓と将来性 こんど、の指導上留意する点

本
位 事 希望の具体的記載 評 定 者

J 

人
イ今の仕事以外はやりたくない 第一 印

の ロ別の仕事もやってみたい
次
評定年JjB 昭和 年 月 g 

希 ハできれば別の仕事をやりたい 第二
望
エとくに希望はない 次 評定年月日 昭和 年 月 日

.... 酬剛銅咽E・幽酬剛嗣 一 一

月年臼~昭和月年昭和
表謀考7JIJ 人個

Cコ



中小金属機械J3業における工場集窃化と企業内教育の後関過程に関する実証的研究

合想的な「総人件費jの査定を行う。そして具体案のなかに感られているものとして注目されるのは

「企業として必要度合別雇用曲線jを「履潟陣難な年令層、異喜誌の多い年令層、技能の熟練度別必要

度より離職を防止しなければならぬ年令劇(ーは筆者)を推定して作成すべき、更に「中途採用者j

が雇用事情によって増加することを配慮した基本給表の手直しをすべきであるといっている。このよ

うに賃金体系作成の前提をたてて、 「賃金規則例jおお00会社賃金規員Ijを作成し、経営者への教育を実
施した。

これによれば基本給は年令給・勤続給、職能給によって構成されているo (以下4-16表参照の

このうち験能給は人事考課の結果によって上位の署長階への昇格によって決められるが、この人事

考議については賃金のみならず労務管理閣でも団地内全業に広く採用されることになった。例えばtVO

8:iE:業の人事考課表(4-1 7表)などが一つの汎例とされ団地企業の多くで採用されている。このよ

うに賃金規郎普及活彰のなかで生みだされた人事考謀、験級制度は技能序列の動揺による労務統轄へ

の不安、職場秩序に形成に悩んで、いた経営者逮に影響を与えるとともに、現実にはかなり安易な形で

この制度が導入され、一面的、主綴的な人物評価がなされ労働者の間に不満をもたらす結果にもなっ

水
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4-16表賃金給与の種類

(1) 月例給与

イ 基準内賃金

①基本給「一年令給

トー勤続給

L一一職能給

ロ 基準外賃金

① 超過勤務手当

@ 深夜作業手当

窃宿日直手当

⑨休日手当

@ 年次有給休暇手当

⑥ 特別l休暇手当

当

@役付手当

@ 資格手当

@住宅手当

@家族手当

@通勤手当

(2) 臨時給与

イ賞与

ロ 石炭手当

(3) 退壊家給与

イ退織金

ロ 特別慰労金

鉄工団地賃金体系の手引から
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教育学部紀婆第 23号

はりだすわけで、す。基本的には請負給ですJとして、それでも r5 0 %は留定にして賃金カ yトはし
ないjというものの、病気その他によっては、賃金は極めて不安定になり叉、欠勤者の出た場合も

「連続勤務jを断わりにくいという状態を労働者の中につくりだしている。

それでは以上のような賃金体系の導入により、鉄工毘地の労働者の祭金実態はどのような状態に

あるのかを明らかにするために、開地組合の賃金実態調査(回答 15杜〕をもとに 47年?月の時点、

での、年令別・勝額別平均基準内賃金分布と賃金水準(賃金上昇傾向〉を調べてみた。 4-4図が

それである。ここでは実態調査の区分に従い生産部門労働者を 5つのタイプに分けて表示することに

しfこわ先にこの表の欠陥をのべておくと平均賃金をもとにした分布なので、それぞれの年令・賃金の

上下がカットされ、中失点での特徴としてしかとらえられないことである。であるから例えば一般技

能職(男子)についても 33才位までしか分布がないが勿論全労働者についてみればもっと高令の労

働者まで存在するわけである。それでもこの表からいくつか特徴について指摘しておくことが出来ゐ

第 1に、各車義務区分毎にはっきりとした賃金格義が存在していることであるO 特に同じ技能一般

織でも、男子と女子の賃金格差が著しい上、女子の場合はほとんど年令に関係なく、もっとも低賃金

水擦にへばりついている。叉、同じ一般職男子でも高卒を対象にした技術職と技能験では間一年令で

も平均して 5.0 0 0円以上の格差があり、その差は年令が主義くなるにしたがって一層紘大する傾向を

見せていること、である。

第 2に、現場労働者の賃金が大巾に引き上げられるのは、補佐織への弁進、即ち役付工になった

場合であり、この道をはずれれば賃金格差は一層深刻であり、きわめて低賃金水準におしとどめられ

ることである。先にのべたように一番末端の役付工になれるのは約4人に1人であり、しかもほとん

どの企業が新規学卒者を中心に養成する方向をとっていることを考えると、残りの 75%、その大部

分を占める中主義年の労働者(熟練工〉の食金水準は低いというだけではなく、先にみた鋳物工場の事

例からもわかるように、次第に頭打ちの傾向をみせていることであるO 同様なことは監替験と補佐織

の関係においても云えることである。

第5に、各企業により間一験務、間一年令でも賃金はかなりばらつきがあることである。このこ

とは各企業の業種、職種、ヰ途採F持者と学卒者の構成比に起関していると思われるが、それでも、部

地内の学卒初任給協定こそあれ、団地内企業間の賃金の平準化はまだ実境していないこと宏示してい

る。

最後に、総体として基準内賃金をみる限り賃金水準はかなり低いことである。技能一般験男子を

例にとれば最高は 33.5才でd万 5千円程であり、 2 9才で 5万円そこそこという基準内賃金は再生

産に再小限必要な生活給的賃金すら、含まれていないということになる。ここに残業、労働待関(今

だに土曜日半どんのところすらない〉の短縮の声が表面しえない原因の一つがあるとも考えられる。

今回の調査を通して労働者調査のケースは少ないので全体的な傾向としてはいいきれないが、「少

ない残業で食える生活が望ましいが(自分〉おとなしいから不満は云わないJ(鋳物熟練工)

「組合は御用組合だからあてにならないJ(1仮1企業労働者)という一見あきらめにもにた

から、賃金のみならず労働時間、自分の体の IL~( いつまで働けるか〕、住宅、退織金など具体的な

ことになると中高年労働者を中心に生活不安の場大を背景にした企業への要求は次第に強まっている

のではないかと感じざるを得ないo
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鉄工問地企業(1 5社)の年令別・職務7JIJ平均

基準内賃金分布と賃金水準(昭和47年?月現在〉
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教育学部紀要第25号

第5節 労務管理の形成溺程=，fi;:1企業を事例として

，fi;:1企業は、第 2章第 1節でも述べたように昭和 42年、鉄鱗大手 6社の一つK製鉄の商部門に

あたる K商事の系列下に入った。(4 (3年、 K製鉄の子会社グループに加えられる)

K製鉄グループへの系列化は、 K術事からのシビアな要求一一経営陣の全間劇j新郎ち社長、工場

長その他の役員のK商事からの派遣とともに、 「体質改善J=企業「合理化jの徹底として遂行され

た。

不況部門の産業主転車問の改編、製鋼圧延部門の新設と犠強、工場別独立採算制など経営管理組織の

大巾な手直しが行なわれる一方、社長通達に基づ〈焼律委員会が設けられ、車義務権限の見直しと明確

化、モラール向上の諸施策が立案された。現場作業部門に於ては、交替勤務体制!の導入、第5号室でみ

たような炭鉱離職者などの大量雇用による労働力編成のもとでの生産体制の確立のための「職場長制

度jの実虫駆によるライン・スタッフシステムなど労務統轄機構の強化がすすめられ「近代的j労務管

理・企業内教育がその一環として、あるいはそれを支える基幣として導入された。

第 2章および第 5畿の事例として分析してきたように系列化による製鋼圧延部門の新設あるいは

Hフレームなどの委託加工の開始は、労働力編成の面に於ける験場秩序の形成とりわけ製鋼・圧延部

門の炭鉱鱗験者を主とした未経験高年層労働者の大量導入にみられる如く、これらの労働者の労務統

轄一一それは生産性の向上と低賃金基盤の維持を至上命令としていた均一の再編成を強力に押しすす

める事になった。

これは、労務管理体制jの特徴を指檎するなかで、このような労務統轄の強化が1/i)1企業労働者に

どのような影響を与え、資本に対する戦斗性を強めつつあるかを明らかにしたい。

1 労務絞轄方式の再編と曜皇制Ij)替の強化

K製鉄系列下に入り、小形棒鋼生産のための製鋼・!E延部門が整備。新設された当初は製鋼二直

!E延一直の勤務体制でスタートしたが、操業が軌道に乗るとともに、析からの小形棒鋼市況の好況に

よれ圧延ニ組二交替、製鋼三総三交擦を実施した。

このような交替制による要員は炭鋼離職者を主とする中途採用者の大量雇用と社外工の導入によっ

て確保された。この編成の特徴については第 3設で述べた。そしてこれまでの f月産 4，0 0 0トン体

制jから「月[lf7，300トンjをめざして操業聞もない向部門をフル操業するとともに製鋼における

チャージ因数の犠加、圧延に於ける圧延スピードの増進など労働密度の強化がはかられ、更に!E延機

のフル稼動を維持するため、製鋼工場では交替番号勤務の他に一直二直の労働者は平常の残業の他に、

rs嬢残業という名のこ交替勤務が日常化し、一月の総銭業時期は 8日時掛から最高 12 0時間j
(労働者熊取調査より〉になった。このような勤務体制に対して労働者調査では「圧延職場のように

日曜日を休ませろJr 1 2時間勤務でいいから現庄の人数のままで二交替勤務にしてほしいjという
切実な要求が聴かれた。

4 4年の会社機構の改定により現場部門に導入された「職場長制度jは、このような状況、郎ち

炭鉱離職者を中心にした労働力編成と、交替勤務の労働条件の劣悪を支える労務統轄機構として実施

された。これまで圧延、製鋼職場を統轄していた課長は、経営部門の管理職として原価管理に重点、が

おかれる事になり代って新たに新けられた験場長が生産管理・労働者管理の素妊を担うことにより、従

来からの職制一一組長、伍長の強化とともに「生産第一主義J(必1企業総務課長)を貫く験場秩序
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の再編強化をはかった。

これによりライ γ ・スタッフ制度の確立をみる一方、曜ま務権限の明確化が追求された。即ち、車車場

長は与えられた人員、設備を用いて f定められた枠内で生産を予定通り遂行する事、課長の製造原価

計算の指示に従ってコストダウンをつくす事Jと定められ、資本の要設する「合理化jの実行室主任者

として位震づけられた。組長は監督者としての役割が一層強化され労務統轄再編のかなめになった。

組長は「作業員管痩Jr生産の遂行jの複接的責任者とされ、能率給の導入をより効果的に発揮する
ため、組毎に生彦を務わせ橋産目標を遂行させるとともに、不慣れな未経験労働者の多い職場を統轄

し教育する震要な役割を担わされたq これに対して伍長層は、生産に従事しながら管態的験務を遂行

するとされているが、実際には「労務管理上の権限は余りなL、JC総務課長)状態であり、特に伍長

層が技能の簡でも!日鋳鋼部門からの配転者が多く未熟であることから第一線監督者としては十分機能

していない。しかし最近、このような伍長漕に新しい高卒者が発用される傾向が出ており第一線較督

者として強化される方向を示している。

このような験場秩序の再編強化も合理イヒの加速的進行のなかで、 4-18表のように製僻・圧延職

場を中心に r4ヶ年連続して安全特別指導事業所に指定(社内報 2日号、 47年 B月〕され、一方劣

悪な労働条件は定着率の低下(前橋3 1 0表〕と出動率の低下をみ、この奈は残った労働者のー!替

の労働強化を招き、労働条件に対する労傍唱の不満を熔大させ、更に管理・監督者層tこ対する不満、

「系列強化による自主性喪失jと批判を生み出し(社内報19号・ 47年 d月)ているO

このような状況は、労働者の不満に対処し定費性の悪化を防止し、労働者管涯を円滑化するため

にも、特に組長一一伍長ラインの職制能力の向上が要請され、軍主督者教育が一層Z霊視されるに奈って

いる。

2‘ 人事考課と昇進昇格管理

昇進。昇格に関する制度は、圧延工場が作較した昭和 43年に「人事競刻Jr給与規則IJJおよび
「身分芥格に関する内規JC以下内規と呼ぶ)の改訂新規制定により、確立された。同社の昇進昇格

制度は、 4-1 9表のようになっており、呪場労働者についてみると、通常採用されて 6ヶ月;こつと本

採尽になり係長と呼ばれ身分区分では雇良されるO

開表に於ける左右の呼称は身分区分と対応関係を示していて、伍長、総長で技手、組長、車車場長

で技簡になっている。伍長の場合についてみると実際の運用上の面では緩員の場合が多L、。叉、昇格

に必要な最低年販は「内規jに定められており 4-20表のようになってし、て高卒男労働者が基調になっ

ている。しかし高卒男子労働者の場合でも実際上大半はこの基準よりも年限がかかる傾向を見せてい

る。人事考課は年功制を基調してきた同社の昇進昇格制に新たに導入されたものであり、 4-21表の

人事考課の概要をみると、技能のウエイトが35%で、人物評価、モラールに関するウエイトの方が

大きし、。

このような昇進昇格制の特徴をまとめると次のようにぎいうるだろうO

4-1 8表 /仮1企業の災害発生率
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4 -1 9表 ，fti1企業における身分と犠措との関係 カを規定しながら、他方では量的に

身 分 〈対応する〉敬暗

(事務〉 雇員 (現場〕 係長・伍長

は現場労働者のなかでは一般中途採

用労働者が多数を占めているという

現状と照らし合せるならば、後者

の労働者は昇進の道からも無縁な差

別された労働者という事が出来る。

L 

書記 投手 係員・伍長・総長・係長

主事 技部 組長・係長・験場長・課長

高IJ参事 験場長・課長・室長・部長

参事 室長・部長

4-2 0表 昇格のための最{島必要年限

第 2に、昇進・昇格、特に昇進

の簡では、校能から管理能力が重視

1 雇員期間2年以上を経た者t主義記叉は技手候補の資格を有するもの

2 察記、投手期間 5年以上経た者は主事叉は技締候補の資格を有するもの

五 主事叉は技師期間5年以上綬た者は話1]参事候補の資格を有するもの

4. 副参事期間 5年以上経た者は参事候補の資格を有するもの

ら 副参事その他により前号の資格を有すると認めたもの

注)身分昇格期準に関する内規より高卒男子の最短綴関を基準にしている

4-21表 人事考諜表(要素およびウ且イトのみにした〉

(一般作業職〕

区分 要 素 ウェイト 区分 要 3表 ウL イト

されるようになり、人事考課

にみられる評定要素に於ける

技能のウエイトの低さと合せ

て、昇進弁務に対する観点が

そラールあるいは企業への忠

誠という観点を重視されるに

歪り、しかも査定に於る評走

者の慾意、が多分に入ることか

らもみて、先にみてきた現場

労働者の有精と合せて、労働

者管理が労働者として資本の

意のままにするという点で一

層シビアーになったものと解

人

物

技

官包

責任 感 1 0点

協調性 1 0 

正確度 1 5 

速 度 10 

知 識 1 0 

1次評価・・・組長

2次評価・・・係長・職場長

3次評価・・・課長

安全

動

務

動

怠

勤怠、を除く明均値 75-8 0点

災 防 i土 1 0点

就 業態度 1 0 

積 極 性 1 5 

if:z; 1 0 

する斡:出来る。

第5に、昇格制度についてみると、後と述べる賃金に於ける基本給・験務手当の怨と密接に関係を

もっている。例えば、雇員についてみても一級・二級・三級の級数区分があり、これが、賃金の格付

けになっている。雇負から技手になるのに高卒男子労働者は平均5年位とされているが、これに対し

て炭鉱離験者などの中途採用労働者や女子労働者は 7年-1 0年かかると言われ、従って賃金面に於

ても格差を生じさ喰ている。現行の昇進昇格制度のもとでは、これらの中高年労働者は、企業内の低

賃金労働者として昇進昇格の面からも差怒りされているのである。

最後に、このような人事制度が実施される道程で、教育訓練が多様化し重視されるようになっ fこ。

例えば、中堅社員教育・監督者訓練の実施であり特に前者は受講とその成績が昇進に一定の影響を与
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えている。計画されている任用試験が実施される段階では、昇進昇格鍛震と教育訓練が一体となって

労働者支配のより重主要な柱となると患われる。

3. 賃金管理一一舎を率絵の導入と労働者の反援一一

対象企業に於る現在の賃金体系が導入されたのは、昭和43年、 JII鉄系列rrのもとで製鐸・圧廷
の小勝生産ライ γの 動と時を閉じくしている。

それ以前の向社の賃金体系は、事務部門および企業内熟練工を対象とした給与規則、新規学卒見習

工を対象とした見習給与幾刻、一般中途入験者を対象とした準社員給与規則および嘱託給与規則から

なっており、熟練工を対象としたそれは、基本給と回定化された生産奨励金が柱となっていた。新し

い給与規則では以前の 4つの規則が一本化された。しかし基本給に於ては、かつての熟練工と見習工

中途採用者の区分は、月給および日給月給験と月給験として聾されたが、新しい給与競郎に於ては、

この区分は、それぞれ6ヶ月、 3ヶ月の試周期間中の賃金として機能する事になれこの点は以前の

基本給構成とは質的相違をもっていたg

新しい賃金体系は基本絵、能率給および職務手当からなっている。

そして、その賃金総体に対する比率は、それぞれ 20~30%" 14~20%、 20~30%

(推定)となり、この立つの部分で全体の約 2/3を占める。その余の部分の大きなヴェイトを占め

るのは、連動、残業割増賃金で好況時には、基準内賃金の 1月あたり 10ないしは 15労働白に相当

し、この部分の存在が賃金総額をなしてあたかも標準労働に対する社会的平均的な支払倣格であるか

の如き幻想、を与えていた。

このような賃金体系が)11鉄列化のもとでの製鋪、圧延部門を主たる対象として生産性向上、モラ

ールの高揚の挺子として導入されると同時に他方では、不熟練中途入殺者の低賃金基殺のもとでの収

奪強化の方式として採用された事は明らかである。

この賃金体系の特徴を概括すれば、次のような事が指摘できる。

第1に、基本給部分は、昇進弁務制度に対応しており、叉、職務総的な形態をとっているが、そ

の基礎になる職務分析もなされておらず、験措制と熟練度を組合せたもので、能率絵における個人系

数も人事考課のウエイトと年功とが、ほぼ関等になっている。

以上の点に共通するのは、基本的には年功序列の制度化であり、兵っているのは区分する事によ

って生ずる労務管環上の効果である。

第2に、にもかかわらずこの賃金体系が同社の労働力編成の特震と結合する時、中途採用者は、

生産現場における単能工として、叉前職の勤続年数の加算係数(O. 5 )ということからも基本給部分

に於ても、低い地位と昇進の遂をほとんど閉ざされている状態から、低い聯皆と等級、そして能率給

部分に於る低い個人係数と相まって、企業内の低賃金労働者として常に不安定な状藤におかれ、能率

給の上昇と残業運動のみが、荻の再生産を実現しp 彼等をしてー腐の労働強化という劣悪労働条件に

かりたてているのである。

第5に、このような基本給部分の低率と能率給の導入という賃金体係は、単に対象企業のみなら

ず 19 5日年代の後半から生産性向上連動のー潔として中小企業向きの賃金として独占資本の後押し

で中d企業近代化の中心的な柱として進められたが、このような労務管理の近代化は、それ自身のう

ちに、すでに破綻せざる宏得ないような深刻な矛盾を内包する事になる。
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部ち労働者の不満の高まりと労資対立の緊張を生み出す。

更に、この過程をまとめると、まず能率給は、各部門別能率給として生産性向上のた

めに各綴毎の労働者に生産競争をど促し、モラーノレを高める事を狽いとして、それがため、標準生

産量を定め、それ以上の生産量については部機単{簡を算入したが、低賃金のもとでの労働者は、資本

の仮IJから出された工程改善、作業能率の向上を自ら実現し、同業種他企業の労働者並みの賃金を実筑

し、更に生産性を向上させるという結果を生み出した。

このことにより、資本はわずか導入後 2年で上昇する食金を閤定化させるために能率給の手直し

を意図せざるを得。なくなったのである。即ち単価の切下げ、あるいは標準生産 t数に対して資本の怒

意的に動かす事を出来るものとして計極生産t数なるものを提案する事になった。

他方、労働者は、低賃金のもとでの能率給の季節的変動(生産調整〕あるいは不均等(不況部門

間接・事務部門などの部門潤での格差、算定方式の不明な他人系数に対する不満が欝稜し、 44年の

労働者調交でも能率給の廃止と基本給の増額の要求がほとんどであり、能率給(その他に精勤手当)

が自己の労働に対する不当な評価として自覚しつつあった。(特に工場活Ij能率給ということで市況の

波の大きい製缶などの部門の熱線工磨の中でこの要求は強かったと蓄える)

そのような時点での会殺の切下げ務家は労働者の不満を顕在イとさせ、労働条件、環境の劣悪さ、

労働強度の増大などと結びついて、これまで、 「御用組合jと評価されていた労働組合執行部をっき

上げ会社提案に拒容解答を打ち出し、労働協約問題と結びついて、短時間ではあるが、交渉時間切れ

ストライキに入ったのである。

そのような事態の中で会社illlJは、当初の襟準生産量まと部増単価を取りやめ、給対的に労働者に有

利な形での能率給算出法を暫定策として妥結せざるを得なかった。

かくして、系ylffの中での賃金管理の主要な形態である能率給は、再検討せざるを得なくなってい

る。(必 1企業は正延部門の他、製缶、橋梁などの他部門があり、その調撃も問題となった)

他方、不況の進行のもとでの残業規制jは、残業による割増賃金を含めた賃金が平均的賃金水準で

あるという幻想も破れつつあり、事務。間接部門でも不満が高まっている。(7万円→ 5万円という

ダウンもあった。)

更に、このような能率給を含む賃金に対する不満が労働者!警に橋大ずる中で、委託加工という形

で不採算部門を押しつける親企業に対して、このような事を契機に系列化そのものに対する不満が高

まり、 「企業の自主性・管理者の資任jという親企業に対する要求と合せて、社内報上にも経営者仮Ij

の弁解を掲載せざるを得なくなっている。

このような動きは、系列企業に対する親企菜からの最大の要求一一労使関係の安定一ーという事を

時には根底からゆさぶるものになりかねないQ 現実には丸捧市況の好調にささえられて表面化してこな

かったカ:。

賃上げ交渉の中でも、 46年、 47年と会社側は一定の譲歩を余語録なくされている。

そのような中で、新鏡学卒労働者の年々の増加と合せて一般採用者の減少と社外工部門の増枕

どで基幹工部門は多能工化による「少数精鋭主義」などを含め労務管理全般にわたって、軌道修正が

なされようとする動きが見られる。賃金管理の留でも職務給などを含め、新しい賃金体系への移行が

模索されている。

以上のように、この事例企業に於ては系列化を契機にした「合壊イじjの全面展開の中て骨務統轄方式

の再編成と f近代的j労務管躍の導入〈これまで述べた他にも社内報、品質管理活動なども霊主要な役

割を持っているが)がなされた。
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第5業企業内教育の現段階的特質

中小企業における企業内教育の実態についての報告は官庁調査での労務改善の一項目として、あ

るいは綴業謬11練に関する裁査の一部として報告されてきたところに負うことが多いが、近年が各地の

商工会議所や民間の教育訓練法人などでの誠査もおこなわれ、 「日本産業訓練百年史J(日本産業訓

練協会)にはこれらの調査を一応網躍した記述がある。中小企業における企業内教育の新たな展開は

6 0年代の云わゆる「高度経済成長jと軌を一つにしたとほXいうことができるが、これは叉この時期

に本格化した中小企業再編成の通程における政府・独占資本からの政策的展開でもあったということが

できる。期ち従来の技能養成と TWI中心の教育訓練の普及からこの時期にはさらに多様な形態の教

育訓練も導入され、その機能・役割も労働力の企業内育成と労資関係的視点が重視されるなど質・量

共に草主要性が婚大してきたといえるO さらに 60年代後半には云わゆる「マル生運彰IJの中小企業向

けが親企業や生産性本部などをとおしておこなわれるようになり、例えば金金傘下の労働総合運勢へ

の介入・分裂のテコとしての役割をもつようになる。さらに能力主義管態、小築関論を含めた自主管

理活弱I(QC'ZD運動1)なども一部の企業で実施されるにいたった。こうして特に下請中小企業を

はじめとする中小企業の「選別・切捨てjの一つの用件として経営者教育をはじめとする企業内教育

が位置するようになったと云えよう。

ここでは以上のような認識にたちながら町工場の集沼化という「近代化jの一局面での企業内教

育の実態とその特徴について、技能養成、技能検定制度、各種の教育訓練の実態、共同勝業訓練(鉄

工団地高等職業訓練校・・・・以下共同職謬11と呼ぶ)の襲撃能と問題点など全ての教育訓練についてつぶさ

にその実態の把握をつとめるとともに、そのもつ機能について労働者教育のあり方とも関連さぜて最

後のまとめで考察したいと患っている。叉、特に技能養成については現在の中小企業における熟練問

題についてより一層深めるために労働者調査をもとにして鋳物工の技能養成の変容についてまとめて

み Rこ。

第1節 企業内教育変容の要因と鉄工団地協同組合の果した役観

1 企業内教育の変容を促した要因

調査対象企業における教育訓練の変容を促した要閣を明らかにするため、すで、に三つの視点、即

ち第 1に生産過穆の変容にともなう労働内容の変化、第 2に労働力の質および量に対する企業側の要

求、第 5に労務管理の変容というようにそれぞれとの関連で新たな教育謬11練ニーズの発生することを

確めてきた。現実の企業内教育はこれらの諸要因が有機的に結びついて新たな教育ニーズを生みだし

過去の訓練方法を変化させ、金業内教育に多様な形態が実施されるにいたったということができる。

そのことはすでに行論中でも詳しく明らかにしてきたことなので、ここで、は特徴的な点についてのみ

いくつか指摘しておきたし、。

まず技能教育の側関について、技能養成そのものについては第 2家、 5章でのベてきたことな

ので後の節で兵体的な鱒署の中に含まれるが、すでに述べた如く、対象諸企業の業務内容が欝工業独

占体の発誌にもとずく半日賞品が主であること、そのためには独占的大企業の製品の規格に合格し得る
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技術体得lを築くことが当該企業にとって企業として生きのび発展させるため必須の条件としてますま

す強まる反面、これらの企業休部には技術高度化の内的条件をほとんど有しておらず、さらには先輩

熟練労働者自ら叫交際体験をもとにその婆求を満たし新しい労働鳴を指導する辞カがなかったという

点であるo このため、企業は新しい基幹工たる宕年労働者を主たる対象とした技術噂入のための教育

を強く追られるにいたった。

第 2に、中小企業の「近代化jをす Lめるための親会社・あるいは行政機関の指導の恨釘の 1っ

とし、経営者が付加{濁{複を高めること、云いかえれば労働者の科学的管理を行いうることこそが f近

代化jの指標になり、ピノレド企業たる資格とされた事である。このことが、経営者・管理者教育のブ

ームの一時をなしていることは行論のなかからも云い得ることである。第 5に熟練工からの作業遂行

上の構壌の経営管理部門への吸い上げは、産業下士官としての役付工を育成する必要に迫られ、その

ためには級制権銀の見直しとその絵務能力について企業側の意図する能力を引きだす必要に迫られた

ことがあげられる。そのような意味から云えばこの時期になってはじめてこれらの企業にとって、経

営者教育あるいはTWIが内的必然と結びついたと云うことができるのである。

2. 鉄工部域協同総合における教育謬11練の実態とその役欝

工場集団化が倒別の企業の経営管埋体制の近代化に一定の効果を来すものとして機能しているの

は、前主主でのベた賃金・福利淳主主・労務対策の「指導機関Jとしての役割を団地組合が強めてきたこ

とにもよる。先にのべたように対象諸企業の経営規模拡大の過程でさまざまな教育ニーズが形成され

たが、この要求層対応する教育訓練〈特に管理者・監督者訓練)を偲別の企業内で実施しうるところ

はごくわずかであり、大金業の系列企業ヰ技術指導をうけているところに限られていて、他は外部へ

の研修参加という形で進行しているのが嘆情である。この外部研修の実施主体として協同組合が緩営

者層から期待されるのは当然のなりゆきであった。

鉄工団地協同組合〈以下協組と略する)がこのような期待をうけて、本格的な各種の訓練を計画

実施するようになったのは「昭和 39年壌からjということである。この聞の事情をより正獲にのべ

れば、企業が協組に f訓練主体としての役離を期待jするようになったのは協組による各種の訓練が

一層軌道にのった 40年以後で、団地組合結成・工場集間化という時点においては f経営者逮は全く

無関心だったJ(当時の労務担当者の話)のである。協組が各種の謬11練を実施する契機になったのは

むしろ行政機関の f指導jであったといわれている。具体的な契機として挙げられるのは、集団求人

に参加の際に f共同験業訓練所をもヴくきだjという道庁からの指示、そして昭和 40年からの労務

改善事業の指定額体になったことである。

協組が独自に教育謬i鯨計画を実施するにあたり、まず議視されたのは f経営者をどう教育するかj

(協組専務埋事)という点におかれたと云われている。この間の事情について fお役所が(協組)組

合員を強化せい、労務管理を近代化せよ、などいろいろ云われた。それでいろいろ参考文書や、著書類

をおくっても彼らはほとんど読まないんですね。組合の運営にしても自分のところにメリットがなけ

れば知らん顔している。教育ということに関心をもってくれたのはO氏(，f[ 4食業社長)の他ほんの

わずかでし t.::Toそのためまずトアプの訓練が必要なんだということになったんですjということか

らも窮い知ることができょう。

協紛が実務したこれまて叩教育謬II練(共開毅識を徐く)を整理し、まとめたのが 5-1表および

5 -2表である。この表にのらない訓練・研修の斡旋もかなりあるという話をさておいても協組の教

育訓練機関の果している役割の大きさが獲解できょう。
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札幌綜合鉄工団地協同組合において実施された教宥懇11練(4 2年吋 47生存〉

名 称 開催の期時期 目的および内容 受講対象者 講 都 主催国体および 関

管獲者 訓練 昭和42年V18 工場の経営労務講座 経営者・管理者 組 合

霊長 4審者訓練 11 /3日 現場の「コストダウシと労務管理j 社長、課祭 11 

監 4費者研修会 " /1悶 工場の労働安全衛生実務 工場羨・課長 11 

労務淳生研究会 11 /11間 鉄工ストアー、独身害事など福利厚生施設につ 各労務担当者 11 

いて検討した

鉄講工生産管E理E舘m1開山 4 3年 /2日 企業の合理、近代化の即応および原価の把握 経 営 者 党北電労務課長 組 i口'>. 

についての考え方を基礎からわかりやすく説 他 本L 幌 市

号耳

第2間 4 4年 /3日 入手不足と労務管理 '〆

労務管理研究会 4 3年 /18 11 組 合

経営講習会 4 4年 18- 労務管理の菌からの企業のあり方 社長クラス 田辺経営労務 経 i口h、

(悶辺経営ゼミナー〉 (第 1回 38人参捕 EC鉄工団地分4 7年 2日

まで毎年 その後鉄工団地分会 会

が出来た

管理者講習会 4 4年 /3臼 賃金管理・就業規則の整備、作業の計数管理 工場長・部課長 組合労務担当者 組 合

の昔十麟 他

TW工講習 会 4 4年/5沼間 人の扱い方・仕事の教え方・仕事の改善 工場長・課長クラス 石狩支庁商工労 組 合

道立戦謬11で実擦に機械をつかってやった 一郎総長・班長も出 務 課 他

席

安全管理研修会 4 4年 /1日 組 合

労務改害事事例研究会 4 4年 /18

第 1線監餐者北海道 4 5年 /1日 監督者教育 団地企業から 15人 日 ~ 訪11 日 産 謬11

研究集会 総 合

5…1表

t
l
U
M
4
1
1
 



災害防止の講習会 4 5年 /1日 安全問題のとりくみ方 経賞者・部長クラス 労働基準監督官 組 i口>. 

札幌鉄工部地安全衛生協力会の発足 者? 基 局

新入社員研修会 4 7年 /2日 一般的教養 新入社員参加者 籾合理事長他 組 iロ込

5 0人

鉄工i湿地協同組合事業報告書および聞きとり弱王まから作成
実技は 5-2表に分割したα
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時
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明
日
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必

札幌綜合鉄工団地協同組合で実施された教育訓練C4 2年→47年)(実技・講習)

名 称
開催の時期

目的および内容 受講対象者 講 蹄 主催団体
および期間

玉掛技能講習会 ほ X毎年 法定玉掛技能者の養成 玉掛未技辞表 紐 メ口ネ

2日-3日 学科講習・実技講習・学科試験 47年受講者 267人

合格者 242人

アーク溶接工技量ま資 4 5年 /1日 アーク溶接工技量資格検定のための講習およ 受講者 3 2人 総 i口>. 

格取得講習 びテスト 合格者 1 1人

ガス溶接講習会 4 7年 /2酪 学科講習 受講者 5 8人 綴 i口>. 

学科試験・実技講習 合格者 3 7人

全道技官手コンクール 4 7年 /1B (溶接・旋盤)などに参加 参加者 2 7人 殺害学検定協会

入賞 5人 総 i口b、

技官H 輸北海道大会 毎年 / 1 B 4 7年度旋盤 2名、鉄工 1名参加 4 7年 技能検定協会

参加者 5人 組 ぷ口h 

入 賞 1人

5-2表

<.N 

'" ト。

出所は 5-2表t亡同じ

実技についてまとめた



中小金主義機械工業における工場集団化と企業内教育の援関過程に関する予定員E的研究

この表をみればわかることであるが、まず訓練対象について云えば先にのベた経営者、管理者層

を対象にしたものが圧倒的に多いということである。しかも監督者訓練のような職制を対象としたも

のも当初は実質的租長あるいは経営幹部を受講対象者となっていて、これはその後、監督者教育は本

格的に実施されるにつれ次第にその職務担当者に移っていったが、それでも例えば 44年の TWIで

いえば、 「出席したのは工場長や課長が多かったですね、豊平さんや丸吉さん、中道さんなんかは組

長・班長といわれているのを出してきたんですが、でも実際課長クラスが人の扱い方なんか勉強しな

ければとても自分のところの班長なんか出せませんからねJC前の協総教育担当者〕というように、

一般に云われている監督者訓練の対象も中小企業においては現場職制まで去さっていないというは鉄工

団地に限らない答である。

しかし表からみてもわかるように経鍔者教育は周辺経営への経営者逮がEC鉄工団地分会(イー

グルクラブ)をつくって交流を兼ねながら継続されているのを除けば 46年頃を坊に教管訓練は停滞

気味である。今後、現場の役付工を対象とした監督者教育を実施するかどうか現在はその過渡期にあ

るという o 4 7年には築関求人による新入社員を対象とした「新入社員研修会jが協組の主催で実

施された。しかし先にのベた築関求人の捕惑を含めて、監餐者訓練・技術講習をどのようにす Lめる

かという点では必ずしも見通しはないようであるO

第 2節 技能養成方法の変移とその特徴

これまでにのベてき ように一連の生産過程、労働組織の変容は、技能養成方法にも一定の変化

をおよぼした。云わゆる技能養成期間の短縮という実態が、果して一つの必然、的なものとして繕えう

るのかどうか、仮に他の嬰悶と結びついたものであるならばそこにいかなる問題を生じているのか、

等々、ここでは技能養成の変容と現状での問題を明らかにするために、これまで明らかにしてきた一

連の課題と結びつけて考察する。

その場合、現状を規定す守けるものとして、第 1に、若年労働力の企業内養成、早期戦力化が、対

象企業に一般化しR輩、第二に、企業が、品質管理や作業効率の向上をはかるために、技能に対する

一定の客観化、郎ち作業標準などの導入をみるが、これがどのように技能養成に影響を与えているか

などを考I習にいれなければならないだろう O

そしてその場合、 「職人 jとし、う言葉に云いあらわされた中/ト企業労働者の象徴ともいうべき熟

練工一一それは万能工であり、カンとコツを体現していたーーが、過去にどのようにして形成され、

それがどのように変化していったのか、をもう一度補えなおしてみなければならないと考える。

従ってここではまず、熟練工の変容を、鋳物業に例をとり、戦前・戦後を通じての技能養成方法

の変容とその特徴を明らかにし、それとの連関で、現在の技能養成体制の実態分析と評価を試み3るこ

とにした。

1. 鋳物工場における技能養成方法の変容

北海道の鋳物工場は昭和 30年代を通してこしき炉と道具を主要な生産手段としたものから慕幹

部門を含め機械化が大巾に進展した事は第 2章で述べた通りである。しかし本チHの)11口などの鋳物産

地に比べればおなじ中の企業でも 5年容の時代差があると問時に、そもそも鋳物て場自体の量的規模

もはなはだしく小さく、したがってそこでの技能養成のシステムも、戦前・戦後を通して本州に比べ

れば擬f倒的であると云える。

之ゾ
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さてここでは、必...， "5企業家二鳴く?人の労働者の聴き取りをもとにすすめるが、 5-3表の

ように、大正惑に入織した労欝者が1人と昭和 10年代に入験した者4入、戦後入織したもの 4人で

あれそれぞれの入殺した当時の技接養成によって論述する。現時点については会社聴き取り議査を

加えた。

鋳物業にふサる主要工程は言者にも述べたように、砂処理、造型、溶解、後処望室が主要工程と云う

事が出来るが、戦前においては、工場の生産設僚もほとんどが道具が主で、溶解においても現夜の溶

解炉とは異り、云わゆる「こしき炉jとよばれるもので楓袋から風を送って小さな炉を加熱1操業し

てい丈ごD したがって機械もこの台風な小型の「こしき炉jの他は、運搬に用いるチェーンプロア夕、

後処埋に用いるターンブラストなどを除いて、砂処埋、造型という基幹部門では、 fっき稼Jrさじ
ベらJrずんベjなどの道具を用いていた。
5-3表調査対象鋳物工の経懸 このような生産

労働者
入職の年 入職年令 最終学際 入織の手ずる

番号

① 大正 7年 尋常小

|①  昭和10年
11 55 才才

青年学校 知 人

設僚のもとで、戦前

の鋳物工は、通常鋳

物験人と呼ばれ、与

えられた木型と間前

をもとに、砂処態、

造型、注湯、型jばら

しなどの作業をおこ

ない、溶解について

も通常は溶解職人と

呼ばれるものが担当

したが、場合によ q
' 

@ " 1 2年 1 5才 高等小学校 兄

@ ν1  2年 1 5才 " 父

@ " 1 5年 1 5才 " 職業安定所

@ か 21年

⑦ " 2 1年 1 5才 学校の紹介

@ fI 2 1年 1 5才

@ fI 2 4年 1 5才 1a父の紹介

ては錆物職人がこれをおこなった。そして後処謹については綴方や鋳物職人や験長の監督のもとに従

弟や見習い工あるいは雑役工が遂行していた。

ところで対象とするところの中小工業一一町場のレベルでは、明治期以前の封建苦手IJTでの日本的

従弟僧i一手工業主産を基礎にした綴方ー験入。手伝一従弟の階層をなす封建的労働組織として

のーーが、そのまま明治以降もかなりの長期に宣って、その要求を低賃金労働力の維持、培養と狙い

はかえながらも盤存され続けてきた。対象とする鋳物工場においてはその手工業的性格と資本の零細

性の根強さの放にその期間も長かったと云える。

そのもとで養成される労働力も万能工的熟練労働力であり、労働者はカンとコツを身につけたと

ころの云村ま職人的労働者であっ tこc彼等は、同時に必要最小限の滋具 fさじベらJrころしJrた
ねあげjなども所有していた。

以上の事をふまえて、ここで述べる事主2つ同寺拶駆分する事ができる。一つは大正から昭和初期に

かけてこのような従弟繊の形式が、崩壊しながらも温存していた時期と、昭和 10年代を中心にした

もはや従弟制の形式も消滅しながらも低賃金労働を媒介にした殺人一一見習工の時期である。

まず前者についてみるために務1労働者の話をもとに考察する。

"1労惨者は13才尋常IJ、卒マ入験した。最初に入ったのは札幌のF鉄工で、入験に捺しては

「年期証文jをだしたとしている。年締ま 21才の徴兵適令英語まで、当時は f年金明け前にやめた者

は、よそへ移ったものは験工として認められなかったjというように年鎖が一定の規制カをもってい
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この「従弟期間j中は、親方のところに住み込み、衣食が保証される一方、親方である F鉄工で

の雑用、私事にも使用された。

賃金は毎月 1B・15日の 2国支給され、最初の 1年間は月に 15銭で「映甑を 5国見たらなく

なる穆度の小遣いjと云うようだった。 2年自になると月 1丹ぐらいになり、 F鉄工をやめた 5年目

で月 2円50銭だったと L、う。これに対して職人の場合は日給で r2門 70銭から 4円程度jとしゅ

ようであった。

年期あけになると、当時の状況は、殺方から「紋付・羽織・袴jと「道具一揃jがわたされ、そ

れとは別にお金がだされた。しかしその額は独立賃金にはほど速いものであった。

従弟期間中の技能習得は、 F鉄工にいた持は、 「昔の験人はケチで仕事を教えてくれる事があり

ませんでした。(験人は)俺は仕事は苦労して覚えたんだ、だからお前らもそうすれ、てな風で狭い

考えをしていました。私はF鉄工に 13の時から 5年も働いていましたが型込めをやらして貰った奈

はありません。使い走りと雑用ばかり、それで仕事は職人がおシャカを出した時は、その際問を験人

間二土で話し合っているのを開いて覚えたんで、す。盗んで覚えるしか手がなかったjという事で、/桁1

労働者は技能を覚えていたため、磁館のM鉄工に移るのである。 r私は 18の時に函館のM鉄工へ行
きました口ここで私は目立の大工場で鋳物の班長をしていた人の手子につきました。この人はふつう

の敬人とは違い、何でも私に教えてくれました。だけど他の職人は偏胞でが]も教えませんj

このことからもわかるように「従弟jである少年工は、もっぱら雑用にのみ酷使され、技能を潔

得するのは、 「盗んで覚えるより仕方ありませんでしたjというようにこっそり験人の仕事を盗みす

るか、よい職人の手子になるという家運にめぐまれるというような、まったく験人の怒意、にゆだねら

れていた。

本道の鋳物工場は当特兼業工場が多かったので、親方は小資本家として存在し、 「鋳物について

素人jが多く「従弟jたる年少工は、運よく技能を習得出来たもののみが職人となる事が出来るが、

殺人の補効労働者としてあるいは工場の補助、雑用労働力としてもつばら低賃金労働者として使用さ

れ、そこに従弟制の形式が存在し、意義をもっていたと解する事が出来るのであるO

ところでこのような状態も大正末から昭和初期になると変化してきたoM11労働者は「だんだん

(年期中に〕逃げだす労働者が多くなったもんだから、(従弟制度は〕大正末ごろに自然となくなっ

ていったo J。叉，r，:3労働者は昭和10年頃の様子を「我々の時は、みな従弟制度ですよね。.

ただ途中で皆やめてよそへ移って歩ぢました。年期を勤めあげた人は本当に少いですね0 ・・ H ・・住み

込みの人もいましたけど、みんな途中から通いになりました。住み込みをやってると、おかみさんか

らrちょっと jなんて言われると風邪薬かなんかの使い走りを頼まれましたからね。賃金は住み込み
の場合は、よそからそこへ移ってきた人よりも少かったんで‘すJと語っている。

このようにこの時期になると従弟制の形式すらほとんどくずれていったが、その要因としては次

のような事が考えられる。

まず、鋳物工場自体の経営規模が次第に拡大し、勝人の雇用だけでなく後でも述べるように年期

中の年少工すらもその技能に応じて「中年者Jとして採用するようになった事、さらに)11日の鋳物産

地にも見られた如く中小工場での労働争議も発生し、全国的にも資本賃労働関係が境線になってきた

事、そのような状況のもとで「渡り職人i層の移動1がひんぱんになったのみならず、従弟の移霞1が増

大したのであるO その碁盤として当時の f従弟需lJJそのものが低策金労働力の維持、培養をねらいと
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して形式のみをその衿として維持してきたものであり、従弟策nの本費である技能養成がまったく怒意

、的なものになっていた事が指摘できょう。それが叉「従弟jの移動を激しくする要閣にもなっていfこ。

さて昭和 10年代になると、当時の呼び名でt主 f従弟jと呼ばれていた年少工も、実際にはその

従弟制度とはほとんど異る性格を帯びていた。何よりも年期奉行など従弟制の形式は消滅するととも

に、技能養成の面でも後述する如く習得期間も短くなった。ただ以前と同様な点は、従弟主主みの低賃

金であり、その格付けが存在した事、さらには敬人との結合一一手子一ーが強まった事であるO 当時

の様子を，f，i2-5労働者逮の話からまとめると次のようになる。

「従弟jと呼ばれた期間は以前と閉じように徴兵遊令期である 21才までだったが、この期間は

「あってなきが如しjで、当時の年少工は2-3年多少の技能を習得すると他工場へいった。他工場

へ移ると「中年者 jと呼ばれ、そ叫うを能に見合って賃金が支給された。これらの年少工は賃金もお給

で支払われるようになり、，f，i2労働者の場合、 1年目で日給 35銭、 2年目で 40銭、 5年目で50 

銭、 f年期明け吉trJで80銭だったと云っている。この当時の殺人の賃金が日給1丹-1門 50銭と

されていた。職人の賃金は出来高給で、腕のし、ぃ労働者が稼ぐ事になり、この事は叉「従弟j期間中

移働した年少工一一「中年者jでもその技能に応じた賃金をとる事ができる事を意味した。

当時の技能習得過程について，fi， 2労働者は「私は職人の手子につきましたが、最初は雑用ですね

砂入れ、物のもち運びだとか雑用ばかりですね。後処理も雑役の人と一諸になってやりました。 2年

目からは爵込めをやらせて貰いまし fこC ストープの!3Jillとか鱒単なものをこのころから作りましたO

この頃から一人立ちさせて貰って、砂のこともやりました。湯口、おし湯は職人にいろいろ聞いてお

ぼえましたo 3年白からちゃんとし td士事を貰ってやるようになり、だんだん難しいものを手がけて

いき....4 ・5年たってから船のシリンダー、フレーム、プットや配水管、炭鋼のポンプなどの大物

をやるようになりましたoJ 

叉、，f，i4労働者は、 「仕事は兄弟子と験人が教えてくれましたね。だいたし、 2・5年たつと手子

につけて貰えるんです。それで手子につく中で覚えてゆきました。敬人はとくに何も震いませんね。

あれこれとぎいまぜん。見て覚えるんで、すね。やって隈違えばしかられる。おこらなければそれでい

いんです。昔はo J 

このようにこの時期になると技僚の習得は以前よりも早くなり、年少工は f見望号いjとして位置

付けられるようになり、 2・5年後から手子として験人とともに実際の作業に従事する、職人一一手

子の関係が形成されるo こうして「見ょう見まねjのオンザジョブトレーニングで技能を習得すると

共に、他方では移動する事によりさらに腕の良い敬人のもとで技能を身につけてゆくのである。この

ような職人一一手子の関係をJ義務にしてオンザジョブトレーニングで技能習得する方法は姿を変えな

がらも現在の原型!としてこの時期に成立したということが出来るだろう。

戦後における技能養成方法は手工的熟練をもとにした万能主的鋳物工が養成された時期と、分業

化の進展のなかで単能工的造型工として養成される過穆と二つの時期に区分される。

まず最初の時期は終戦直後から昭和 36年頃の本道における砂処理襲撃の導入と普及の時期である。

戦後労働立法が樹すされるなどのなかで、もはや新たに雇用された年少工を「従弟jと呼ぶ事もなく

なり、親方の家へ住み込む慣習も次第になくなり、寮などができる。彼らはもっぱら f見習いjとさ

れ、敬人の手子として繍劫労働に従事しながら技能を習熟していった。

当時の見習いの待遇について，f，i9労働者は「職人さんの車部}とは、かなり差があった。当時は中

卒で勢通 3，0 0 0円伎と云われたんですが僕の初任給は 1，8 0 0円でした。会社からも弁当のおかず

，。つι
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位だけどと云われました。 2年目で 2，6 0 0円、 5年目で 5，0 0 0円ぐらいで、すね。下宿できないほ

どの給料でした。見習いは 5年位で20才をすぎてから離と待遇よくなったように思いますjと述べ

ているO 叉当時の技能習得方法について，ff7労働者は、 f入った時は、はじめは雑用ばかりです。砂

入れとか道具運びとか砂おとしとかですね。半年位たって、ストーブの01illとか簡単なものをやった0

2年目位になるとある程度の事をやらして貰えました。へらでなでたり、・・ "0 3年目伎になると一

人立ちしてもらえました。私は早い方だったんです。私は寮だったんで皆んなが帰ってからも一人残

ってやりましたからね0 ・・・・ H 一人前になるのに 5年はか Lりましたね0 ・・一昔の験人は教えません

でしたね。見ょう見まねですか。盗み見で覚えました。 j

他の労働者の場合も技能習得の方法はほぼ同様であるO

戦後の労働三法の制定・労働運動の高揚による労働者意識の変革は、従弟的な規制すら消滅させ

たが、彼らが職人的熟練工の檎助労働者として低賃金労働基盤を形成していた事はかわりなかった。

しかし、昭和 20年代の後半から、職人に対する請負的出来高給がなくなるとともに、生産技術

面でも、溶解炉は、それまでのコシキ炉からキユ…ポラにかわり、エアーランマーなど少しずつ機械

化が進展しはじめた。そして技能養成も、 「ランマーとかキューポラが入るあたりから、みようみま

ねはやめて会社が積極的に教えてやるという風になりましたねJ( ，ff 9労働者〕というように、年少

工を敏人の補助労働者として、叉技能養成も敬人の恋意、にゆだねられていたのが、職長あるいは工場

長の監餐のもとにおかれ、意識的に養成されるようになっTゐ この頃から年少工の技能習得年限を短縮

する事により戦力化させるという事がもう一つの特徴になったと云う事ができる。

けれどもこのような養成体織が、根底的に変化したのは、昭和 36年頃に全滋的fこ砂処理が導入

される頃からはじまった鋳物工の職種分解であり、企業内分業体制の進展であるo この事はすでに第

2章で詳絡に述べてあるので、ここでは省略するが、要するに鋳物業における機械化の進展が急テン

ポになり、かつての万能工的熟練を体得する事が不要化し、あるいは機械によって代替される事によ

りカンやコツの要素が減少する一方、鋳物業界は深刻な技能労働力不足の影響化におかれる事になる。

こうして従来の「鋳物工jとは違ったタイプの「造型工jが新しい基幹工として養成される。この造

型工は、溶解も、後処理も、砂処理も中子もしない事を原則とするもつばら造型を主要な仕事とする

単能工である。入験した若年労働者が、逃げ出しする事のないように定着性に配慮しながら、仕事に

興味をもたせると問時に、かつてのノンピリした技能養成から短期的養成へと企業のイニシアチブの

もとに早期戦カをめざして養成されるのである。

tYo:5企業では新入社員の技能習得!瞭序として、次のように諮っている。 i一年目では、そのグル

プの中に入るという事ですね、そして造型の手伝いをやるという形ですね。(一年目の手伝い作業

は)型込をします。そうするとそこをなでてみれとか、そこんとこは、こうしてみれとか、ここは入

口はこういう風に穴をやってみれとかやって、やっぱり一年日でも、四ヶ月位になりますと、こうい

う小さいものでも『お前ちょっとこれをやってみなさい jといってやらせてみぜると L、う事をやりな

がら、やるわけですねJi二年尽になったら、手伝いをしながら自分でも造型をしていくという事で

すね。小さいものであるとか、簡単なものだとか。ニ年gの手伝いというのは、これはこういうこと

でやってみれという事でグループの長からの指示だけをやるだけです。そしてやった結果をみてこれ

は俺がいった通りでないと、ここはこういう風にしないからこうなってしまったんだという説明をし

ます。そしてあとは 2間箆からきちっと出来ますからねoJ i三年gになるとグループに入らないで

単独でやっていく Jiそれから四年自になると、今彦は逆に自分が造型方案をたてて、中高年令者で
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逆に造裂にまわっている人がいるんですよo素人ですけどそういう人をつけながら、今度は自分が指

導をしてやると、そういう事ですj以上のように、企業内分業体制jの進行により、造型作業そのもの

が 4ヶ刃包位からと早くなったこと、職人と手子という関係がクツレープあるいはチームという集団作

業形態にかわった事により、熟練工の補助労働、雑用という事はなくなった。さらに、これまで 5-

1 0年かかって一人前とされていたのが、ほぼ5王手で1人前になり養成期間が大巾に短縮されている

ことである。

4 0年以降、議型都内にも、シェルモールディング・マシシなど機械化がさらに進行するなかで、

上述の事がさらに進行するようになるとともに、他方で泣再教育訓練一一新しい技能・技術の習得の

必要にせまられた。このような中でかつての職人自嚇L練工の必要性はまったく喪失するとともに、金

業内において企業レベルによって興った技能養成方法が展開するのである。それはまた敬人の怒意か

ら企業の目的意識的な系統的な(それがオンザジョブトレーニング安基調としながらも)を発展させ

たとまミえよう。

言語査対象工場においても企業規模において、その差異があらわれており、技術的構成の度合のも

っとも高い必4工場では、新卒者にウェイトを全面的におき、湾訓練としての圏内研修制度を中心と

しぼ十画的な養成方式〈一部作業標準の導入)が採用され、/仮 5企業では、験人一一手子という関係

からグループ作業に移行する中で役付工層の指導のもとに養成がおこなわれ、積極的に技能検定制度

をとり入れ、労働者の格付けにもいかされている。小規模な，fci.5企業では、職人一一手子という従弟

の養成方法が継続L、技能検定も熟練工層の皮援で浸透していない。

以上、鋳物業における技能養成方法の変容を論述してきた。今日における新卒者を中心とした年

少工では、必ずしも低賃金労働者とは云えなL、。そこでは早期戦力化に主限がおかれながら単能工的

養成がなされ、他方では不熟練化した他部門を、中高年令!欝労働者、婦人労働者に蔚がわりさせなが

ら、全体としての低賃金基盤の形成に眼目がおかれている点を重視しなければならないだろう。

2. 技能養成の呪状と問題点

1のところでみたように万能工的熟練工養成は昭和 30年代を通して鋳物業のみならず他の業種

でも変化してきている。それが、単能工であれ、工程工であれ速成工であれ、いずれの場合にも、こ

の 30年代におきた、技能労働力および若年労働力の不足、そして技術進歩における手工的熟練の機

械への代替ということが相互に複雑にからみ合いながら、これまでの敬人まかせの技能養成から食業

方針にもとずく技能養成へと変化せざるを得なくなっている。

このような技能養成方法が変化した要因を整理すると次のような事が指摘できる。

第 1に、この間に生じた経営規模の紘大・特に団地集盟化後の経営競模の鉱大は、各企業におい

て、労働力需要を場加させるとともに、士見模砿大に見合う「戦力j盟労働力需要矯大となってあらわ

れてきている。

しかし、技能労働]不足の進行は、郎戦力たる熟練工の雇用難として、各食業叩まこのような戦

力を自前でしかも早期に養成する必要にせまられた事である。

第 2に、工程の機械化の進行は第2尊重でものベたようにほとんどの業種で急速度に進展し、それ

は既存の熟練を変質させ、手工的熟練は機械操作や運転におきかわり、技能の収得が容易になるとと

もに、かつての熟練工が体得していたカンやコツあるいは「作業の段取りjなどが、程度の差はある

が客観化され食業の一定の掌握のもとにおコかれることになった。このことは各機械あるいは工程毎に

独立し細分された作業に労働者を国定させる分業体制の進展を可能にし、主糊島工化、部分労働者化と

no 
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いう労働管理の基盤を形成し、第1の未経験工の早期戦力化を可能にする一方、労働力の質に応じて

階層的な技能養成体制jを形前する事が出来た。

第3に、労働力の供給基盤の変容があげられる。技能労働力としてのかつての熟練工が不足する

反阪、中卒、敬訪11卒、高卒など新規学卒者に対する依存度は婚したが、他方では他産業部門から排出

された中高卒労働者群あるいは既婚婦人が大量に中小企業労働市場に投入された事により、中小企業

の低賃金基盤を維持するためにこれらの濁が積極的に活用される事になった。この結果、学歴、前犠

性別の違いにより多様な形での技能養成がなされるようになった。既存の熟練工から作業管理験能が

分化した事は、企業の主導的な労働力配置と養成方式を可能にしたのである。

以上のような要閣も業種によってまた経営規模の金業間格差によって異った技能養成方法がとら

れるようになる。従って次に技能養成方法の具体例を提示しながらその特徴について調べてみるO

まず単能工fr.，工程の分割-一機種毎への労働者の閤定という傾向が顕著な機械工業の事例とし

て必 19企業における技能養成の実態と特徴をみる。

対象企業のような歯車加工、組立て場ゃあるいは他の機械加工工場では戦前、戦後を通して旋盤

もやれば、不上加工(フライス様、ヤスリ盤、時には焼入れ研磨)もやるというように万能工的熟練

が長く続いた口

「昔は旋盤でも仕上げでも何でもやらなければならなかったが、会社が大きくなったので、旋盤

(工)は旋盤だけ、仕上(工)は仕上だけjという風に「ここ(団地)へ来てから、昭和 38、 9年

から現在のようにした J( ，fo" 1 9企業製造課長)というように、少しずつ分業体制が進行し、現在で

は旋盤、歯切、仕上、焼入、組立、製缶などの各作業部門に分化した。その結果技能習得期開も一応

の仕事がこなせるのに「機械の精度も上ったのでカンの要素も少なくなった、昔だったら 3-4年、

今だったら 2年位J(問)という事である。しかし、技能習得期間の短縮は機械操作が容易になり、

精度も上ったにもかかわらず熟練に必要なカン、コツがi消滅したわけではなく f今でも機械ばかりに

たよっていてあまりうまくなし、J(問)というように、単能工化した率、さらには、見習工に職議iI

(機械科〉卒の採用を重点におくようになったことによると思われる。

織訓卒労働者が主流をしめた事により、技能溜得11隠序も、例えば旋盤工で云えば、 r (職謬11生が
入ったら〉すぐ簡単な旋盤作業をさせます。荒加工一一旋盤作業の中に単純な荒加工と仕上げがある

んですが、その荒加工をやらせますoJ r職割出は 1年で1つの製品をつくれるようになり・・..1年
半から 2年たちますと旋盤作業の中の荒加工でも仕上加工(仕上作業とは別)もできるようになりま

す。あとは自分で経験しながら見ょう見まねで技術を上げていきます。精密な加工が出来るまでには

大体 5年かかります。 j

現場での技能養成は「みたり聞いたり経験したり jという OJTを中心としながらも、平く機械

に慣れさせるという点で以前の単なる補助労働者としての見習工の位置付けは変ってきている。と

向時に一人の職人につけるという事から、革審長、製造課長を中心にした集団的な体制で養成を計画化

してきている惑も指檎できょう。

このような単能工化の傾向を一層顕著な形ですすめたのが tft1 5企業にみられる鉄骨工場である。

必15企業にみられる鉄骨工場であるo tft1 5企業ではすでに第 2章で詳細に述べたように工法の変

化一一リベット打ちから溶接工法ヘーーの中で、 「かしめ(鍛議)Jの技能序列をもとにした原寸作

業を尻点とした技能序列がくずれはじめる。さらに昭和 35年頃からの、建設等における元議一一下

請がアメリカ的管理方式のもとで下請企業の高能率化、工期短縮、経営の「近代化jが要求される過
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程で、 j仮19企業のような下請会社でも企業規模の拡大を背景に労務統轄機構の近代化の一環として

大手企業の作業組織をほぼ同様な工場作業の分業化と、それぞれの部門に労働者を閤定させる単能工

化の方向をとった。原在では原寸工、罫書工、切断工、孔明工、組立工、級立仕上工などに分れるな

かで、技能鶴等期間も短縮し、かつては10年か与って熟練工と云われたものが、罫書、孔明、総立

て(仮組み)が、 1年程度、溶接工 5年程度のOJTでほぼ 1人前とされている。

同じ溶接を主体としても製缶工の場合は単能工的養成はおこなわれていない場合が多いo 4ii. 8企

業を例にとると、間工場の現場労働者の験稜は製缶工と、仕上げ工湯における機械工の 2職種で、原

寸も、マーキγも切断も、溶接も全ておこなって一人前とされている。原寸をおこし、 「しないJを

作るのが熟練工(ここで拭組長クラス)で、その伎の作業は経験年数の序列によって主な作業内容が

対応しており、 「新入社員が入ってくれ』ま一番先にやらせるのが、サシダー仕上げ、それから材料の

運搬、材料切断、それからマーキング、ここまで大体 1年位かかります。そして溶接に入ります。仮

溶接から本溶接、最後に現す、大体5-6年で1人前、現寸が出来るようになります。溶接はふだん

仮組みの時におぼえさせます。 j

このように製缶工場においては工場の各作業をジョブローテーションで技能を習得しながら、そ

れが妓能序列としてほぼ決った様式をもっているO

以上のような事例とは別に、小形鯵鋼生産のようなライン半自動化がすすんだ企業では作業標準

にもとずいて技能養成がおこなわれるようになった。ここでは伸鉄工場の4ii.2企業を例に上げてみよ

う。

/仮 2企業で作業標準が出来たのは昭和 40年以降であるo ガレツトミルをタンテムミルに切換え

部分自動化した事と、角主主務棋の J1 S規格取得を目的にした事がその原因と云える。作業標準の作

成とともに作業員の技能測定基準表が作られた。これは各部署の技能習得JI原序と習得段階を示すとと

もに昇進および賃金と密接に結びついているところにその特徴があるO この技能測定基準表は(1)成品

管理 (2)温度管理 問機械保守点検 (4)材料管理選別 (5)その他一般的基礎知識 の5項目による基

礎知識の点検と、各作業の具体的職務の遂行度の点検からなっている。技能測定基準察にあるように

各職務の遂行度によって fA級なら 40点、 8級なら 30点、 C級なら25点、 D級というのは入っ

てきてすぐの人。年数はあまり関係ないですね。ですから早い人酷なら 2年間位でできる。それから

中高年令者は例えばここだけしかやらないというのもいますからね。(技能の判定は)こっちが判定

するだけではあれなんでね。年2国佼自己申告制度これを設けてある訳です。作業毎にたくさんの項

尽を設け、その逮成度を口であらわす。ーだったら監督者がついていたら出来る。それから」になれ

ば時身監督者が見てやれば出来る。これがUに上りますとねo全然監督者が来なくてもできる。それ

か剖口になりますと、逆に人を指導する事ができる。こうした項目が1口何項釘あるわけです。それ

を各自に申告まさせるわけです。これに基いて本人の配盟場所の転換、よりむずかしい仕事ヘローテー

ションさせるわけです。 jこのように技能測定基準はジョブローテーショシに結びついている。した

がって新卒者の技能養成は「技能測定基準のDクラスから入るわけです。一番最初は結束で、す。これ

は測定基準にもない筈です。誰でも出来るわけですからo 3ヶ月以上はやるでしょう。それから精整

処理をやるわけです。これも 1年位やります。それから、加熱炉要員にするか、粗ロール要員にする

か、カッター要員にするか、大体一年半でわかるわけです。各著書員といっても閤定したものではあり

まぜん。どれも出来るようになるといいわけです。 10年位のベテラγになるとどの部署も出来ると

いうわけです。班長はこういった技能、経験で決めています。 J(製造課長)これは新規学卒者ある
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いは若年労働者の場合である。これに対して中途入曜ました中高年令者は r(中高年令者の採用は〉多
いですね。やっぱり 30すぎてしまうと、粗ロール要員になれるという資格はないですね。どうして

も結束だとか加熱炉の方の挿入です。それから精整作業ですね。そういう夙に劉定してしまっている

わけです。 j毎年雇用される中高年労働者は、ジ g ブ・戸ーテーショシから切離され、部分労働者と

して低い技能の格付け、従って低い個人点数、従って低い能率給のもとにおかれる。このように閉じ

作業に従事していても新規学卒者と中高年年令入験者とは技能養成においても興った養成がなされ中

高年令労働者は単純労働者としてしばりつけられる。

このような学卒者と中途採用者の養成方法の義呉、中高年慰労働者の部分労働化を一層端的な形

で実現しているのが、同じ小形棒鋼でも小形圧延メーカーとして、半自動化された装置でより大規模

な生産をおこなっているo 4'0: 1企業の場合である。

4'o:1:iE業は第5家でみたように、製鋼・在延部門の設置にJり、多数の中高年労働者を雇用しfこo

彼らはほとんど炭鉱離級者などの不熟練労働者であった。このような労働力編成のもとで、現場作業

員のなかでも高卒者と中途採用者は異った技能養成がなされている。すなわち高卒労働者は入職後、

圧延の場合であれば、加熱炉→圧延→精整→口ール旋盤→整備→電気、製鋼であれば、材料→寵炉→

造塊→分析というように 6ヶ月間、導入教育をかねてローショシがおこなわれ、その後各作業部門に

配置された場合もジョブ・ローテーショシで技能養成がなされるのに対し、中途採用者の場合は、圧

延であれば比較的熟練としない作業、加熱炉、精整など、製鋼であれば材料、電炉、造塊などの業種

にしiま'り、 1ヶ月間位してみてすぐこれらの一部門に戦力として配置され、思定される。

このように、技能養成の面でも4'0:1企業労働者は、学歴別あるいは入験路7JIJに義別的な養成がお

こなわれており、このことは昇進昇格の面でも高卒労働者が班長・総長・職場長などの監餐者として

位置付けられるのに対し、職業遍援を護ねてきた中高年労働者は、ぎわば使いすてとも云える、速成

の単能工的な部分労働者として養成されていると云うことが出来る。

以上、櫛を養成の変容と現段階における特徴についてみてきたが、何よりもまず 1960年代か

ら70年代にかけての中小企業の資本蓄積の過程が、云L、かえるならば本論のテー?としている「近

代化jの過程が、多かれ少かれ、万能工的熟練一一長い経験に基くカンとコツによる広い浅いと云わ

れた技能ーーを変容させ、そのもとでの技能養成も敬人一従弟(見習い)という関係に象徴される験

人労働者主導型の養成から企業のイニシアチブが個々の新規入験者の養成に何らかの形で発瀕される

ようになったという事である。しかもこのことは技能労働力不足という労働市場状況のもとで、企業

内の!日熟練工の最が相対的に減少し、新規学卒者やその他の不熟練労働者の般大するという労働力の

編成替の過程で、対象とする中小企業層においても、 「渡り験人jなどにみられる中小企業の主要な

タイプとされた署員人的労働者を規模拡大に対応した戦力としえず、企業が未経験の新規学卒あるいは

不熟練の労働者を労働市場からさがし集め、維持するための企業内での早期戦力化を目的とし

た技能養成をしなければならない過程でもあった。

工場集部イヒは第 1察で述べた如く大半の:iE業の、資本、従業員の規模を鉱大させ、機械化、企業

内分業体制の進展というまミわば中小企業合理化の過程であったが、それは叉熟練工の量的不足という

労働市場要件と結びついてこそ、はじめて技能養成の変容をうながしたものと云いうる。このことは

本論の対象とした時期、 19 6 0年代後半から 70年代にかけての時期が同時的に、一方では団地化

他方では技能労働力の不足の激化が相伴って進行した事に起関している事は、鋳物業におけq事例の

ま口く、戦前・戦後を通して職人的養成が支配的に残存したのが 60年代に入ってドラスチックな
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変化をした事でも明らかであろうo

次に第2に、技能養成のこのような変化は、労働者の性格をも変化させている。刻ち以前の験人

主導型の技能養成一一埋ま人の窓意と手子としての見習い労働者の意、欲によって成立する技能養成は、

そこに極端に云って身分関係すら内包されたものとしての験人を再生産していたが、技能養成の主体

の転換一署員人から企業へーの中抗戦人的意識は払拭し、近代的労働者の成立を保証する事にな

った。聴き取り調査の中で若年労働者の移動の激しさ、定着性のなさに対して精抑的なコントロール

を喪失した事をなげく多くの企業主の姿はその結果を示していると云える。

第5に、このような技能養成の変容の過程は、問時に技能習得年般の短縮傾向としてあらわれfこ。

このような技能習得期間の短縮の方向は、まず、カシとコツ、経験にたよる手工的熟練が機械によっ

て代替され、その一つの方向として作業標準の設定による単位作業の客観化による作業盤、作業手11僚

の様準イじがすすんだ事、他の一つの方向として、工程の細分化による単能工化として実現されてきた

事である。

しかしながらこのような傾向は一律に生じたわけでなく、業種、規模等によって奥ったタイプを

もっている。即ち小型榛鋼生産量のような生産手段の規模も比較的大きく工程が連続している部門にお

いては作業標準、技能測定基準が形成され、それにもとずいてやさしい験務からむつかしい職務へ移

行しながら技能を習得するとともに他方では事例で述べた如く、このような技能の客観化によってジ

ョブローテーショ γをしない狭い範協の職務のみを遂行する部分労働者の短期養成がおこなわれるに

いたっ f湾、これに対して鉄骨組立・製缶・鋳物・機械などの業種では工程の細分化による単能工的

養成を基調にしている。ここでは、職人の手伝いということから、技能習得順序の企業による設定、

監督者震による技能養成の室主任と管浬者層の指示など企業主導による養成体制jが形成されるとともに、

原価管理等にみられる標準作業盆の設定の方向にすすんでいる。しかしながら専門化の度合・企業規

模によっても措層性をなしており、下位の企業では殺人的技能養成が支配的であり、企業の主導性が

確立していると云い難い。

第 4に、このような技能養成の特費は、労働力の費との関連で、中小企業に働く労働者逮の差別

的訓練として機能している事である。郎ち事例でも述べた如く、炭鉱や農漁村の離職者に対する狭い

作業範簡に屈定した部分労働者にみられる短期的訓練、必:3企業にあらわれた如く既婚婦人労働者に
対する単純労働者としての短期的訓練、その他の食業においても不熟練労働分野の仕事のみに従事す

るなかで技術すら習得してない状況は、学卒労働者に対する技能養成とは全く異ったものをもってい

る。間一作業分野に従事する場合においてすら差別的な形で展開される技能養成は企業内においても

昇進の道あるいは熟練工とは無縁な低賃金労働者として中小企業労働市場においてもますます下!替市

場への沈澱を意味すると共に、現実の中小企業における低食金形成のためのテコとして機能すること

になると云える。

さらに学卒者に対しても技能養成の部でも義別機能は貫徹していると云う事が出来る。

特に 70年以降、単能工化が進行した、鉄骨。製鉛・機械・鋳物などの業種で、公共職業部練所

卒業生が、増加している喜多は一つの特徴と公えるが、反面これらの鞍訓卒労働者は基礎的技能と知識

をもった労働者として、云わば使い易い労働者として争って採用されるが、企業における教育訓練は

敬謬"で欝得した基礎的技能。知識の発展としてではなく、むしろネガティーブな形で働いている。後

述する共関敬訪!の問題、職謬"主主の定着性が他の階層に比べて一段と低い事はこのような現実に対する

職訓主主の不満のあらわれを云う事ができる。
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第 3節 集合教育の現状と問題点

まず鉄工団地における教育訓練の概況についてみると、 5- 4表のように定型的に何らかの教育

訓練と企業内で実施しているとするのは、 30企業中 15企業で、半数の企業が実施していることに

なっている。叉共同訓練で答えているのが 14企業で、これは団地組合の共同職業訓練や各種の講習

会などを意味している。しかし 29人以上の小規模工場で、は、全然実施していなかったり参加しない

とする企業も 2企業ある。共同訓練に対して比較的参加が多いのが小規模工場よりもむしろ 30人~

9 9人の中間クラスの工場に多いことが特徴である。この教育訓練の種類についてみると、 5- 5表

によれば新入社員教育が最も多く、次いで監督者教脊となっていて、少いながらも中型社員教育に区

分されるものを実施しているのが注箆される。

この二つの結果から鉄工問地における定型的な教育訓練の現状をみると、ほとんどの企業が何ら

かの形で教育訓練(オンザジェブトレーエシグを除く)を実施したり、或いは組合などで催されるも

のに参加していて、その内容は新入社員教育、監餐者謬i練が主体になっているということである。し

かし反面、小規模企業の中には全く実施も参加もしていないところが未だ残っていることも特徴と云

えよう。

5-5表 教育訓練実施の種類

規~議----------種類 新入社員教育 中堅社員教育 監餐者教育

?人

1 0...... 2 9 6 2 4 

3 0-9 9 1 3 6 

1 0 0人 以上 1 日

言t 2 0 4 1 0 

5 - 4表教育訓練の実施状況

競模 実施内訳 企業内で実施 共同謬11 練 実施していない

?人

1 0 - 2 9 6 5 2 

3 0...... 9 9 8 1 1 

1 0 0人 以上 1 

計 1 5 1 4 2 

鉄工団地における教育訓練の実態をより詳しく明らかにするために企業銀査から作成したのが 5

-6表である。この表をみると前述の概観的特徴を一層くわしく理解することができる。まず新入社

員教育はほとんど全ての企業内で実施されている。監餐者教育についてみると字書雌くの企業が行っ

ているが、このうち企業内で実施しているのは、 2 0企業中 5企業であり、 50人以上規模の企業に

絞られている。次に、管理者教育についてみると、この表では、経営者教育も管理者教育に含まれて

いるが、企業外への受講に区分されるのは内容的には前に述べた協同組合主催の団地企業経営者層を

対象としたトヅプマネージメシトとしての性格をもっているが、この部門への各企業の参加率は高い。
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教湾学部紀婆第23号

事再ハ 監(濫(中(中〈 管(管( 女 他 技 QZ 共
入金 督Aι、替Aι、堅金堅企 獲iE:理金 子 工 術 C 教育訓練の

2業 社業社業 社 場 D 向
者業者業 者業者業 員 研 講 サ 重点あるい員員

修 1 J輩、 験
教内 教内教外 教内教外 教内教外 教 制

習 ク は特徴
育)育)育〉 育)脊〉 育)育〉 育 度 ~ ル動 謬11

Mi1(409人 。O 。 O O O O O 。× 監督者教育
QCサークル

2 ( 84 O O O O O 品質管理
三ム運動

3 ( 90 O O 。 O O o × 青年重役会議
4 ( 50 O O O O O o O A 圏内研修制度

5 ( 38 O O O 。 O 技術講習会
技能検定

6 ( 16 O A 

7 ( 128 O 

8 ( 79 O O o O O O O ♂= 経営・監督者教育

9 ( 100 O O ♂h 
事育務・セールス教

1 0 ( 70 O O 。 O O 。6， ( Mi 3企業と悶ー
企業の別工場部門〕

1 1 ( 75 O O O A 

1 2 ( 57 O 。 O O O ム 班長教育
投手織習

1 3 ( 40 O 6， 

1 4 ( 20 O O A 

1 5 ( 120 O O O O O 安全教育

1 6 ( 85 O O O 6， 

1 7 ( 30 O O O O ム

18(152 O O O ム

1 9 ( 54 O O O 。 A 社技内テスト
術講習

20 ( 45 O O O O 

21 ( 25 O O ふ

22 ( 65 O O O O ム 新入社員教育

5-6表 鉄工団地企業の集合教青の実態(4 3年-44年)

企業調査より作成 Offiは実施しているもの @印は積融今にとりくんでいるもの

共同敬訪11の項については ×印』会叫度も参加したことカ冶い食業

ム印はかつて参加していることのある企業

σ日は現夜参加している企業

nu『スdzJ 



中小金属機械工業における工場集団化と企業内教湾の展開過程花関する3建設的研究

しかし企業内で実施しているのは，fo"1、 J仮8の 2企業しかない。更に中堅社員教育と云われている幹

部養成教育になると、 20企業中わずか 5企業に過ぎない。女子社員教育は 2企業である。第 3に特

徴的であるのは技術講習会、他工場研修制度など技術教脊が各企業で積極的に取り組まれている事で

ある。その名称、内容はいろいろであるが、技術講習会は 2 0企業中 10 企業が実施、他工場研修制

度は 5企業がその制度を設けている。第 4には「自主管煙運動Jとされる現在大食業を中心に進めら

れているQcサークル、 ZD運動などが中小企業分野に導入され、ここでは鉄鋼二次製品メーカーに

おいていずれも導入されている事は注目される。最後に共関験訓についてみると、共向敬訪11の参加事

業所の数こそ多いが実際に通学しているのは 5事業所の訓練生でしかなく、どの企業も毎年新規学卒

者を迎え入れている事を考えると、共同署員謬11の実際上占める比震は極めて小さいと云わなければなら

ない。

以上、団地における教育訓練の実態を量的に把握してきたが、ここでは団地企業全体としてみる

とき監督者教育・管理者教育などの社外研修が主婆な形態として普及していること、そして他工場研

修制度・技術講習会にみられる如く技術教育が企業内で活発化していることが主だった特徴としてあ

げられよう。

以上のような特徴について今度は、企業規模別にみると各種の集会教育が企業内で積極的に実施

されているのは、資本金規模で云えば、 1.0 0 0万円以上、従業員規模では5 0人以上の企業に多い

ことである(その例として鉄鋼二次製品メーカーの，fo"1、仮 2、“5企業、特殊鋳鋼の4[4企業、プ

ラγ トメーカーの，fo"8企業、同じく，fo"1 2金業、鉄骨工場の4[1 5企業、歯車メーカーの4[1 9企業

があげることが出来る)。このことは叉、団地内の小規模企業層では企業としての教育訓練計画を持

つにいたらず簡単な入社教育と、団地組合での委託研修に時身参加するのが最も一般的であることを

示している。

更に企業の存立形態の関連でみれば、企業内教育が積極的に実施されている企業は団地内の企業

の中でも、大企業の資本系列下、或いは、技術系列下などにある企業、叉は商社資本などによって設

立された企業に多く、特色ある教育訓練の形態もそのほとんどがこの様な関係にあるということがで

きるO 例えば/仮 1、/佑 5企業は鉄鋼大手の系列であり、 tVo4、，fo"1 0企業は本州、!メーカーと技術提携

を行っており必2、/仮 8、，fo"1 2企業は中堅商社資本によって設立されたものであるO つまり、これ

らの企業では先に第 2彦、第 4章でみたように親企業などからの経営管理技術の導入、或いは指導な

どを還して管理が重視されたり〈例えば必1企業がその典型ともいえる)、導入された生産技術を積

極的に活用するために技術教脊を核とした教育訓練が重視されたりしている〈例えば必4企業)。こ

の様に企業規模・企業の存立形態から企業内教育の実態について違いがあるのは当然、ともいいうるこ

とであるが、しかしそれは単に下請管理的に外から注入されたということを意味しているわけではな

い。むしろ調査のなかでも労務苅策、生産過程の再編成に積僚的に対応していることが教育ニーズと

教育訓練形態が一層多様化しているということを意味している。少し飛躍していえば小規模企業と

云えども何らかな形態の教育説練を実施していかなければ受注先である大企業の支持を得られないと

云うことが今後ますます強まっていくことが考えられるということである。その視点、からみればすで

に、系列化されたり務社などの支配を受けている企業において企業内教育が積極的に実施されること

はうなずけるであろう。

2 階層別教育の内容とその特徴

では以上のベてきた階潜別教育が当該食業にとってどのような笥的と内容をもって実施されてい

民
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教湾学部紀婆第23号

るのか、いくつかの典型事例をもとにしながら紹介していくことにする。

イ、新入社員教育

部項でのベたように新入社員教帯主ほとんど全ての企業で実施されている。しかしその内容は大

きな違いがあり、大別すれば三つに分けることができゐ

まず第 1のタイプは新入社員教育とはいっても、実際は f就業規員ぜをみせてJr工場をみせてj
あとは歓迎会のようなことをするだけ。という企業、このような企業は全体の約半分を占めるが、こ

の場合、 f先輩労働者に指導させるjというように「職人一手子j的な形態が導入教育にあたり、先

輩熟練労働者の役割が大きい。

第 2のタイプは、一応新入社員教育の計画を立案し、 1日ないしは 2日間集合教育を実施するが、

導入教事干については第1のタイプとほとんどかわらなし、。

第5のタイプは、入社喜tr教育を含め事後の導入教育についても一定の計爾をもっている実施して

いる企業である。今回の調査では 23企業中 5企業しかなかった。

a 、Mi1 5企業における新入社員教育

Mi 1 5企業はすでに第 2意で事例工場として紹介したように、団地入居後工場を大きくするとと

もに順調に経営規模を拡大し、作業組織を再編成し、作業の細分化と署員制組織を強化している。それ

とともに炭鉱出身の労務・教脊専任担当者をおいており、 ZD運動も導入している。新入社員教育に

指導案をつくって実施するようになったのは「昭和 40年頃からjということであり、その動機とし

て「先輩労働者にそのま Lまかしてしまうということではなく企業が(新入社員に)資任をもつべき

TごJr作業が単調な部門もあり定斎性も惑いJr (今までは)事故につながりやすかったlというこ
とともに「標準作業をつくりたいjとし寸生産管理的な要求もあったという。昭和 44年の場合につ

いて紹介しよう。(同社新入社員受入れ工程から)

く新学卒者の行程〉

5月26B 入社式で工場へ飴なL、。父兄を2液に分けて見学させる。

2 7日 出勤定時

長が噺入社員を引卒し勺主動(タイムカード用;怠)(カードの押し方を教える)

1. 新入社員紹介(一人毎に拍手で迎える)

2. 8: 0 0 - 1 0 : 3 0 工場見学

中卒者と車是認11出の2涯に分れる(中卒者も全工場を見守主る)

3. 0対間式

製造部長カ溝部を紹介し、月輯涯に引渡す~を笠し

各波長を紹介し、新人と対面させる

O部長。。・・ 0 訓示および激励

4 班長は自分の重圧に戻り波員に新人を紹介。 10時50分頃まで見学

5. 1 1 0 0-1 2 0 0 就業規則、健保、労災等の説明(中卒・職議|伴・合間〉

15 30-

殺謬11卒:学科・安全衛生・工場の概況 波長の指示で見学

中 卒:鋲螺工場で工作機械の説明を勉強する。時間の余りは見

凶4与
ラ」

燦員日の勉強

6. 1 3 :日日~

28-29 B 実習 定時出動・髄王寺終業(爽習)

J
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中小金属機械工業における工場集団化と企業内教湾の展開課程に関する実証的研究

③ 鋲螺工場 実際の製品(中卒者にすぐできるような作業)を教材として「仕事の教え方jに

よる実習

く以下略〉

@ 鉄骨工場(草史認11卒)

それ引工の班長の手元に霞き、班長、副班長の指導で手伝作業(実習の意味)

但安全標準作業を説明しながら 単なる手伝でなく、手伝の安全な手順や方法を教えな

がら 一 道具、工具の在り場所や運搬の仕方など、班長(叉i:l:溺)自ら教えるO 使用法、

扱い方も問1..:0 当分の間仕事にならぬからと雑用ばかり言い付けぬことO

1時間佼安全衛生終ったら実習

実智の要点

(イ)安全f諜のポイ γ トを強調する

(ロ)玉樹1'1'滑こついては当分の間近後せず退避させておく

ト}各f諜は一応心得てし、ると思うが、溶接科卒のものには注意して新人として籾う法治瀬難

である

い)組女作業(クレーγを使つての)は紛れていなL、から新人を予言にマークして(主査員にもこ

のことをよく言書して)安全作業のこと

(ホ) トロ運搬なと満員持れの笑擦を知らぬから予約こ安全佼畿て手僻コせる

(へ) どのf諜も波長が範を7Fしてやらせてみる「仕事の教え方jによって、その結果みて、藤

ければ納得のいくまで繰返して行う

(ト)小運搬など体力に絡応しそもの以外はさせぬこと。(安全標準作業参照)

5月 29日 鋲嫁工場(中卒)

特有中 288に引続き「仕事の教え方jによる実習

午后1待より安全と事寄生の話

1野寺院粒 ヲ慨き実習

4月 1 8 よりは、実習を鵜立た本番作業をさせる。侭L校卒の仕方につL、て安全作業についての忠告を怠

らぬこと

鉄骨工場は 28日と!潟じ

4月 11 8より本番作勤こ移行していくが、ヰ月…杯は新人としてマークし、指導すること

4月 48 午后、両者ともに時間内 10-15分の脂給を職場で開き、新人の話を障く。指導方法の参考

とする。(王室長主催) 座談会の結果は上司に報告する。この~議会は毎逓 1 限際き 2 ヶ月間続

ける。

(担当者への注意)

要は通りーぺんの素通り見学でなく、他のf諜との関連など、従業員として常識を与ヘるに

必婆な説明をするなど、(日常作業上必要なwc、道具、工男一室などまで)験記11"存には現寸坊

で準板、シナイなど納得するまで教える。馴れてくれば自然にわかるでは図る。積極的に指導

して欲しし、。

b ，fo" 8企業の事例j

/伝8企業は、創業年次も浅く、従業員数も 79人である。(資本金 3.0 0口万円)しかし、本道

では機械商社として地場大手に属する N機械グ、ループのーっとして急速に経営を紘大し、鉄工団地内

守
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5-7表 /仮8企業の新入社員教育計画

1 入社部教育

① 目 的 これは教脊と云うより、採用内走者に女付る格互理解や親密度、連帯感等を高める為

事 高卒・大卒は概ね敬訪11に準ずるも、高卒、大卒はペーパーテストを実施する。叉

①予定

月 7J1j 通 信 間緩懇親
--，--

? 会社要覧

2. 経 歴 重喜

5 4 6年度募集要項

4 渡 歴 書

5 身上調査

6. 身体検査表

ヌ 学校長人物調査推せん状

1. 求人察作成 職業安定所求人係

採用条件等打合せ

1 0 卒業生の推薦依頼

1 1 企業説明会及父兄こん談会

1 2 方 暮 就職希望者との面接試験

2 社内報

5 入社申込 書

4 入社に対する親権者向

5. 9月に郵送した履獲量3以下の入社為の必要書類
1.年 賀 状

2 社 内 報

2 札幌雲霊祭り招待及職場見学 懇 続 会

2 社 内 報

5 卒業式及就労日の連絡

2. 入寮 申込書

3. 作業服・靴の文数

4. 赴任通知、入社式の連絡

5. 社 内 事長

2. 入社後教育

① 限 的 会社の実状を把援させ、新入社員ができるだけ竿く新らしい環境及仕事に適応する

@予定

B 稼 謬11 練の内容 場 所 形 式

4/1 木 1.入 社 式 機械と打合せ

2 会 食 " 
3. 繋工場等各照会

4 新入社員歓迎会 ストア一二措 〈朋友〉

4/2金 1.会社の 方針 ストアー会議室 講 量静

2. 当社の慨 要 fI 
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中小金属機械工業における工場築関化と企業内教青の展開過程に関する実証的研究

に、会社の現一況を遂次知らせる事により、内走者の不安の解消、他企業への移転防止を目的とする。

夫キ解禁日に合せて R程の変更もある。

提出先及場所 内 位廿相

履歴書以下は当社所定の用紙を使用(B 5半日)ずる事に統一、戦認11の

場合学校成緩は勿論大事であるが、健康と人物を重点とし叉特に入社

に際しては筆記試験を行わず、学校長推薦状に当社の必要とする所定

各職業訓練所 事項を記入する様に作表した。

職安経 EI3 験安指定の所定用紙

各職謬11 所 採用条件等の明示

各職謬11 所 現地へ出張

各署員謬11 所 現地出張当社の歴史、現状、将来等の説明

求人票に対する質疑

各験設11 所 現表出張採用の決定 戦場見学(必要の場合)

採用決定者 毎月郵送

当 社 未成年者の場合の援用契約成立の要件である

職議11、採用決定者本人並に

父兄

採用決定者 希望者のみ 1治経費当方負担

様に、叉訓練教育宏通して新入社員棺互の親陵融和を関り、験場の菜園生活のあり方等を認識させる。

議 師 備 考

バッチ、新入社員のしおり等準備

教訓の場合父兄同伴

社長・重役 沿専E 2. 事業の概要 5 業界の概況と当社の位置

工 場 長
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4/3土 1. 当社のきまりに就いて ストーア会議室 議議及実習

4/5 月 溶接の理論と実習 工場及会議輩 議議及実習

ス ブ イ ド

4/6 火 職場の安全管潔 会 議 室 ス ブ イ ド

2 関宿の見方、展開等について fI 議 議

4/7 水 会社で使用する機械業の知識 工 場 実 湾

2 材料工兵等の名称、単位、種類

4/8木 1. 当社製作品の納入先現場見学 ラ長 定

2 感想文提 出

部では労務管理のそデル的i企業として注目されている。あとの墳でもふれるが、ここでは新入社員教

育は、向社の教育訓練計溺の中での三つの柱(監餐者訓練、技術訓練)のーっとされ、そのために集

合教育を重視するばかりでなく、役付工に対する「受入れ教育jも教育プランをもっている。その中

で験湯導入教育のあり方として新入社員受入れの心構えと「夢・希望・期待を持たぜてtYa:8会社社員

向志育成jが強調されている。言葉闘は総務課長が任にあたっているが、新入社員の性格、人間関係か

ら、生きがし、論までこと綴かにテキストはかかれていて、リーダーとして必要な知識を具体的に提起

し、フリー・デイスカツシヨンをさせている。

以上のような事前準備をおこない、 5-7表のように 1週間に主主る集合教育を実施している。

しかし、集合教育についてはともかくとしても職場導入教骨こおける指導工に対する教育は全く

問題がないというわけではないo例えば勤労意欲を新入社員にもたせる方法として「人間は賃金のた

めに働くというが、賃金の裏付けがなくても熱心にしかも自主的に働く人を例をあげ、これは一体何

によるかjを態解させるようリーダーとして考えるよう求めたり、どちらかと云えば「生きがいj論

など精神主義が強調され、/伝15企業における導入教育についてのリーダー養成とはニュアンスの違

いを見せている。

ロ 監督者教育

すでに労務管理のところでふれたように対象企業内部における役付工、職制IjJ習の験務上の機能は

この時期に大きく変、化しているoこの変化はーロに云えば経営者が自ら現場で生産の指僚をするかあ

るいは叉職人が生産の段取りかはじめとして作業管理上の権限を保有していたものが、経営管理部門

の形成により再編成されたということである。

そこで生じた教育訓練ニーズは大別すれば次のようなものと云えそうである。

第 1に、原価管理・計数管理ーなどの導入にともない、作業のバラツキなど防止し能率的に作業を

遂行する、作業密度を高める、など経営管理部門からの指示にしたがって工程管慾的業務の末端を遂

行しうる能カを養うこと。

第 2に、労働密度の橋大、残業、交替勤務などの労働諸条件の劣悪化に対ーする一般労働者の不満

を抑え、殺人肌の熟練工と新たな基斡工としての役割jを担う若年労働者の間での摩擦を紡止し人間関

係を円滑にするためのザーダーシツプの養成

第 5に、これまでの職人一手子という関係によってなされていた技能養成から役付工層がうた任労

働者を指揮しつL、自分逮が中心になって技能養成をおこなうという能力の養成などの教管ニーズが

nu 
凋
μ
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中小金腿機械工業Kおける工場集団化と企業内教育の展開過程κ関する実証的研究

総務部長 1. 会社のしくみ Z 組織と幹部の氏名

5 諸規程、制度、手続、各施設の地理的分布

4 職務分担 5 各種の保険制度、伝惑の欝方

両等溶接学校 1. 溶接棒の種類と性質 2. 溶接記号

3. 溶接作業の実際

基準局指導員

設計課長

製造課長

軍最 長

工事課長

生じたと云えよう。とは云えこれらの全ての能力を養成するというわけにはいかないので現実には大

半の企業においては若年労働者の定着、先任熟練工との葛藤などに対して人間関係の円滑化、リーダ

ーシツプなどにウエイトがおかれているようである。

大半の企業は協組主催の監督者訓練にその能力の養成を委託しているが、従ってそこでのテーマ

も「人の扱い方jがほとんどを占めているO

このような定型的監督者養成訓練を自前でやっているのは、，fc"1、，fc"8企業など団地内の上位に

属するごくわずかな企業ではあるが、定型的でない養成はいくつかの企業でも実行されている。その

うち広汎におこなわれるようになったのは班長会議、生産懇談会などで、このなかで1必要に応じてケ

ーススタディが行なわれている。

例えば/釘 2企業では、外部講習会「社内競格・作業標準についてjとか rJ I S認定のための講
習会j団地の講習に参加させる鋭、内部では「ツールボックスミーティングと$しますか、ああいう

形態が多いんですね、という事は生産会議の場がそれ(口屍場の問題)をもっとも集約した事になる

んで、す。その時に生じ fこ問題、特に生産に関する事、それから苦情処理に関する事、安全衛生に関す

る事ですね。講獅として監督署(おお労基)の監督官を呼ぶこともありますJという具合に班長会議事

態が経営管理部門からの験銅j能力養成と問題解決の討議の場になっているのである。

ハ管理者教育

管理者教育を自分のところで実施したことがあるのは今回の調査では，fc"1企業だけであるofti. 1 

金業では昭和 41年のK製鉄系列化にともなう機構改革・犠務権限の見直しの過程で昭和 43年に部

課長約30人を対象に 5日聞に亙ってMTPが実施されたoしかし必ずしも所与の効果をあげたとは

云えなかったようで、その後も系列化が深まる過程の親会社からの人事出向などがおこなわれるなか

で労働組合との交渉の席でも管理織の能力の問題が論議になるなど管理者教育を必要とする教育ニ

ズと教育内容とが充分かみ合っていなかったのではな L、かと想像される。

外部研修としての管理者教育は協組と田辺経営の経営構習会などのほかには生産性本部のトップ

セミナーや日本能率協会の講習などがあり、生産性本部主催の講習会への参加企業は年々場加傾向に

あると云われている。

5 技術教育

実施されている企業内教育のうち技術教育の占める部分がかなり大きいことがわかったo技術教

育に対する各企業の教青ニードと技術教育の形態について大別すれば次のような事が云える。
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技術教育の第 1の形態として新技術・新工法の導入、機械設備の更新による再教育あるいは追加

教育があげることができる。

その形態としては、新技術の導入、機械設備の更新に際して、大学・工業試験場の研究員を講師

として招き、追加教育をおこなう。あるいは班長・機長クラスを研修に出す、持物・機械関係の業種

に比較的多し、。

第2の形態としては、新製品の開発、新技術の導入などに一般労働者あるいは技術員を先進企業

(本道の場合、主に本州が多い)に派遣し、技術・技能~身につけさせ、あるいは必要な「技能をぬ

すむJ(要するに新技術をおぼえることのー形態であるが)ような形態。これは鋳物・機械などの業

種の他、，fii1企業でも庄延操業時この形態をとった。

第 5の形態としては、溶捺・ミE掛など資格取得必要な験種に対する再教育、それに作業標準の見

直しなどがあげられる。前者は製缶・鉄骨などの業種が多く、後者はJ1 S規格との関連で作業標準

蓄がつくられた鉄鎖関係(，fii 1、必2企業)で主に車車場。組単位で職場教育として実施されている。

このようにしてみると技術教育は単なる追加教育と云うようにうけとめられがちであるが、しか

し実際にはどの形態においても今日、これらが多様な形態で実施され治加していることは、 「技術・

技能水準の向上jという要請にせまられていることを意味しており、これに対する積極的な対策とし

て、叉ある時は補充的な役割jを果すものとして、この種の技術教育は中小金属機械工業においては、

経営発展という意味からも重要な役割を占めているとも云える。ここでは特にユニークな事例として

，fii4企業を事例にして、第 2の形態のなかの「圏内研修制度jについて紹介することにしょう。

く/伝4 食業における園内研修制度について〉

/伍4企業は第 2意で毒事例としてあげたように、電気炉による特殊鋳鉄を生産する従業員数 50人

の企業である。

冨内研修制度と云うのは、/仮 4工場の全労働者を対象とした、一種の国内留学制度であり、昭和

4 0年から始められ、 45年春に一応完了する事こなっている。研修の内容に 5カ月と、 1カ年の二

つのコースがあるが、一年の方は独身者で、経験3-4年の中堅の者となっており、 5カ月コースは

熟練者とくに「世帯持ちjが中心で、 5カ月コースの場合は全体的な研修というよりも「これはポイ

ントを与えて、作業の fあんたのテーマはこれだと J大体一つ、せいぜいニっそれだけ覚えて来てく

れと、あれもこれもとは云わない jと云うように特定の技術あるいは技能を身につけてくるのが主目

的になっている。

園内研修制度の研修先は、一つは、資本・技術提携をした新報閤製鉄(埼玉県JII越市、資本金

7， 5 0 0万円位)で、特殊鋼、特殊祷鉄の電炉メーカーとして中堅グラスの会社であるO

ここでの研修の目的は、特殊鋳鉄とくに鮒熱あるいは趨耐熱鋳鉄、鋳鍋の鋳造、溶接技術を身に

つける事になっている。今一つは、東京都庭内にあるこ葉鋳造(詳細不明)という鋳物専業工場で、

ここでは「大体鋳物の基本作業jを行っている。ー閣の派遣は 2名ずつで、短期(3ヶ月)2名、長

期 2-3名となっている。従って/転4工場の在籍人員 40名(最高〉のうち平均1識が出張している

なる。出張中の賃金、基本給、能率給金を含む毎日額を支払うと向特に滞在費一切を負拐してお

り1人につき約 10万円、毎月 2-3 0万円必要とし f相当な負担jになっているという。このよう

な負担をしながら国内研修制度にカを入れてきた理由について次のように述べている。

「これは校内でその謬11線が出来ないからです。残念ながら理由は衛単ですよ.......例えば、技術

教育というものがなかなかできないということです。集めてですね。そしてそういういろんな講習し
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たり講義をしたりという時間がですね。こういう生産工場では、これ伎の規模のところでは非常にと

りにくい、やりにくいで、す。将来はこれをやりたいと思っていますけどね。そういう専門の時間と、

こちらが勉強しなくてはならないですからね・・・・ それともう一つは、そういうものが集まる場所が

ないという事です。工場内で集合寸る場所がないということ、これは非常に不便を感じてます。屍状

、ではそういうことができないので止むを得ずやっているo J技術的な窃では「私のところは基本作業

がくずれてきているわけです。ところがやはり基本作業がないと出来ないわけですね。それで基本作

業をそこ(ニ葉鋳造)でする。そしてそれから熟練して特殊作業になれてきているものには、それを

もっと伸ばすように、それ相応の特殊鋼専門の事宅どする。二本立でやっている。 jこのことから明ら

かなように、園内研修制度にふみ切った理由として、集合教育の時期、場所がとれない、という中小

規模工場、訓練の隆路とも云うべき事柄であることは重主要であろう。

叉、閣内研修制度は、技能教育の側面だけでなく、もう一つに「他所の組織はどうか、ヨソのや

り方はどうなのか、ヨソの昼飯はうまいかを調べて来いと云つであるのですjというように、他会社

の会社の労務内容を見せて「帰ってみたらうちがやっぱりいし、 jと云わせる定着性対策の面もある。

もっともこの面を強調できるのは、同社社長のO氏の強烈な企業意識によるところとも云えるO

3. 企業内教育の企業合理化に果す機能および役割

一- ，fc"1企業における事例一一

ここ j仮1金業のiE:業内教育の機能・役割を検討するのは、，fc"1企業が陸地内企業の最上位に位置

する企業として企業内教管も体系化されるばかりでなく、第 4意で事例にした労務統轄機構の形成と

も深くかかわりあっているからであるO

“1企業における企業内教育は、 42年の系列化以降新たな展開を見せているO すでに昭和42 
年 11月「志気制新に関する社長告示jが出され、 f会主士をうって一丸となり苦しきに耐え、飽くな

き努力を傾注するJ事安呼びかけ、服務規定の起案、権限・義務の明確化、資任所在の明確化、規律

維持のための諸施策等が実施にうつされ、この一環として社長直属の金爾室が設置され、この企画室

の立案指導により、企業内教育カ溶職場で実施されるにいたった。

イ 新入社員教育および職場導入教予言

新入社員教脊は集部教育および各職場での導入教脊からなっていて、集団教育の場合年々期間が

長くなり 44年度の場合4日間に亘るスケジュールがくまれ、教育g的も「短期間に社内各職場の基

礎的知識の級4凡諸幾定の理解、その他社内の諸事情に通じさせ、一臼も早く稼動する事Jとされ又

「規律・秩序Jの脊成が重視されている。同社の導入教育期間は大学卒 1カ年、高卒 6カ月(実習期

間5カ月)でこれに対して中途採用者は1カ月とされており、大学卒の場合t主、同社全部門に亙って

おり、高卒者向一工場全部門をローテーションがなされるが、その場合、圧延部門では見学的要素が

強く、逆に幽唱の場合実習が主である。この事は庄延に配在室される高卒者が主に機械整鎗関係に配置

される事と関連していると思われる。これに対して中途採用者の場合t主、約1カ月程度、圧延であれ

ば加熱炉、圧延精義など業種をしぼって配麓をきめている。

しかし導入教育期間中は技能習得だけでなく、むしろ「職業磁を育てる教育、叉相談活動を活発

に行う様指示したいJ(新入社員教育計画審より)叉、中途採用者に対しても「新入社員の指導要項」

を指示し、職場の指導体制の明確化、健康管理、相談活動の強化、私生活の把握など離験者防止の通

?
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必1企業における教育訓練 C4 4年度実施したものについて)

名 称 開始時期 期間 参 方司 者 テキ ス ト 5蓉 阪 内 容 備 考

新規学卒者 会社概要 常務 会社社見学(全社)心得

昭和44.4.1 大卒 5人 給与規則 総務部長
会概要、規則説明 4 2年 2B間

新入社員教育 -4.4 高卒12人 服務規則 人事課長
験場説明 4 3年 3B間

験謬11了?人計 26人 そ の 他 各部長、課長
言11辞「会社が新入社員に 4 4年 4日間
期待するもの

伍 長
S石炭鉱業監督

43.1 2- 者教育テキスト S炭鉱から本社
監督者教 育 曜日 3~年

44.2 
組 長

を修正した会社 課長
T. W. 1が中心

係 長 プザント

1間10人で 40人
仕事のための知識、技能 4由にわけて

44.4.1 4- 係長・係員 道経営表教育協会 管理課長 人員善ヨ可関、係の理解、 仕事の 実施
中堅社員訓練 44 

44.6.21 (管理スタッフ〕 のもの 工事課長
改 仕事の教え方、仕 1国 15待問

一部伍長 事の章、効安果全的衛進生め方、 勝事 午後
規律 4.30 - 100 

謙 長
管理者教 育 4 3 43.6-44.6 部 長 産業訓練協会のもの 産診11 よ り M T PiJ>中心 1間 6名

約 30名前後

5 日

44.1 0.28-
女子事務社員

関主主経営者協会
会社の仕総み 分け て

女子社員教 育 44 会社と社会 1屈1週間
44司12.5

全員 3 2人
uG.TCノート

接客態度 etc 午後
4f1:寺-5時

会社業標プリント
加熱炉全体の往事につい

現在の仕事について 4 4年9月 44.9 加熱炉事長場全員
作準審

成品諜伍長 て 臼
機械操作法

:E掛講習会 44.1 1. 23 各職場から
U建設(子会社)

験場長
クレーンのワイヤー掛

8 
資料 労働衛生規郎

5-8表
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達が出されるなど、採用後の退験者の増加という事態の中で人間関係、の改善、定着指導が重視される

ようになった。特に注録されるのは「相談活動jで課長・職場長の素任とされ、高卒者には「一カ月

毎日日報をつけさせ、最後に感想文を出させるJ途中採用者に対しては現場の伍長、総長クラスに配

置後 2遊間程度の親身の指導を要求されている。

ロ 集合教育訓練

/仮1企業が 44年度に実施した集合教育訓練は 5- 8表のようになっている。このうち監督者、

教育管理者教育・中堅社員教育は企画室が立案したものである。

まず監督者教育は 36年に一度実施してから昭和 43年から 44年にかけて、新たに伍長、総長

係長全員を対象になされていたo TWIを主体にしておこなわれたこの監督者教育の特徴は、 S石炭

鉱業の監督者教育のテキストを編成しなおし、 S石炭鉱業本社課長の講師でおこなわれたように、炭

鉱離験者の多い労働力編成に見合ったものと設える。このような訓練に参加した伍長、組長は「人

使いの仕方の再認識Jr人調関係に大いに役立ったjと感想、を述べており、第一線監餐者の強化に有
効であったと言えよう。

次に管理者教育についてみると、管理者教育(MTP )がはじめて実施されたのは、 43年から

で、同社の部課長全員が受講している事が特徴である。その狙いとするところは、部門別独立採算制L

ラインスタップの確立などを柱とする 44年度の機構改革にむけて中堅管理職の能力を高める事であ

ったということが出来よう。

間社の教育訓練の中でも注目されるのは、 「中堅社員訓練Jといわれる、係長、係員(事務、技

術系)とー脅H!i長を対象にした教育訓練である。これは昭和 44年4月からはじめられたもので「仕

の効果的な進め方Jr職場規律Jr人間関係jなど中堅管理者的教育が主だが、この教管訓練が昇
進制度と結びついた準備教育的性格を持っている点である。

ハ 自主管理運動の展開

向社において自主管理運動が本格化したのは 45年でQCサークルの活動が活援になった時点か

ら云える。それ以前は提案制度にかなりカをいれていたが、その契機になったのは同社の昭和30年

代の主力製品であった鉱事の J1 S競格が強化されたことによるとされている。これに対してQCサ

ークルが発足した契機は 44年に現在の主力製品である小形捧鋼の J1 S規格のための品質管理を強

化する必要が生れたことで、いずれの場合も、作業の標準化、製品の規格化による工程管理の一施策

としてはじまったという点で共通している。同社のQCサークルは当初本社管理課のスタッフが、 Q

Cサークル発表会に出席し、 f企業発展の原動力になるのだJ (管理課スタップ)という観点からこれま

であった作業改善グ、ループを基礎に QCサークルを発足させた。当初は伍長・組長層を対象に勉強会

をさせるなど職場職若手jに対するザーダー養成からはじめ、その年 45年の 11月には第1回のQCサ

ークル社内発表会が開催され、各E佐渡部門の組長層を中心に発表が行れた。すでに 2年後の 47年に

は 25組のQCサークルが組織され、ザーダー!欝も組長から伍長層に移行し発表者数も年々矯加して

いるといわれている。このように比較的QCサークルが紙抗なく職場に浸透した背景には、同社の懸

案であった伍長一組長一戦場長というラインの験制機構が一応整備され、特に「伍表層に高卒の

若手がでてきたこと jがうまくいった理由としてあげられている。

同社の自主管理活動の最近の特長は、このような若手の係長層にQCサーグル・リーダーとして

成功させることにより、これまでの提案活動と QCサークルをベアにして、 「集団ではQC、個人で

提案Jというように両者の活動を活織にさせてきたことである。例えば提案件数についてみると数年

RJV 
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前は r6 - 7件だったが昨年は 14 0件余lと担当者は更に「これ等の提案の実施効果を金額で見積
ると 1件で手数百万円も原備を引下げ、そ¢総計は数千万円になるだろう Jといい、 「まことにたの

もしい限りであるjと企業メリットの大きさを指摘している。

このQCサークノレなど自主管理活動に対する労働者の反応は明確ではない。しかしあとでもふれ

るように、中途入験者の餅敬率は 46年を例jにとれば 66名採用に対して 75名というようにその率

は高く、こうした背景には学卒労働者と中途入験者の昇進昇格上の差別が不満となっていることも考

えられ、自主管理活動もこの層の人逮にとっては離職を思い止まらせたり、自主的に生産意、欲を高め

るものとはなってはいないと云える。

エ 企業内教育のもっている問題点

以上、必1企業の企業内教育の現状とその特徴を明らかにしてきた。

/阪 1企業における企業内教育は、系列化進展過程の中で、従来の停滞部門を改廃し新規圧延部門

を設置しこれをi可社の主力製品として資本の婆積を押しすすめるために、生産管理、労働管理のテコ

として押しすすめられてきたことはこれまでの中から明らかにされよう O しかしこの企業内教育の重

点が、現場の工程変化に対応した敬業技術教育の発展という見地から震えばほとんど見るべきものが

なぐ、むしろ新入社員教育、導入教育で特徴的にあらわれてきた「定策性向上Jr職場規律jなどモ
ラール向上と、職制教育を中心とした「管耳霊能力Jの育成など、人間関係、労資関係教脊に議点がお

かれてきたと言えることである。従って企業内教脊の定型化、集合化の実態はまさにこのような側面

にのみ意義をもった。この事をふまえて 2、 5の問題点を指摘する。

第 1に、導入教育における学康郎、あるいは入験経験別の差別的教育訓練は、本来ならば中途採

用者の前涯が高卒者ばかりでなく学歴も低い中高年令未経験労働者が多いという実情からして、技術

技能過程の体系的習得と、基礎的知識を育成する、験業技術教育がその主たるものとなるべきと考え

られる。しかし実情はそうではなくむしろ同社における聞き取り調査のやでも閣かれたように、高卒

者は現場を中心とする中堅幹部に、大卒者は河社幹部候補生として位重量づけられるのに対して、験業

遍歴をmねてきた中高年労働者は、廃場労働者の昇りうる遂である「職場長jへの遂とも無縁な、言
わばその場娘りの「単能工jとして養成されている事である。

第 2に、それは同時にそのような単能的技能養成を行いつつ労働者を場負し、他方職昔話教育によ

る職制・管理者層の機能の強化をはかることによって、炭鉱離職者をや核にした中高年層の有効的活

用をはかり、俸鋼市場の好況時には、フル生産体制を遂行する意図に他ならなL、。その中で操業以来

たび重なる事放を発生させ労基局から 4カ年にわたって連続して「特別安全指定工場Jに指定される

にいたり「安全教育jの「重視jがぎわれるようになったが、しかし、おざなりの「安全教育Jの他

は実際には無事故運動として労働者の賞任に転化されており、真の原顕である「犠業技術教育jの

不徹底と、交替番勤務に組みこまれた長時間労働に対する労働者の観いなくしては、そこに哀の安全

教育は成立しないと思われる。

労働者の 10年近い闘いにより 48年にやっと労働協約が締結されfこ。しかし配置転換など人事

権に対する労働組合の関与機能はほとんど認められず、労働待問の短縮は全く実現しなかったなど、

呪場労働者からの不満はたかまっている。更に5-9表にみられる如く学校新卒者に対して一般募集

(中途採用者)の離職は年A高まっており、 46年には、採用者を上廻る離験者数になっている。決

して高年令!習でもない(同社場合大体 35才が一つの入社メドにされている)これらの労働者が転車量

労働者であるということで織場配寵においても差別され、単能工としてほとんど教育訓練らしい教育

346-
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の機会も、もたず、大学が r1 - 2年でやめるjという。職場配置における差別・昇進・昇格の差別
をやめさせ、充分な技術・技能教育を実施させるよう要求し、労働諸条件での「人並みの生活jを実現

させる闘いを労働組合に期待する声はたかまっているO

5-9表 Mi1企業における新規学卒・中途人戦別採用・退職者数

均年次 4 3年 4 4年 4 5年 4 6年

-退験
採用 退社 採用 退社区分 採用 退社 採潟 退社

学校新卒 1 2人 7人 5日人 1 5人 2 2人 5人 3 0人 4人

一般募集 1 3日 7 6 1 0 8 6 8 1 2 0 6 5 6 6 7 5 

第4節 鉄工団地高等号車業訓練校の実態と問題点

事業内曜ま業訓練が職業訓練法の認定戦業訓練として実施されて以来、訓練生数は昭和45年度で

みると約 94， 0 0 0人でこのうち共同職認I!伎は約60、口 o0人に増加している。最近の特徴は以前に

比して中小企業の験業訓練とされる共同敬訪日生の人数の伸びが鈍化した半前、主に大企業で実施され

る単独敬訪11において高卒認定訓練が婚加傾向を見せている。このことは特に昭和 45年度において著

しし、。

この事業内験業謬i僻については、その謬i練目的、教育内容はもとより訓練主体の問題あるいは教

育訓練に要する費用と圏、自治体からの助成の問題さらには、労働者の労働条件ともからんでいろい

ろな論議がなされてきた。(最近におけるこの種の論議でもっとも注目されるのは46年 7月に東京

でおこなわれた職業訓練国際シンポジウムであろう)

4 6年に新織業訓練法が制定され、職業訓練政策をめぐる論議、言語点は今だ必ずしも明確になっ

ているとは云い難いが、ここではそのような問題とは別に、共同職業訓練のーケースとして鉄工団地

協同組合高等験業訓練校(調査時点の 44年当時は共同職業訓練所)を事例にして、この共同職訓が

団地企業集団の命でどのような役割合もち機能しているのか、また訓練生、企業側がどのように現状

をうけとめているか実態調査のなかから明らかにされた問題点を解明したい。

1. 設立の動機と訓練閥的

札幌総合鉄工田地協同組合高等験業訓練校(以下共向職謬11と略する)は昭和40年 4月に設立さ

れ、問年?月から職謬11法第 24条にもとづく認定職業訓練(共向験業訓練)として北海道からの助

成を受ける事になった。現在は溶接工課程、機械工課程の 2コースがある。

共向職謬11の設立動機について陣地協向組合の職業訓練担当者の話をまとめると次のようになる。

郎ち陸地集由化が一応軌道にのり、集毘求人が実施される(昭和39年)とともに、若年層労働

者に対する教育訓練という事で、当初は問地に燐接するK工業高校に定時制課程の設震を北海道に希

望する事にし、働きかけを行う事とし、!湾校に定時制課程を設置する事が認められた。団地企業全体

としてはこのように当初は定時制の設置を希望していたが、共向験謬11が定時制より先に設置する喜多に

決めたのは、労務改鋒事業を指導する石狩支庁からの働きかけ、 「これだけの企業の集団があるとい

うことは当然事業内織訓がなければならないj答だ、というような指導にもとずいているという事で

あるo

従って田地組合ではともあれ共同敬語11をスタートさせ漸次定時俗縞校の方に委主点をおいていくと

守
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いうような話し合いがなされ、共同職謬i炉設立されたという事であるO

この設立当時の事情、田地企業家達が若年層の教育訓練の場として定時制高校を構想、し、それと

は汚Ijに公わば上からの指導で共向敬訪11が設立されたという事情は、共同職謬11のあり方、訓練包的を極

めて不明確なものAにした。この出発点の問題はその後の実践の過程で一層橋巾された。その第 1の特

徴は、共同職謬11の存在そのものに対する企業家の消極性である。これは調査した 27企業に共通して

云える事である。その代表的見解わーっとして f共同敬訪iがないと集罰求人ができないからですよ j

( Mi1 5企業うという意見、極端に云えば集出求人の(雇用条件を飾るための)アクセサり一的存在

と考えている率。勿論もう少し別の見解がある。例えば i(共開戦llJlIをおく事によって)知識を高め、

団地内の親睦をはかるJ(Mi19企業〉という意、見であるO いずれの場合でもそれが職業訓練機関と

しての必要性とほとんど結びつきがあるとは云えないのである。この事は第 2の特徴として都練目的

あるいは教育要求という点でも一層不明確なものになっている事であるO この点について、もっとも

積極的な意、見としては「読み、議き、そろばん。戦郊で今一番やってほしい事は僕等機械屋ですから

数学をとおして力学的な考え方に頭がむくようにしてほしいですoJCMi20企業)。このような見

解は決して多いわけでトはない。 r読み、著書き、そろばんjという事はあたかも「寺小髭j的イメージ
を得る事が出来るが、とは云っても教育要求としては識変企業の中でも、もっとも具体的なものと云

える。教育簡でのもっとも広汎な企業主の意見は「人間形成JC必1日企業など)i精紳面での指導j

というように精神教育に対する期待である。このような精紳教育への期待は労務管理のところでみた

ように各企業が若年労働者を掌握しきれないところからくる期待に他ならない。第 5の特徴としてこ

のようなところから職謬11の改組についての意見が強強いo その一つは冒頭に述べた定時制高校への解

!持論であり他の一つは「成入学校式のものをやったらどうかJ(Mi1 5企業)という意見である。後

者についてみるとそれは奇妙な事にむしろ金業の生産活動に密着した構想である o l/f15企業の改組

論を紹介すると f教育をしなさいといって道庁から助成金を襲ってますね。今のような験裁はやめた

方がいし、ですね。それで今よくやっている成入学校、一年中何も敬訪11を開講しなくても、例えば安全

衛生について一ヶ月やるとか、溶接技術について一ヶ月やるとか、そういう事を短期的にやるjとい

う事になる。しかし前者の見解も後者の見解も現在の共同敬訪11についての認識は一致しているO それ

は少なくとも現在の車提訴は上からの指導として出来たものであり技能労働者の育成の場としては考え

ていないという事である。いずれにせよ以上のような企業主仮IJの消極性は共向敬訪!担当者の熱意、にも

かかわらず、共同職llJllの教育内容あるいは生徒の出席状況にも関難をもたらしていると云えよう。こ

れに対して謬i鯨所に在籍する労働者はどのように共同験謬11をとらえているだろうか。訓練生に対する

アンケート調査からみてみよう。

まず彼等が集団求人で田地企業に就織する際、訓練所に通う事が出来るという事が会社を選んだ

埋Eちになっているのが全体の 46%を占めている事である。 C5 -1 0表)このことは集団求人の際

の雇用条件に訓練所のもつ比震がかなり高い事を示していると云えよう。では彼等は訓練所について

どのようなイメージをもっていたのか。 5-1 1表のように「技術を雫く身につける jとし、う期待が

3 3%を占めるとともに全体的にみれば約 7裁が自分の職業に対する技術・技能の習得を自標として

いた事がわかる。このような期待は先に述べた共同敬訪11のもつ臨難牲と合わせ考えるならば達成し難

いことは明らかでこのような訓練所に対する期待に対して「期待遇りだったjと答えたのは 21人中

8人で4割弱でしかない。

先にみた企業主の共同験.llJlIに対する晃解と訓練生のイメージは大きなギャップがあると云える。
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5 - 1 1表 訓練所に対する最初の期待

項 自 % 

一般的教養が身につけられる 29 

仕事に関しての専門勉強が出来る 21 

技術を早く身につける 33 

技能検定の資格を得る 1 7 

計 1 00 

共同敬謬11のたてまえからすれば訓練生は、職場

においても「応用実技jを習得しつつある労働

者でなければならない答であるO しかし第 2節

の各企業の技能教育でみてきたように彼等は実

5 -1 0表今の会社を選んだ理由

項 日

a将来性があるから
b賃金が高いから

c自分の趣味・性格・気牲に合うから

d能力が生かせ、実力次第でどんどん

のびれるから

e謬!練所に入って働きながら勉強出来

るから

f札幌に出たかったから

g自分の家の仕事がいやだったから

hその他

計

Z 

7 

B 

1 8 

4 

7 

1 1 

7 

1 00 

際には~ß戦力として単能工的養成がおこなわれるなかで仕事に対する基礎あるいは系統性などはほと

んど考慮されていないのが実情である。共同職訟が「技能労働カの確保jという設立目標とはうらは

らに、これらの中へ企業が験業訓練に対してほとんど認識をもちえていない事実をまず指織しなけれ

ばならないだろう。

2. 共同敬訪11における教育内容

しかし企業側の意識まどうであれ「みようみまねjと経験のみによっておこなわれてきた技能養

成に集合教育という新しい要素を加え、現湯作業をこれらの集合教育と結合したところの応用実技と

して対置するという少くとも形式的には従来とは全く異った技能養成体制が導入された事は震視され

なければならないだろう。

ここでは共同敬訪日の集合教育がどのように機能しているヵ、そしてその問題について険討してみ

よう。

共同敬訪11の教育課程についてみると溶接工課程・機械工課程のごつのコースに分けられそれぞれ

普通科同・専門科目と基本実技・応用実技からなっている。普通科8・専門科目の内容および年間予

定時間は5-1 2表のようになっている。訓練計画表によると、普通科呂および専門科白は月・火・

木・金の週4B、夜 5時半から 5時間半乃至4時間関かれることになっていて、第1訓練年次は 4月

から豊年5月まで毎年 46時間から 48時間、 2年 gは34時間から 39時間、 5年目は 28時間か

ら29時間開講される計画が組まれ、総合事務所に隣接する 5教室、 1体育室で講義、演習がおこな

われている。基本実技は各年次 120待問行なわれる計衝とされ、実潜場は同地内のH工場を一応書

類上形式的に指定しているが、実際には使用されておらず、 K工業高校の施設をつかっておこなわれ

ているO

まず普通科目と専門科 Bについてみると、内容・編成上の問題は別にして、どれだけ達成してい

るかが問題になる。この場合補助金申請などの議類上(実績報告)は余りあてにならないので mーそ

れ自身問題をもっているが一一生徒の出席簿から実際の開講時間数を算出した。それが 5- 1 3表であ

るo 5 -1 2表は 43年度で、 5- 1 3表は 41年度と年度のズレがあり正確な比較にはならないが

状況的にはそれほど変っていない。これによると普通・専門科目のいずれについても大巾に計樹時間

数を下廻っている。訓練担当員の話では「達成率は 7爵位jと云うが実質的には達成率は普通科白で

1年次 60克、 2年次 43%、専門科目では機械工については 1年次 23%、 2年次 31%、溶接工
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についてはそれぞれ 34%および 54%という結果で、計画と実績の間のギャップは余りにも大きL、。

このような状態では集合教脊の効果を上げることが困難であることは明らかであろうO

5 - 1 2表 4 3年度訓練計磁表 (単位時間)

機 械 工

h てと 1年 2年 5年
合計
持酪

望号
社 会 48 48 48 144 

通
体 育 48 48 48 144 

科
数 戸す主d与崎 24 48 10 82 

物 理 36 16 52 
自

経 営大要 24 24 

計 180 160 1日6 446 

機械工学慨論 132 132 

電気工学概論 45 45 

草手 生産工学概論 70 70 140 

開 機械工作法 138 88 40 266 

科 材 料 45 87 132 

g 材料力 学 60 60 

製 間 24 35 60 119 

計 384 280 230 894 

i口斗 計 564 440 336 1，340 

溶 接 工

瓦~と 1年 2年 3年 時i口込三同間lldl | | 

社 会 48 48 48 144 
普

通
体 事干 48 48 48 144 

科
数 ρ」予主4 24 48 10 82 

自 物 理 36 16 52 

経営大 要 24 24 

計ー 180 16口 10る 446 

機械工学概論 宇品 96 

専
議気工学概論 24 24 48 

生産工学概論 70 70 
間

科
溶 接 法 136 86 40 262 

自
機械工作法 59 60 20 139 

材 料 45 42 14 101 

材料力学 60 60 

製 国 24 24 48 

法 規 10 10 

計 384 23己 214 834 

lロ'- 計 564 396 320 1，280 

出所 {昭和 43年度認、定職業訓練所補効事欝十関室町より

この計衝と実績のギャッブはどうして生じたのか、訓練担当員の話をまとめるとニつの理由が上

げられるO

第ーに認定共同敬訪11を運営していく上には一定の形式を必要としており、この形式は公共敬訪!な

どのカリキユラムが一定の範例として念E請におかれ、結局それに合わせるような形で訓練計画がたて

られるO そこには訓練機関や共同敬訪11の実施者である団地食業の自主性、特殊性が全くといって良い

ほど反映されていない。云いかえるならば個別企業の生産過程の発展段階的特殊性が訓練ニーズとし

て具体的に要求される事なしそしてそれがカリキユラムに反映されようがない以上、形式と実費のギ

ャップは塚めようがないのである。

第二の問題は講師の問題である。団地組合では「一昨年(4 1年)は競定通り各事業所にいるい

わゆる職業訓練の指導員の資格をもった人を講部として敬業訓練やらせたんですね。結果はそれぞれ

の指導員はそれぞれの企業に属しているある零度のポストについている人ですね。そうすると自分の

ところの生産作業に追われるわけですね。そうするとまたも休講またも休講ですね、これではまずい

んではないかjということになり 42年度には大学院生のアルパイ人 43年にはK工業高校の教師を

非常勤講師にした。
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中小金成機械工業における工場集部化と企業内教育の展開過程K隠する実証的研究

5 -1 3表 4 1年度の実質訓練時間 〈単位時間)

機 械 工

~主主 1 年 2 年

社 会 1 9 1ヲ

体 脊 31 21 

数 ρ寸ゑtら 24 1 8 

物 理今 25 1 8 

経営大 要 5 2 

計 1 04 78 

機械工学概論 48 27 

電気工学観論 2 4 

生産工学概論 。
機械工作法 1 0 19 

材 料 2 1 

製 密 1 8 1 7 

計 78 88 

ぷ口λ 計 1 82 1 66 

出所 4 1年度出席簿より算出

注)3年闘はまだ在席していない

溶 接 工

玉吉¥主主 年

普
社 iヱhコhミ 2口

通
体 手守 31 

科
数 数 23 

自
物 理 23 

経営大 聖書 5 

昔f 1 02 

機械工学慨論 45 

専
電気工学概論 1 5 

間
溶 接 法 46 

科
機械工作法 d 

自
材 料

製 関 19 

計 131 

i口>. 計 233 

2 年

20 

20 

1 8 

1 8 

2 

78 

27 

1 3 

37 

1 6 

1 8 

1 7 

128 

206 

以上のように講師を各企業の訓練指導員からアルバイトによる非常勤講富市化により出席率は 7割

近くまでになったという。しかし他方ではアルバイトという性質がもっ問題点、訓練生との結びつき、

実際の戦場の生産活動との結合などについて難点があるばかりでなく、職業訓練という事についてし

ばしば共問敬訪11の教務担当者と意志の疎通を欠くという問題が生じざるを得ない。

次に基本実技についてみると、当初は謬11練所が独自の施設をもっていないという事から、各事業

所の現場で各自が実習するという方針であったが、このような方針は先にみた各企業における技能養

成との関連で考えるならば基本実技はやっていないという事と同様であったο しかし 43年度から K

工業高校の実習設備を昼、夜間の俊業に支障のない範闘で借りることになり、機械、溶接あわせて各

学年年間 40時間の基本実技を行っている。このような基本実技も共!司教訓における訓練目標がはっ

きり走っていないという事からどのような技術レベルで実習を行うのか、叉職場での技能養成(応用

実技)の順序と段階的あるいは持系列的にどのように対応させるのか確定せず、この点からも共同級

謬11が新しい技能養成方法として定着しえない問題を示している。

一方、以上のような実態のなかで訓練生はどのようにカザキユラムについて受けとめているのだ

ろう b、
先に掲げた 5- 1 1表の訓練所に対する淑待では技術・技能の習得とし、う期待とともに「一般的

教養jや「知識J~こ対する期待もかなり多いことがわかる。このことは普通科尽を学ぶ意味として 8

1!f~の説練生が「仕事とは護接関係ないが一般的教養を身につけていくうえで泌、要だ j とし、 「専門科

医より身が入らないJrいまさら必要でないjとする意見が一人もいなかったアンケート結果から考
えると、普通科日にみられる一般教科に対する要求の強さは共同敬訪1¥の在り方に一つの示唆を与えて
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いると云えないだろうかり

この点をより詳細にみるために一つは科目別に普通教科に対する要求をみたのが、 5- 1 4表で

ある。これをみると好きな科目あるいは婚してほしい科目として特徴的なのは「体育Jr数学Jr社
会Jr国語Jr英語jなどをあげていて彼らの婆求が一般教科それも基礎教科のほうにむいていると
考えられよう。もう一つは、訓練所の訓練のあり方についての解答に「定時制高校卒の資格がとれる

第 5- 1 4表

普通科目に対する意見

ように訓練所を充実してほしいJという意見が?人でトップを占めていることである。このような傾

向と先に訓練所に対する最初一一「技術・技能を王手く身

好きな科目
ふやしてもら
いたい科白

社 会 6人 1人

体 育 1 2 8 

数 学 6 d 

物 翌葉 4 2 

経営大要 2 

英 圭n口五 5 

国 議 一 8 

注〉英語、歯諮は現在の謬!腕科自に入

っていな¥''0

につけたし、jとは一見矛盾しているようであるが、そう

ではなくて彼らのなかには f一般教育jと「技術。技能j

の両方の習得というこつの要求が両立しているのであっ

て、その上で共問教訓の社会的格付けに対する根強い要

求があると考えたほうがむしろ妥当とまミえよう。

叉、専門教科についても、 「仕事に役立つからJと
答えたものは 21人中 7人で1/3に過ぎず、むしろ

「どちらとも云えないJというものを含め「一般教科に近

い知識jとして訓練生にうけとめられていると考えられ

る。しかし専門教科は基本実技と結合して生産技術に対

する科学的認識の基礎をなすものである以上、むしろ専

門教科編成についての鉄工団地共同敬訪11の独自の要求に基くカリキユラム編成や、教育方法が考えら

れなければならないだろう。訓練内容に対する訓練生の意識として「充実してほしいjというものと

r (仕事に疲れるので〉授業を短く Jr授業をもっとやさしく jというものがほぼ半々に存在してい
るアンケート結果からみても、専門教科の在り方がこの結果と密接に関係していると考えられるので、

先にのベた専門教科の編成、教俊方法について抜本的な検討が加えられなければ訓練生の受けとめガ

にますます混乱をまねくものと考えられる。

次に基本実技に q 、てみると、基本実技が訓練生のやっている仕事に f役立つているjと答えた

ものは 28%で、残りの 72%は f役立っていないjとしている。その理由として「職場の仕事と余

り関係がなL、jというものがもっとも多く、ついで「不充分で実際には役立たないjとなっている。

基本実技がアンケート調査を実施した 44年から始められたという事を考えれば境状を反映したもの

と受けとめられるが、他方ではふだんやっている仕事の基礎的な技能指導一一訓練生の要求は旋盤、

ボール盤、フライス盤et c 機械の操作など多岐にわたっていた‘ーを要求するのが半数以上もあり

OJTとの関連で系統性と総合的な視野から基本実技の内容・方法・待問など再編成されるべきであ

ろう。

最後に応用実技について若子ふれる。応用実技郎ち各工場におけるOJTについては先に技能養

成のところでその問題点についてはすでに検討している。いずれにせよ早期戦力化を民的とした企業

内養成の傾向が強まるなかで応用実技とされるOJTが訓練内容に何ら位置づかないことは明白であ

る。訓練期間である筈の 5年間が戦場においては訓練期間とは云えない事もその一つであろう。

3. 謬11練生の出席状況

訓練生の職場における一日の労働時間は一般労働者と変りなも、。どの企業も訓練生には残業をさ

せないことを建前としている。訓練生に対するア γヶートでは、繁忙期に残業を強制され f会社から

η
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訓練所を休めと云われるかjとl'?設問に 20人中 16人の 8割は f否定jし、残りの 2部が「肯定j

し、 「たまにJあるいは「しょっちゅう j休むとしている。しかしこれはアンケート対象者が 4月入

所者総数の 1/3に過ぎず、一応常時訓練所に出席しうる者に限られていることを考えるとその 2部

の訓練生が残業を強制され訓練所を休むように上役から指示されているのは企業主の訓練生に対する

配慮が不充分であることを示していると云えるだろう。

5 -1 5表 4 1年度入所衰の 5 -1 5表は41年度訓練生の月iJlJ出席率である。これ

月号IJ出席率 によると 4月 5月頃は出席率も比較的良いが、繁忙期に入る

7}J頃から急速に悪化していくのがわかるo 4 1年度の 1年

生で常時出席し通したのを出席簿でみると、機械工 5人、溶

接工5人の計 6人だけであった。こうして当初入所者の 7割

近くが一年生のうちに税落し、残った 5割の者だけがだいた

い卒業していくのである。訓練生は欠席の理由として 5劉が

「仕事が忙しいjとし 4割が「体が疲れるjを挙げ、残りの

ものが f共商事史認11は面白くないj、 「遊びたいj、 「病気や

事故jを掛子ている。こうして f仕事の多!亡Jr疲労jなど
で継続して休んでいくうちに、共同機謬11に対する熱意、もスボ

イルされていく事は充分想像しうることである。

このような状況では訓練効果をのべること自体、不可能

な事と云わざるを得ない。

4 織業訓練校の休校と共同敬訪11のかかえる問題

機械工 溶接工

5月 8 6%  57%  

6}J 7 4 4 4 

7月 7 0 2 9 

8月 5 3 3 5 

9月 4 1 3 5 

1 0 }J 3 3 3 1 

1 1月 3 3 3 1 

1 2月 2 0 2 5 

1月 2 3 2 3 

2}J 2 4 2 6 

月平均 54% 35% 

共同車史認11生徒出席簿より算出

っている。

昭和48年に入り、共同敬訪11は休校することになった。協同組合では来年には叉再開したいと云

休校になった理由としては次のことがあげられている。 W 4 7年には生徒は数人になり参加企

業も 1企業になった。 (2) 中卒がへって験設11卒が主体になった。 (3) 定時制通学の使がよく、叉魅力

もある。(4)入りたいと希望する生徒が少く、程度が低い。まとめてみればこの 4項目である。

しかし、この程度の理由ならすでに行論の中に示されているように 44年に調査した時点に云わ

れていたことである。この理由をめぐって組合、企業、生徒遠の云い分、考え方は明かにしてきた。

たX不充分であったのは、集団求人を実施する際に「これ伎の規模の団地なら敬訪I!をもつべきだjと

共同織謬11設立をす Lめ、その後補助金を交付してきた遂などの行政機関の考え方と対応であるO この

点について関係当局から事情聴取しえなかったのは共間埋ま割合めぐる問題を正確に示すことが出来な

いのでこの調査の欠陥とも云える。けれども次のことは云えるのではたいか。ます沸 1に設立認可を

えbてきではなかったということである。敬訪怯の立法精神からみても、共同験訓が年少労働者の

技能習得の主体であるべきであり決して個別企業の内部で勝手ばらばらの技能習得をさせるのはその

精神に反しているのではないか。ましてや築間求人の看板的位罷付けがさ Lやかれるような状態にお

いてはなおさらであるO 第 2に、途中で充分な行政指導を行うべきであった。補効金申請および結果

報告書が、認可に必要な形式手順をふむために創られた時間表、綬業消化報告であることは、実情を

調査すれば一目療然で追うり、しかもこれはここの共同敬訪11に怒らない一般的なこととも充分考えられ

ることなのである。第 5に道など自治体が統轄する専修験謬fIの卒業主主が従来の中卒にかわって共同級

訓を含め中小企業での採用がふえるという事態は、高卒者の矯加と相まって験謬i怯改定当時から明ら
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カになっていたことでもあるにかかわらず実態としては看板を書きかえただけで、効果的な訓練体制j

をとらなかったことである。第 4 に、にもか L わらず織謬11法改定後、技能ごと~格の取得を勧奨し職業

訓練生に対して優遇処置をつけるなどの立法処置をとりながら、これを技能オリンピックなどと抱き

合わせにしー閉めエリート的な技能労働者をとりあげ、実際には訓練体制の整備を放置しながら、

「技能尊重jなどのプロパガンダで f験業訓練jに対して虚構とも云える状況をもたらしていること。

第 5に、何よりも問題なのは、「中学卒業就験者は(知能〉程度が低いjという話、これもすでに一

般にいわれていることで、車生業謬11練関係機関だけではなく道教委の王手に入っている筈である。もしも

そうだとするな臼心勤労市民となる彼等年少労働者に対して充分な配慮にもとずいて犠業指導およ

び教育訓練の機会を強化すべきであり、後らの庭用者の実務について充分かつ必要な規制念実施する

のが、労基法、教基法の義本的精神と云えるのではないだろうか、

まだ、行政機関の側に存在する問題としては他にあるが、とは云え公共験謬11のことはこの際おく

にしても事業内戦謬11とりわけ共同級訓の現状について行政機関にのみその責任の所在を求めているわ

け廿まない。

周知の如く、事業内戦前は共同験設11を含め社団法人日本産業訓練協会が指導をおこなっている。

そこで共同職業訓練等の改善についての陳情が政府(労働大臣〉に対して毎年のようにおこなわれて

いる。例えは昭和 45年についてみれば、 f共同職業訓練の振興助成措置の強化についての陳情jの

なかで「職業誇11練を通じて、広く脊少年育成の役割を果すという極めて公共的性格(棒点は筆者〉を持

つものjとし、それに反し「実施主体jは「零絡な事業主が大半であってJi財政基盤が滋めて脆弱j

なので「補助金jの助成の機額などを陳情している。 さらに注gされるのは「訓練奨励金の交付j

についてである。これは訓練修了者の離職という傾向で事業主が訓練に熱意、を失いつ Lあるので大巾

な交付金を支給してほしい。というものである。この他の勝、情項gを含め、健かにこれは今日の共同

験訓の関難な状態を改善する一つの進め方と云えないことはなし、。しかし「職業訓練への魅力づけj

として「訓練生の質"量を向上させjうる方策は、訓練生に対する技能資格取得についての「試験免

除等の特典の付与jなのだろうか。今回の調査結果から考えるならばむしろそうではない。調査結果

が物諮っているのは、事業内敬訪11は労基法、教基法、戦ヨfI法の立法精待にたつならば、訓練生に対す

る大巾な労働時間の短縮(少くとも現在の半分以下〕、訓練施設、教材、指導員の充実による系統的

・科学的教育の実施、訓練期間中の賃金の保障などこそが「訓練生の質・震を向上させる j方策であ

るということである。しかし箆状ではこのような方策はますます「毒事業主の熱意jを務くする結果を

生じさぜるであろう。

その原田はこの陳情のなかにいみじくも単語として含まれているといえる。それは「公共的性格j

がますます強まっているのに、主体は「熱意jがさめたり、自覚めたりする「率著書主J=私的団体で

あるという矛盾した関係にこそ、棄の原閣があると断言まできる。!陳情自身が述べているように訓練生

の立場にたてば公共的性絡を強めざるを得ないのである。

北海道の織業訓練の指導的立場にある北海道技能検定協会の日氏が、ヨーロツバの験業訓練を視

察したのち、「職業教育のあり方についてjというシンポジウムのなかで共同敬訪11の立場から境状と

将来の間績についてふれ、 i (現状は)生徒が頭の中に自分の将来についてバラ色の夢をもたぜるこ

とができなも、jそして f共同敬業訓練校は以上の数企の問題点、の君主庄のため危機に夜間している jと

のベ、 「技能養成するということを私人や私企業にまかせていいかどうかという問題ですjと強調し

境状でも「公教育部門に大巾に移管jすべきだと報告した。行政機関で敬業訓練行政をながく経験し、
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中小金属機械工業における工場集団化と企業内教湾の浪関過程κ関する尖蕊的研究

現在実際の共同織謬"を指導してきたH氏の考え方の 1つの結論は大いに参考にすべき内容が含まれて

いるということが出来ょう。

注 r昭和 46年度における事業所職業訓練の動向u(第 6閲都道府県職業訓練間体連絡会議影中心に)
共向職謬!資料 No12 El本職業訓練協会

むずび

今回の調変研究を終えるにあたって 2 • 3の問題を指摘してむすびにかえることにする。

1 中小金業の「近代化jが政府の施策として本格化したのは 19 5 0年代以後でそれが 60年

代に入り、従来までの「保護j的性格にかわり「2琴別育成jを前提にした積極的な誘導政策を次々と

うち出したがその核となったのは「中"h企業基本法」であった。この政策の展開過程と問題についてはす

でに第一章で詳絡に記したところなので省略するが、この政策の実施溺程、 Rsち行政の主体となった

のは勿論中小企業庁を含む通産省である。しかし実際の行政指導の大半は各都道府県の自治体によっ

て遂行された。そしてこの産業政策としての「近代化j施策を橋克したのが積極的労働力政策を看板

に掲げるにいたった労働省であるO

以上のような中小企業「近代化j政策の侵透過程を今回の調査8的である工場集団化にRnしてシ
ェーマ化したのがA閣である。個々の問題についてはすでに行論で整理してきたので省略するが、こ

のシェーマをみてもわかるように「近代化j施策の一般的過謹は協同組合を返して各企業へ到達する

カ主それとt胡4に直接各企業にかかるものがある。その一つは、出先機関である通産局が業種別間体を

経由しながら「適正規模実現jを前聞に出した「構造改善J= r r転廃業jをチラっかぜた「合理化j
嬰求 jであり、他の一つは「金融欄関j、 f親会社Jr元議会社(発注元を含む)JであるO 団地移
転、生産設備の更新による各企業の借入金は治大している。これらの f融資j、あるいは「親会社j

「元議会社jの「指導Jr育成iは各企業の存立を左右ーするだけに、 f融資・育成・指導・発注jを
もとにした「合理化j要求は傭531]企業の経営謄に対して強力な圧力として現実化しているO そして実

際こうした f圧力jが、一般的過程を経由する f近代化j施策を個別j企業に受けさせる原彰カになっ

ているのである。そして、ごくありふれたいし、方であるがこのシェーマをみる限り、 「中小企業近代

化jの浸透の過積主独占資本による中小企業への支配強化の過程として把握ずるができると思う。中

小企業はこうした圧力をうけながら経営近代化なす Lめることにより、そのしわょせをもっとも強く

うける中小企業労働者に対して f経営家族主義・企業ぐるみ意識jを労働者に対置する思想として、

それを前聞にだしながら労働者支配を強化しつつある。 「近代化jの過容はこれまでの行論の中

で明白にされたように、労働者にとっては徐々にで、はあるが8らが身につけていた諸機能を奪われ、

云わば裸にされていく過程であり、そうしたなかで、労働強度は一層機大し、労働条件の不安定にお

びやかされ、ついには自らを再生産する生活自体が不安にされつつあるj益事手とみることができるO し

かしこうしたなかで生活不安に根をおろした要求も増大している。調査終了後ではあったが団地内に

新たに二つの労綴組合が結成され、問地の労働組合懇談会も結成されたと云われている。今後は、こ

うした労働者の状態をさらに科学的に解明し、近代化過程での労働者の変容と展望をより明確にして

いきたいと考えている。

2 次に指摘しておきたい問題は事業内共同職業訓練の問題である。
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中小金総機械工業t亡おける工場策協化と企業内教湾の展開過程に関する実説的研究

今回、論文執筆間近の補足調査で一同訓練校の休校措置が決ったことを知ったが、このことはす

でに 44年当時の調査のやですでに予想されていたことであっ f九と云える。

行論の中でも、強調しておいたように、戦業訓採政策を実行している政府。行政機関の責任はき

わめて蓬要であるカ元同時に直接認可、指導する北海道労働部(これは勿論労働省という言葉の行政

機構上のおきかえにすぎないが)が、云わゆる公共機認11においても問機であるがとりわけ高校教育年

阪に対応する年少労働者の教育訓練ということにどれほどの理解と認識をもち合わせているか、補助

金申請あるいは実績報告におけるいし、かげんな数字、そのし、し、かげんなものの中でさえ生徒の状態は

かい間見ることができるのだが、それを教育監督機関たる彼らがどれ程の心の痛みを感じながら自を

通し、判をおすのか、はっきり云えばほとんどの行政関係者が「教育」にたずさわっているのだとい

う重みを感じたことはないのではないかとさえ疑っているのである。

このことは少しおくことにして、日産設11の労働大使への陳情蓄のなかに若年!習に対する験業訓練

が社会状況のなかでいやおうなしに公共的性格をもたざるを得なも、。このことは正しい。そしてにも

かかわらず今閣の調査対象たる共同敬訪11は、これも練情蓄の中にあるように f事業主によるj私的性

格をもったものとしているO こうした正しい指摘をしているにもかかわらずこの二つの関係こそが現

実の問題をもっとも深刻にしていることをほとんと理解していないと思われるO 訓練生は現実には成

年労働者と全く同じ労働条件(1時間ほどの待問短縮はあるが〕のもとで働いていて、夕刻から夜間

にかけて行われる訓練は、労働時間の延長であり不払い労働を訓練生に強制していることを意味して

いるということが、公的、私的関係の間にたくみに陰蔽されているの匂まあるまいか。

このような本質的な問題を抜きにして「補助金の矯額jなどで呪在の共同敬訪問「危機lを解決

できる答がないことは明白であるO

多少飛躍するが、当面する共同験謬11のあり方は、さし迫った問題としては「私的j性格を消去し、

高校在学期間中の訓練を公共化することであり、そして叉高卒についても、その職業に必要な基礎的

技術および技能を欝号する期間は公共的機関、あるいはその完全なる統制のもとで f有給jの訓練を

行うべき方向を検討すべきである。現在の共同職訓を完全公共化するための当面の過渡的処監として

は、共同犠謬11における教育訓練は基準内労働時間のなかで完全実施し、そのための賃金および費用は、

前者は事業主が、後者は闇家がこれを保骨ずべきであるというのが提案であるO それにしても教育運

動をt怒っている人達が験業訓練の問題を看過していることは残念なことである。

特にここでは高校全入問題とこの共悶験訓の問題について少しばかりのべておきたいoまず第 1

に高校全入運動が学歴主義から行なわれてはならないし、勿論そうなされてはいないと思っているO

しかし約 10%の中卒者がその大半は社会に出て労働者としてさまざまな凶難に直面し問題を生じて

いる時、全入運動は、この問題を自らの問題として釘をむけ、高校が勤労市民を創出する教育の場と

して、高校教育における民主教育のあり方にもっと示唆をうけることがありはしないか。

第 2に中卒労働者の多くが社会の中で転職をくり返し、ある部分はドロップアウトする。そして

他方では中卒労働者に対して「程度が患い jあるいは r1 Qが低いのでどうにもならないiとし、ぅ、
中卒に対する不当なレッテルを王手にタコができる寝間かされてきた。このことの根えが現在の「学校

教育にある jということについては、正確には筆者にはまだわからないが、ただヰヰ検における教科

教育、進路指導に対して、学校教育が高校進学のものを含めて全て労働者を中核とする勤労市民とし

て必要な教育を生徒がうける権利をもっていることあらためて思い起こし、教科教育、進路指導が験
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業教育・験業指導と互いに間く結合するものとしてそのあり方を考えるべきだと思うのである。

筆者が当面の処量のなかに教舗あるいは労働組合の介入を含めなかったのは、どく一部を除けば

自らの問題として教飾・教員組合、労働組合が自ら戦業謬11練の問題を自分たちのこととしてとり組む

ようになってはじめて筑実の開題になると考えたからである。

3. 今閣の調査のなかで技能検定の荷額にふれなかったのは、主として労働者調査が不充分であ

ったからである。けれども調査の過程で、「技能検定jの問題が今後中小企業労働者が自らの労働条

件を改善し、組織化をなしとげていく上で欠くべからざる一つの課題となっているのではないかと漠

然とではあるが考えている。今回の調査は企業調交を主体にしたという点で、中小企業「近代化jの

本質的問題を解明する上で大きな欠焔があることがわかった。けれどもこの教識をもとにしてこの績

のあと、さらに仮説を精微にして f教育と労働問題jの結合という視点、から労働者調査をもとにした

実設的研究をす Lめたいと考えている。

4. 労資関係の展開については、改めて労働者調査実施後に検討するが、今関の調査のなかで明

らかにされた如く、企業内賃金体系の確立と熟練の企業内養成への変化のもとでの熟練工の定着性へ

の増大、不熟練工の雇用増加を基調として、労働密度の増加、労働条件の悪化、さらには最近のイン

フレ傾向の中で、企業内労資関係が一層明確になってきたことである。労働者の意識構造の変化は一

層進んでおり、団地企業のいくつかで労働組合が結成されたり、その崩芽が見出されることからもう

かがえるのである。
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